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序章 課題  
 
１. 研究課題 
 
本研究の課題は、在中日系企業における女子労働の特質と変化のあり方を、事例調査に
即し、雇用システム1と関連させつつ考察することである。このような課題設定は、主に以
下の問題関心によって支えられる。第一は女子労働の特質と関連する。女子の労働力2は、
一般的に、社会的に劣位におかれた労働力とされる3。女子労働者はアジアに進出する日系
企業で大量に採用され、海外生産における重要性が多くの先行研究において指摘されてい
る。議論の中心をなすものは、労働市場における流動化及び低賃金労働などの「縁辺的労
働」論に集約されている。女子労働者を縁辺的労働ととらえたうえで、そこにおける「低
賃金・不安定雇用」問題の特質と問題点を分析しようとするものである。これらの研究に
                                                   
【注】 
1 雇用システムは雇用関係を律するルールの体系とされる（仁田道夫・久本憲夫編著
［2008］久本憲夫 9 ページを参照）。具体的には、賃金体系や職能資格制度、労使協議
会などに特徴づけられる人事制度の束である（前掲書 14 ページ及び日本労働研究雑誌
編集委員会［2011］2 ページなどを参照されたい）。尚、雇用関係（雇主『経営者及び使
用者』と被雇用者『労働者及び使用人』との支配―服従関係）の概念については森建資
（［1988］48～49 ページ）を参照されたい。「現代の日本では、雇用関係が人々の生活
の中心となることで、この関係のあり方が社会の隅々にまで深刻な影響を与えている。
日本のような資本主義社会だけではなく、社会主義や発展途上国の社会でも観察する事
が出来る」（前掲書序-ⅲ要約）とされる。また、現代中国の雇用関係の動向については、
「1980 年代に改革・開放が開始されて以来、中国労働問題の中心は雇用関係の変容であ
り、その変容に伴って人々の労働生活が隅々まで深刻な影響を受けたということであっ
た」（李捷生［2010］14 ページ参照）とされる。現代中国の雇用関係の動向についての
李の研究（同上書）は本研究に示唆を与えた．本研究では、その雇用関係を律するルー
ルの体系として、賃金などの労働条件、昇進・昇格制度、研修制度、労使関係制度など
に特徴づけられる人事制度の束を雇用システムという。 
2 労働力の所有者は労働者であり、資本制社会においては労働力「商品」とされている。
隅谷は「資本が労働市場において購買するのは、労働でも、ましてや労働者でもなく、
『肉体的・精神的な諸能力の総計』としての労働力、商品としての労働力である、―略
―労働者が売るのは労働ではなく『労働力』であり、その『労働力』の価格が賃金なの
である」（隅谷三喜男［1976］18 ページ参照）。また、労働力に関連して、「労働問題」
の概念を「（１）労働力ないし労働のサービス（２）労働力の支出、すなわち、労働す
ること（３）労働者（４）労働者の集合体としての労働者階級ないし労働組合であり、
労働問題のみならず、『労働者問題』とうい意味を内包している」（前掲書 13 ページ参
照）としている。本研究では「労働」を「労働問題」とほぼ同義語とみなすとともに、
隅谷のいうこれらの概念にもとづき、「労働力」「労働者」「労働」の用語を使用する。 
3 歴史的にみても、女子の労働力は、男子労働力の補完部分として、また家計においては
補助収入源としての機能を果たしてきた。それゆえに、賃金・労働条件その他の面でつ
ねに低い地位しか与えられなかった（中村政則編［1985］中村 203 ページを参照された
い）ような労働力とされる。 
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より、縁辺的労働として登場した女子不熟練労働者4の存在形態5がかなり解明された。 
中国では 1949 年の「社会主義」体制成立後、国家の強力な政策により、女性が「社会
主義」建設の重要な担い手とされ、女性の労働力化が推進された6。その後、1978 年から
の改革開放政策の実施以降、市場経済の途を歩み始めた中国は、東アジアの新興工業地域
の中核として経済発展を遂げ、「世界の工場」と呼ばれる存在となった。沿海地域に設立さ
れた経済開発区と呼ばれる大規模な工業団地では、優遇措置を講じられた外資系企業が進
出した。とりわけ 1980 年代後半から 90 年代半ばにかけて、めざましい勢いで外資系企業
が進出した。その多くは、繊維・衣料・電子部品などの軽工業であった7。進出動機は、「経
済のグローバル化によるコスト競争の激化に対応し、競争優位を獲得すること」8にあった。
その結果、安い労働コストを求め、無制限に供給される縁辺的な女子出稼ぎ労働者9を大量
に雇用することにつながった。 
日本の資本主義の発展段階においても、女子労働の縁辺化の流れはみられる。産業革命
期において、農村から一時的に出稼ぎに行く労働者が工業都市を中心として、大量に供給
され、経済発展を支えてきた。その農村出身の出稼ぎ女子労働者は当時の主要な産業であ
る紡績、製糸、織物など先端的な輸出産業部門で、きわめて重要な役割を果たした。低賃
金、長時間労働の過酷な労働条件を強いられていた10のであった。   
しかし、近年の中国においては、「1990 年代以降産業構造が変化し、外資企業も従来の
繊維雑貨を中心とする産業から、自動車・電子産業に代表される基幹産業に集中するよう
                                                   
4 不熟練労働者とは一定の筋力さえあれば、なんらの技能修得をも必要としない労働力で
ある（山本潔［1967］8 ページ参照）。 
5 労働問題研究では労働者の労働内容・雇用形態・生活様式を示す一般的用語として、使
われている。氏原正治郎（［1966］471 ページ参照）にも記載され、山本恒人［2003］、
西成田豊［2004］などの論文タイトルにも使用されている。 
6 何燕侠［2007］439 ページを参照した。 
7 前掲書 441 ページを参照した。 
8 石原亨一編［1998］石原亨一 6 ページを参照されたい。 
9 山本は無制限労働供給下の経済発展のルイスモデルについて、「都市産業部門の賃金水
準が農村自給部門の賃金水準を上回る限り、近代部門は賃金上昇の心配はなく、いくら
でも農村の余剰労働力を雇用できる。これは都市産業部門の賃金水準が一定の下で、こ
の部門に対する農村の供給が無限大であることを示している。」（山本勝也［2011］80
ページを参照）と説明している。中国の経済発展過程においても、労働者の無制限供給
のような現象（ルイスモデル）がみられたと考えられる。 
10 中村政則編［1985］西成田 12～16 ページを参照されたい。西成田は「一般に産業革
命の過程において低賃金、過度労働、強権的＝身分的労働関係によって特徴づけられる
『原生的労働関係』が成立する。日本の場合『原生的労働関係』は『出稼型』労働力の
特殊な制約を受ける」（西成田豊［1988］4 ページ参照）とする。そして、「その出稼型
労働力の主力は綿紡績業・製糸業・織物業の女子労働であった」（中村政則編［1985］
中村／コラード序章参照）のであり、産業の発展段階における女子労働者は、重要な労
働力であった。尚、このような低賃金などの過酷な労働条件を強いられる不安定な雇用
労働を一般的に縁辺（的）労働および周辺（的）労働と呼称される。 
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になった」11。職場では、ME（マイクロ・エレクトロニクス）化や OA（オフィス・オー
トメーション）化が進展し、女子労働者の職域が拡大している。製造職場では新技術の導
入などにより、作業方式の改革が進み、労働力の多能工化がはかられ、熟練職場12が形成
されている。従来の繊維・雑貨を中心とする産業の縁辺的労働とは異なる、一定の技能を
もつ女子熟練労働者も多く存在することになった。経済発展にともなう産業構造の高度化
13により、これまでの通説である女子の「縁辺的労働」論を中心とするアジアの女子労働
研究だけでは解決できない諸課題があると思われる。 
第二は本研究の分析対象として取り上げた企業が、中国にとっては外資の日系企業であ
ることと関連する。これらの企業は経済のグローバル化の流れに呼応し、生産工場の海外
展開に拍車をかけ、中国をマーケットとして捉え、重要な販売拠点の一つとしつつある。
その過程において日系企業が、現地の労働市場にどのように適応14しているのかが問題と
なる。よく知られているように、日系企業の多くは中国の対外開放政策以降、他の外資企
業とともに中国に進出した。その後、世界経済のグローバル化の拡大及び円高の進行など
により、中国への進出を加速し、今日に至っている。日本企業の海外法人の比率は、中国
が最も高く、日系企業のグローバル展開にとって重要な進出国となっている15。本研究の
分析対象は在中日系企業における女子労働者であるが、日本において労働力の中心的な担
い手は、男子労働者である16とされ、「労働者の男女間格差は、温存されたまま」17である。
                                                   
11 石原亨一編［1998］李春利 225 ページを参照されたい。 
12 氏原は「熟練」を労働者のただ一つの財産であり、労働力の質を規定する最も大きな 
要因とした（氏原正治郎［1966］366 ページを参照されたい）。また、半熟練労働を 
「高卒程度の知能水準を必要とするが、長期の習熟を必要とせず、きわめて短期間に習 
得できる半熟練労働である」（岸本英太郎［1962］24 ページ参照）とする。本研究では 
半熟練および熟練労働者の職場を熟練職場と規定する。尚、専門職の労働者が多く働く、 
大学卒程度の学歴を有する労働者で構成されているホワイトカラー職場も熟練職場と 
する（後述 10～11 ページおよび 14 ページで具体的に述べている）。 
13 就業者一人あたりの付加価値（＝労働生産性）の持続的な増大を実現するような性質 
の産業・技術の変革である（今井健一・丁可編［2007］今井 3 ページ参照）。 
14 安保は日本的生産システムの特徴的諸要素とその国際移転モデルに関連して「適用」・ 
「適応」分析を行った。「適用とは、日本的システムの海外への持ち込み、移転を意味 
し、現地の経営環境や諸条件によってさまざまな制約を受け、変形、修正されるのを捉
え適応が迫られる場合もあるとし、現地生産の実態は適用―適応関係のダイナミックな
過程として展開されることになる」（要約）とした議論がある（安保哲夫他［1991］安
保 27~37 ページ参照）。本研究においても安保の「適用」・「適応」概念を参考にした。 
15 日本法人の中国に占める比率は 29.9%である。常勤労働者数は 32.1%を占めている。 
当期純利益の中国に占める比率は 20.5%であった（経済産業省海外事業活動基本調査 
2010 年版参照）。尚、在中日系企業の中国における売上高の 67%（2010 年）が中国国 
内販売となっている（朝日新聞 2012 年 9 月 19 日朝刊参照）。 
16 労働力の標準モデルは、被扶養者を従者として従えた正規男性労働者＝男性稼ぎ手モ 
デルであった（竹中恵美子［2009］17 ページ参照）。 
17 岩間暁子［2011］87 ページを参照されたい。 
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このような男子労働力を中心に雇用関係を築いてきた日系企業が、中国の女子労働者にど
のような雇用システムを適応しているのかを検討しなければならない。 
第三は女子労働者に関する従来の「縁辺的労働」論という通説の成果を引き継ぎつつ、
近年拡大されつつある熟練職場における女子労働をどのような方法で、どう明らかにする
かという問題と関連する。熟練職場における労働者形成を分析するにあたり、日本の労働
問題研究領域において多くの研究蓄積があった。日本の経済発展過程における大工場労働
者の性格を考察した氏原18は、「熟練の従業員的性格」という規定を、独自の分析から析出
した。 
 
熟練は、労働者が従業員（正規労働者）として企業に採用されてから企業内の長期
的勤務において習得するものである。個別企業における永年勤続の従業員という身分
と結びついて存在するものであり、個別企業に評価されるが、社会的な通用性を持た
ないのである。19 
 
ここでは、熟練形成における日本の特徴について、熟練が長期にわたって企業内部で育
成されるものであり、それを可能としたのが従業員に適用される長期雇用システムの存在
とかかわっていると指摘された。しかし、日本において、熟練労働の担い手は男子であり、
女子は排除されていた。離職率が高いとされる中国労働市場における、在中日系企業の熟
練職場の女子労働者に、長期にわたる内部育成の方式が適用できているのか、また雇用シ
ステムとの関連付けがどうなっているのであろうか。このような問いかけに応えるために
企業内熟練形成、職場組織および雇用システムの実態を明らかにすることが必要不可欠で
ある。尚、在中日系企業の雇用システムを分析するに際し、中国雇用の雇用関係を踏まえ
る必要がある。周知のように、中国は高い経済成長を遂げてきたが、社会的経済的格差が
拡大してきた。「雇用不安および社会的批判が増幅する中で、労働者保護を目的として『労
働契約法』（2008 年実施が導入され、『契約なくして労働なし』という社会的規範が広がっ
た。雇用関係は大きな転機を迎えた」20のである。中国固有の雇用関係の変容は、熟練職
場の女子労働の特質を把握する上で無視できない。 
以上のように、本研究はこれまで通説として広められた「縁辺的労働」論の諸成果を踏
まえつつ、縁辺的労働と接点をもつが、比較的に労働環境の整った在中日系企業の熟練職
場の女子労働の特質を明らかにしようとするものである。次節では、本論文の問題関心を
示す。 
 
                                                   
18 氏原正治郎［1966］を参照されたい。 
19 玉井金五・佐口和郎［2011］李捷生 50～51 ページの要約。 
20 李捷生［2010］14～15 ページを参照されたい。 
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２. 問題関心 
  
本研究は在中日系企業の女子労働の特質と変化のあり方を、事例調査に即し、雇用シス
テムと関連させつつ考察することを課題としている。本節では研究課題と関わる問題関心
を整理する。 
 
（１）研究対象の特質 
在中日系企業の熟練職場で働く女子労働者を考察するには、本研究に登場する中国の女
子労働者の地位、日系大企業の雇用慣行、熟練職場の能力形成などの一般的な特質に注目
する必要がある。 
１） 中国女子労働者の地位 
現代中国においては、一般的に女子は男子と同様の労働意欲を有し、就業しているとさ
れる。就業後、産休以外仕事を止めるケースは極めて少なく、労働力率は日本の M 字型雇
用とは違い、逆 U 字型の就業パターンを維持している21。女性の職場での権利は、各種の
法律に規定され、社会制度においても一定保護されている22。特に女子労働者にとって重
要とされる出産に関しては、1994 年に公布された出産保険試行弁法により、保険制度23が
整備されることとなった。その保険制度は、生育（出産）保険制度と呼ばれ、企業や事業
所で働く女子労働者の雇用の継続を保証する役割を担っている24。女子労働者が多くを占
め、結婚・出産後も継続的に雇用しようとする企業にとっては、出産関連支出が多くなる
ことにつながる。女子労働者保護規定の運用に関しては、全国総工会及び地方工会25や中
                                                   
21 孫・田中［2001］178～179 ページを参照されたい。尚、逆 U 字型を台形型とも表す。 
22 男女同一労働（職務）同一条件に関しては、憲法 48 条や婦女権益保障法 24 条に明記
されている。また、女性の産休保障（労働法 62 条）や妊娠・出産・授乳期間の労働契
約解除の無効（労働契約法 207 条）も規定されている。婦女権益保障法 26 条および 27
条、女性従業員労働保護特別規定、出産保険試行弁法などでも女子保護に関する規定が
ある。職場では、これらの保護規定が女子労働者に適用されている。 
23 中国の企業従業員に適用される社会保険制度は、養老保険（定年退職後の年金支給）、
医療保険、労災保険、失業保険、出産（生育）保険などで構成されている。失業保険と
出産保険は企業が負担し、それ以外は、企業と個人両者が一定の比率で負担している。
（日本貿易振興会［2010］2～8 ページを参照されたい。） 
24 育児休暇中における休暇手当、育児に関わる検査費、出産費、手術費、入院費、薬代、 
出産によって発生する疾病に関わる医療費、計画生育に関わる費用などが支給される。
出産（生育）保険料の納付率については、本人に支給される前年の賃金の 1%（全額企
業負担で本人負担はゼロ）を上回らない範囲で設定されており、地域により異なる（日
本貿易振興機構［2010］19～20 ページ参照）。本研究の分析対象企業がある北京市、上
海市、大連市の納付率の企業負担は、0.8%であり、無錫市は 0.9%である。尚、農村戸
籍の女子労働者には出産（生育）保険への加入は認められていなかったが、現在では適
用されている（日刊「華鐘通信」［2012］参照）。 
25 工会とは中国の労働組合とされる。全国総工会→産業別工会・地方工会→企業別工会
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華全国婦女連合会26などが、関与していると思われる。職場内での運用に際しては、企業
内の工会が一定関与する役割を担い、女性が多くを占める職場では企業工会内に女性委員
会が設置されている（工会法 10 条で規定）。 
このような政府の法律などによる雇用政策を背景に、男子と同様の労働意欲をもつ女子
労働者が働く中国都市部では、よく知られているように、男女ともに働く家族構造が形成
されている。そのため、都市部の既婚者の家庭における家事分担については、「中国の男性
はよく家事をする」27と言われ、男子は家事に協力的とされる。女子が働き続けることが
できる環境は、一定あると思われる。 
２） 日本大企業の雇用慣行 
大企業における「日本的経営の特質は、終身雇用・年功賃金・企業別組合を三種の神器
とする『日本的労使関係』に立脚する経営制度の流れを汲むもの」28とされる。 
 
この年功（序列）賃金は、労働力の質的規定である「熟練」の性格にもとづいて成
立している。個別企業の内部で勤続することによってのみ経験を積み、熟練が獲得さ
れるから、そこに勤続によって熟練の段階序列が形成されるのである。29 
 
つまり、長期の勤続が保障された雇用労働（終身雇用）と年功（序列）賃金が大企業の
本工（正規）労働者の熟練を形成することにつながる。企業別組合は欧米諸国の企業横断
的な産業別組合とは異なり、企業別に企業内で作られた労働組合である。「『会社あっての
労働組合』という『日本的労使協調主義』のうえに形成された『協力的』・『友好的な労使
関係』を形成する労働者組織の性格を持っていた」30とされる。この三種の神器の中で、
終身雇用と年功制は日本大企業の雇用慣行31の主要な柱である32。しかし、雇用慣行にもと
                                                                                                                                                     
が組織されており、政府の一機関でもある。工会については後述 13 ページを参照され
たい。 
26 中国共産党の指導のもとに結成、活動している。基本的な機能は、女性の権利を代表・ 
擁護し、男女平等を促進することである（中華全国婦女連合会総則）。 
27 何燕侠［2007］443 ページを参照されたい。尚、何は「男女平等の家事分担とはなっ 
ていない」としている。 
28 戸塚秀夫・兵藤剣編著［1991］序章 9 ページを参照されたい。 
29 津田眞澄［1968］11～12 ページを参照されたい。 
30 中央大学企業研究所編［1993］長谷川廣 308 ページを参照されたい。 
31 日本的雇用慣行は会社内秩序（野村正實［2007］序章Ⅰ参照）とされる。その根幹は， 
年功序列と戦前の身分制とそれを引き継いだ戦後の資格制度である（前掲書 2 ページお 
よび 5 ページ参照）とする議論もある。 
32 近年では「バブル崩壊以降の低迷する経済の下で、中高年層の賃金上昇の停滞や若年
層の終身雇用の衰退が見られる」（濱秋・堀・前田・村田［2011］34 ページ参照）とさ
れ、伝統的な日本的雇用慣行が衰退し始めている模様である。 
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づき形成された雇用関係の中心は、男子本工労働者であり、女子労働者を捨象してきた33。 
このような雇用慣行の流れを汲む在中日系企業が、中国の熟練職場の女子労働者にどの
ような雇用システムを適用しているのか、日本とどう違うのか、などを検討する。三種の
神器と関わる日本大企業の雇用慣行が、在中日系企業の女子労働者にどのように適応され
ているのかを明らかにしなければならない。 
３） 熟練職場の能力形成 
本研究では比較的に熟練を要する労働者が集中する熟練職場を研究対象とする。研究課
題で少し触れたように、日本大企業の場合、熟練は、経験によって獲得されたものであり、
よそ（他企業・他産業）では通用しがたいものであることに限界がある34とされる。すな
わち、熟練とは、「労働者が従業員（本工労働者）として採用されてから企業内養成施設ま
たは長期的な勤務経験において習得するものを指す」35のである。「かくて、製造現場の大
工場本工労働者の特質の一つである『熟練の従業員的性格』は『従業員意識』の強い労働
者・・・を生み出した」36のである。そして、「企業内部で長期にわたって養成される熟練
は、職場内部の階層的秩序と深く絡んで存在する」37。その階層的秩序は管理組織という
職場組織に具現化され38、階層構造が形成される。従って、女子労働者に適用される雇用・
分配条件、労働力編成39などによる階層的秩序を検討し、女子労働者が働く熟練職場の階
層構造を明らかにしなければならない40。 
他方、熟練は製造現場の熟練労働者にのみに適用される性格のものではない。ホワイト
カラー労働者の熟練は、労働市場への供給源としての学校教育などによる一定の知識を前
提として、職場の経験を通じて獲得したものと思われる。「知的熟練」論を展開した小池は、
ホワイトカラー職場の仕事の事例を、下記のように取りあげている。 
                                                   
33 野村正實［2007］3～4 ページを参照されたい。 
34 氏原正治郎［1966］366～368 ページを参照。 
35 玉井・佐口編著［2011］李捷生 50～51 ページを参照されたい。 
36 前掲書 53 ページを参照されたい。 
37 玉井金五・佐口和郎［2011］李捷生 51 ページを参照されたい。 
38 管理組織と職場秩序の関係については、氏原正治郎（［1966］373～384 ページ）を参 
照されたい。 
39 作業現場の技術・労働史の諸類型を考察する上で、生産職場の職場類型の構成を機械 
の配置方式を指標とするだけではなく、工程編成、生産手段と労働力の統一的編成・管 
理のあり方＝「労働力編成」も類型構成の諸要素として重視している（山本潔［1994］ 
序章 18 ページ参照）。そして、労働者の技能（熟練度）や労働者の専門性（例えば、電 
気工や会計士）、出身階層、学歴、農村・都市などの出自、職務・職業経験などにより、 
労働者が職場に配置される（前掲書 51～61 ページ、92～102 ページ、314～317 ページ、 
436～446 ページなども参照されたい）。本研究では作業方式と関連する労働者の職場配 
置およびその労働者に適用される人事労務管理などのあり方を「労働力編成」とする。 
40 階層構造の全体的な像を明確に描くこと、そして、そこにおけるジェンダー変数の役 
割を正確に位置づけることは今日の階層論にとって困難ではあるが重要な課題となっ 
てきている（盛山和夫編［2000］盛山 25 ページ参照）とされる。 
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経理の予算管理の仕事では、製造原価や販売収入、生産量などの予測、投資計画、
収益予測などの作業を行うものであり、容易ならぬノウハウを必要とする。実績に対
する予測とのかい離の分析も伴う。さらに、企業外部の要因である市場の需要変動の
知識も必要であり、多様な知識と推理が必要である。この技能はさまざまな問題をこ
なすノウハウに他ならない。41 
 
小池は、経理などのスタッフ職（専門職）を取りあげ、ホワイトカラー労働者の技能を
知的熟練42としている。 
以上のような熟練職場では、男子と同様に女子労働者にも熟練が養成され、人材の育成
につながっているのかなど43を課題として、検討しなければならない。 
 
（２） 熟練職場の女子労働 
 女子労働力が一般的に、社会的に劣位におかれた「縁辺的労働」とされていることは、
すでに言及した（詳しい解説は後文でおこなう）。本研究の対象は、「縁辺的労働」と接点
をもつが、比較的に労働環境の整った熟練職場の女子労働である。ここでは、熟練職場の
女子労働を考察するうえで、重視しなければならない課題を示す。 
第一は熟練職場の女子労働者に適用される雇用システムである。熟練労働者は一定の能
力と職場の経験により養成される。不熟練労働者とは異なる労働契約や雇用形態にもとづ
き、雇用システムが形成される。その熟練の養成・維持および向上には、労働者の定着化
と労働意欲につながる賃金などの雇用・分配条件が必要となる。 
第二は女子労働者の職場編成である。製造職場では技術革新により、労働者の作業内容
が変容する。本研究に登場する日本の家電・電子産業では、多種多様な消費者ニーズに対
応して、生産性や品質の向上を目途として、ベルトコンベアー生産から、セル生産の作業
方式に変更された。労働者は複数の作業を担い、多能工44化された。その結果、経験や能
力により労働者の熟練に差異が生じることになる。同時に職場の作業工程も多様化し、労
働者の熟練が類型化することにつながる。こうして、労働者は学歴や一定の能力を基礎に、
                                                   
41 小池和男［1999］20～22 ページを参照されたい。 
42 知的熟練論は実証的な根拠を持たない理論とする批判的な立場からの野村の研究もあ 
る（野村正實［2000］参照）。 
43 本研究では、企業が労働者の職務能力を一定の水準まで育てようとすることを「養成」 
および「育成」の用語で表現する。「養成」は平均（標準）レベルの水準の場合に使用 
する。「育成」は平均（標準）以上の比較的高度な水準のレベルを求めている場合に使 
用する。 
44 単能化した単位作業のいくつかを担当する能力を持った労働者（山本潔［1994］33 ペ 
ージ参照）。 
12 
 
労働者の持つ技術体系や培われた熟練類型により、例えば、一般作業者（単能工）45、多
能工、グループリーダー、副班長、班長などに編成されることになる。男女の差ではなく、
熟練の習熟度の差が女子労働者の職場編成に変化をもたらすことになるのかが焦点となる。 
 
（３）中国固有の雇用関係 
 現代中国の労働研究では、「計画経済」体制を改革し、「市場経済」へと漸進的に移行し
てきた過程を念頭におきながら、中国固有の雇用関係の変化とその特質を考慮しなければ
ならない。多くの女子労働者が働く在中日系企業が、日本とは異なるであろう中国固有の
雇用関係にどのように適応しているのかも本研究の焦点のひとつとなる。ここでは、雇用
関係を形成する中国の労使関係や労働市場の構造を検討する。 
１）中国の労使関係 
 1978 年の「改革開放」政策が開始されて以来、雇用問題の焦点のひとつは、「農民工」
と呼ばれる農村出身労働者である出稼ぎ労働者の変化のあり方である。 
 
「改革開放」経済を支える原動力のひとつであり、とりわけ出稼ぎ女子労働者は国
際競争力を持つに至った労働集約的輸出産業の担い手として「繊維・雑貨の輸出⇔機
械・技術の輸入」という交換体制の、一翼を担う存在であった。しかし、彼女らは低
賃金・長時間労働・短期契約・解雇無制限などの劣悪な雇用条件を強いられる「原生
的労働関係」46に類似していた47。 
 
その後、中国政府は市場経済化政策を推し進め、周知のように高い経済成長を達成した。
しかし、「農民工」をはじめとする底辺労働者の雇用条件は、大きく改善されなかった。こ
のような中、労働者保護の立場に立つ労働契約法（2008 年実施）が導入された48。労働者
の流動化防止や離職率の低下に一定の成果がもたらされるとともに、労働条件の向上につ
ながると考えられるような規制内容が含まれていた。出稼ぎ労働者の雇用・分配条件への
影響を検討しなければならない。 
一方、中国に進出する日系企業にとっては、労働契約法の発効により、労働者が定着化
し、技能形成と労働者管理が優位に進められる。「長期的人材育成をはかろうとする企業が
                                                   
45 細分化された工程ごとに分化した作業を担当する下位の労働者（前掲書 57 ページ参 
照）。 
46 詳細は後述 22～23 ページを参照されたい。 
47 李捷生［2010］15～20 ページを参照されたい。 
48 雇用規制（契約なくして雇用なし、雇用継続の条件規定）・賃金規制（賃金決定の工会 
関与、退職金支払い）・能率規制（配置転換・労働移動の本人同意、ノルマの工会協議 
会）を内容とする（李捷生［2010］31～32 ページ参照）。 
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増えるであろう」49と思われる。労働者の雇用形態や分配問題、そして労使関係50などの雇
用システムを分析しなければならない。 
 その雇用システムにおける労使関係を担う組織である工会（全国総工会）は、労働契約
法の施行を背景に、出稼ぎ労働者も含め組織化を強化し、労働者の労働条件の改善に結び
つけようとしていた51。本研究が分析対象とする企業に工会が存在し、どのような機能を
有し、女子労働者の存在形態にどのような影響を及ぼしているのかも検討しなければなら
ない。先進資本主義国家の労働組合は、ワグナー法52以降、労働組合の企業に対する交渉
力が向上し、労使関係における調整機能として、一定の役割を果たす「二元的労使関係」
を築いてきた。中国においては、「工会は『会社組合』に類似し、労働組合本来の機能を果
たすことが期待できなかった」53とされる。しかし、企業内では、「工会の役割と意見を重
視する日系企業も存在する」54。一定の機能を有していると思われる企業工会の役割を把
握し、多数の女子熟練労働者が働く、ケース・スタディの企業における労使関係の考察に
つなげなければならない。 
２）中国の労働市場 
研究課題で述べたように、中国の軽工業部門で働く農民工の多くは、女子労働者であっ
た。現代においては、繊維・雑貨産業などの分野から、家電・電子産業などの軽工業部門
へと女子労働者の職域が拡大している。家電・電子産業の外資系企業の多くは、沿海部の
経済開発区とされる地域を中心に進出している。そこで働く女子労働者も、不熟練の農民
工だけではなく、技能を持つ労働者も増加している55。李は中国の労働市場について、「地
                                                   
49 前掲書 33 ページを参照されたい。労働契約法については、Ronald C. Brown.［2009］
も参照した。 
50 Dunlop はアメリカの労使関係についての理論的枠組みを提示している。使用者、労働 
者、政府機関の三者を当事者と位置づけ、階層的構造を持つ当事者間の利害調整がどの
ような文脈の中で行なわれるのかを分析することが、「労使関係」論である（Dunlop.John
Ｔ［1958］を参照されたい）。 
51 2009 年末の全国総工会組織人員は 2 億 2600 万人で、その内 7980 万人は出稼ぎ労働 
者である農民工である（2010 年 3 月 23 日中華全国総工会主席団員李鐡橋インタビュー 
より）。 
52 1935 年にアメリカで成立した全国労働関係法で、労働者の団結権と団体交渉権を保障
した。 
53 李捷生［2010］24 ページを参照されたい。また、中国の工会に関する先行研究は、多
く存在し、論点も多岐にわたるが、共通点もある。すなわち、工会は政府か党組織と癒
着し、労働者の経済的利害を代表する主体になっていないということである（Ng Sek 
Hong, Malcolm Warner.［1998］および Bill W.K.Taylor,Chang Kai,Qi Li.［2003］
を参照されたい）。 
54 李捷生［2010］24 ページを参照されたい。 
55 技能労働者の総数は全国で約 9890 万人であり、全国の都市部就業者の 3 分の 1 を占 
める。養成する技工学校（技術学校）も 3075 校となっている。尚、中国政府は新たに、 
「高技能人材育成プロジェクト」を展開し、2020 年迄には全国で 100 の技師学院、600 
の高級技工学校、800 の企業従業員研修センターを設置し、高級技能人材の育成を図ろ 
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域経済の発展様式が多様化する中で、中国の労働市場は制度と機能の両面において地域的
な差異がますます大きくなり、流動化と階層化の様相も地域によって異なっている」56と
する。地域労働市場の特質が、進出企業の雇用システムに少なからず、影響をもたらすと
思われる。 
本研究のケース・スタディでは、都市部に位置するホワイトカラーの専門職57が多く働
く熟練職場も取りあげる。中国の労働市場では、よく言われるように、ホワイトカラー職
場とブルーカラー職場は、分断された階層が形成されている。同じ企業内でも、ホワイト
カラーとブルーカラーの階層間移動は、あまり見られないとされる。ホワイトカラー職場
の労働者は、一般的に他の企業に移動してキャリアを形成していく。転職や他産業・他企
業への移動が、キャリアアップにつながるとされる。「一つの企業に長くとどまることは少
なく、労働市場は流動化している」58のである。尚、ホワイトカラー職場の専門職とされ
る労働者には、女子が多くを占める傾向にある。ケース・スタディの企業がこのようなホ
ワイトカラー労働市場の特質をとらえ、女子労働者が多くを占める熟練職場に、どのよう
な雇用システムを適用しているのかが焦点となる。 
在中日系企業の女子熟練労働者に適用される雇用システムは、中国固有の雇用関係や地
域労働市場と相互に関連しあい、形成されていると考えられる。 
現代中国経済は成長にともなって、様々な改革が実施され、雇用関係も変容している。
本研究の課題を考察するうえにおいて、変化の構造を踏まえる必要がある。例えば、世界
的金融危機、労働者保護の労働契約法の施行、近年の日本経済の変化などが、分析対象企
業の雇用システムや労使関係にどう関連するのかを考察しつつ、分析しなければならない。
これまで述べてきた問題関心に動態分析の視点を加味して、研究を進めてゆく。次節では、
研究を進めるに際しての研究方法を明らかにする。 
 
 
 
 
                                                                                                                                                     
うとしている（労働政策研究・研修機構［2009・7］ホームページ参照）。中国では、実 
務的な専門教育機関として、技術専門学校と技術学校などの技工学校がある。技工学校 
は中学卒業後、3 年～4 年間工業高校として工程管理の一般知識や設備体系の実技や技 
術者としての基本的要素を教育し、技能労働者を育成している。高級技工学校などの技 
術専門学校は、高校卒業後、2 年間かけて、工程管理の知識と機械操作の実技を教育し、 
製造メーカーの生産現場における中堅技術者を育成する。教育内容は工学理論、工程管
理と生産・品質管理の知識のほか、機械設備の操作と保全に関連する実技などを教える
ことである。本研究ではこれらの学校を総称して技術学校とする。 
56 李捷生［2007・6］19 ページを参照されたい。 
57 主に営業職以外の人事・経理・財務・法務関連は、専門職の職場とされる。 
58 （社）日本経済団体連合会［2006］2 ぺ―ジを参照されたい。 
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３． 研究方法 
 
山本は「厳密な意味での（狭義の）労働調査は研究者が自ら、労働問題に関する第一次
資料を作成しながら進めるところの、社会科学上の実証的研究のことである」59とする。
本研究はこれまで述べた研究視角にもとづき、労働問題に関連する文献調査（先行研究）
から分析視角を設定する。そして、分析対象の調査に即して、研究を進めようとするもの
である。文献調査や企業調査及び地域労働市場調査などの労働調査により、熟練職場の女
子労働と取りむすぶ、雇用システム、労働市場、労働者の生活様式などの特質や変化を把
握しようとする。調査から入手した一次資料にのみ依拠するだけではなく、自らも資料も
作成する。調査の成果として、調査内容は、本研究の構成内容に反映されることにつなが
る。本節では、調査活動の概要を示すとともに、ケース・スタディの意義を述べる。最後
に、本研究の構成を明らかにする。尚、研究方法に含まれる文献調査に関しては、後述「第
Ⅰ章 アジアの女子労働研究」で先行研究を詳細に検討する。 
 
（１）調査活動の概要 
本研究に関連する調査に関しては、調査概要（表序―１）で簡略に表示した。調査に関
する手順を若干たどる。最初に、個別職場調査における課題を選定し、それぞれの課題に
おおまかな仮説を設定する。そして、調査内容、具体的には、面談者に対する質問内容を
事前に検討し、決定する。こうして、面談当日にインタビューをすることになる。尚、面
談時には、あらかじめ、想定（仮説）と異なる回答も予測される。その際は、切り口を変
更して、柔軟に対応することになる。また、面談の中で、状況に応じて、一次資料を要請
し、入手することもある。一定の時間内で面談を行い、調査資料の作成につなげる。さら
に、面談終了後、工場見学や職場見学が許される場合は、工場（職場）内を観察する。労
働現場の実態に触れるとともに、面談での内容の確認につなげることにもなる。面談終了
後は、面談内容や観察実態を検討し、想定したおおまかな仮説を検証し、事実確認を行う。
尚、想定していなかったような事実発見により、新たな課題の設定につながることもあり、
調査の重要性が認識される。本研究においては、これらの手続き60を踏まえ、調査を実施
し、ケース・スタディを進めてゆく。 
本研究での調査は、主に日本の大企業系列の日系企業を訪問し、経営者、管理者、企業
工会代表者などへの聴き取り調査、及び、工場・オフィス見学などで職場観察を行い、企
業の人事・労務管理方式、労働者の労働実態などを把握することにある。尚、企業以外の
                                                   
59 山本潔［2004］8 ページを参照されたい。 
60 山本の「課題の設定→仮説の提示→実証→仮説の再検討→結論という手続きを踏まえ
ていなければ、社会調査とはいえないのである」（前掲書同ページ参照を参考にした）。 
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総工会幹部や中国経済の研究者との交流会議の場も設定され、中国固有の雇用関係の動向
に関連する調査に貢献した。 
ここでは、本研究で取り上げるケース・スタディの対象企業の概要と研究課題と関連す
る若干の注目点を示す。最初に調査したのは、大連市にある日本の総合家電大手メーカー
である P 社（以下 P 社）の系列企業 PCE 社（以下 PCE 社）である。中国遼寧省と P 社
の合弁企業として設立された大連市にある自動車オーディオ機器や自動車電装関連製品の
加工・組立製造会社である。日本の代表的な企業で培ってきた長期雇用を前提とする日本
的雇用システムの特質61が、現地の熟練職場の女子労働者にどのように適応されているの
かを考察する上において、あてはまる調査対象と思われる。二度に渡り訪問した。一度目
は総経理や中間管理職、工会主席に対する聴き取り調査及び工場内・オフィス見学を実施
し、詳細な一次資料も入手した。二度目は再度の工場観察と中間管理職への聴き取り調査、
その中間管理職夫婦の家庭訪問と配偶者への聴き取り調査などを行った。中国の中間管理
職の生活様式も把握することができた。PCE 社は 1995 年に設立されたのであり、中国経
済の成長と事業の展開過程における変容過程を分析することが可能となる。製品供給先は
中国国内にある中国企業、日系、アメリカ系の自動車企業、および海外の自動車企業であ
る。尚、P 社は中国政府と緊密な関係があるとされる日本の大企業であり、現地労働市場
で、どのような雇用関係を築いてきたのかも注目される。 
つぎに調査したのは、日本の総合エレクトロニクスメーカーF 社（以下 F 社）傘下にあ
るカーオーディオ・ビジュアル関連機器製造企業 FT 社（以下 FT 社）の系列企業 FTM 社
（以下 FTM 社）である。江蘇省無錫市の経済開発区に所在する。製造する製品は、前述
した PCE 社と同種類である。工場内観察と日本人幹部への聞き取り調査を実施し、一次
資料も入手できた。FTM 社は低コストの製品を効率的に製造することを第一義として、「世
界の工場」である中国に進出した「労働集約型」企業である。雇用されている労働者も、
出稼ぎ労働者が多数を占め、PCE 社と同様に女子労働者が多い。しかし、中国国内の市場
の拡大、労働市場の変容、最近の当該企業を取り巻く日本の経営環境から、進出戦略を見
直さざるをえなくなっている。従来の低コストを優先する企業（工場）運営から、新たな
役割を担った企業（工場）運営へと変容を模索する過程にある。FTM 社の調査は、企業
のダイナミックな変容過程における雇用システムを明らかにするのに役立つ。 
最後は、最初に調査した PCE 社と同系列であり、P 社の系列企業である統括企業 PD 社
（以下 PD 社）および同系列企業である財務統括企業 PF 社（以下 PF 社）のホワイトカ
ラー職場を調査した。北京の中心部にある PD 社を訪問し、日本人総務部長への聴き取り
                                                   
61 通常、日本的雇用システムの特質は、「長期安定雇用（終身雇用」「年功賃金」「企業別
組合」と表現される。機能面では（1）長期安定雇用主義（2）年功主義（3）労使協議
主義である（仁田道夫・久本憲夫編著［2008］仁田 9～18 ページ参照）。 
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調査を行った。尚、PD 社の前人事部責任者とは日本で 2 回のインタビューを行っていた62
ため、人事制度の概要は事前に把握していた。ホワイトカラー職場で働く労働者の多くは、
高学歴の労働者で構成されている。そして、人事総務、経理、財務、法務部門などの専門
職とされる職場では、女子労働者が多数を占めていた。つぎに、PF 社を調査した。中国
の金融の中枢とされる上海市の中心部にある職場である。職場では専門的な金融知識が必
要とされ、日本人幹部をのぞき、全員、女子労働者で構成されている。オフィス内部の観
察や日本人総経理への聴き取り調査を行った。近代的なビル内にある整理整頓されたオフ
ィスであった。組織図などの一次資料も入手できた。 
いずれの職場も、多くを占める高学歴の女子労働者に関する調査が焦点である。研究視
角で少し触れたが、中国では、ホワイトカラー職場の労働市場、特に専門職の労働市場は、
キャリアアップのための転職が一般化し、流動的であるとされる。日本の代表的な企業が
培ってきた長期雇用を前提とする日本的雇用システムの特質が、現地に適用される女子労
働者の雇用システムとどう関連するのか、女子労働者はどのように対応しているのかなど
が、分析の対象となる。尚、近年の日本では、よく知られているように、大学卒・大学院
卒（新卒）女子の職場進出は著しい。しかし、「男子との比較で種々の格差が存在する」63。
在中日系企業のホワイトカラー職場で働く女子労働者に、日本の職場にみられるようなジ
ェンダー64格差が存在するのかも調査の焦点のひとつである。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
                                                   
62 2011 年 11 月 2 日（大阪）および同年 12 月 16 日（大阪）に、合計約 3 時間、前 PD
社人事総務部長の C 氏（以下 C 氏）に改革したとされる人事制度に関するインタビュー
を実施した。 
63 竹信三恵子［2012］85～86 ページを参照されたい。竹信は日本の職場の男女間の種々 
の格差問題であるジェンダー格差の実態を論じている。 
64 歴史的経緯や文化的特性を含めて社会的に形成された「性別」をさす語であり、たん 
に生物学的な性別には還元しきれないあらゆる問題を扱う概念として、女性学によって 
展開され、今日では日常語のレベルにもとりいれられつつある（大沢真理［1995］5 ペ 
ージ参照）。 
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表 序―１ 調査概要 
調査地域 期間 調査対象内容 
① 遼寧省大連市 2008 年 8 月 7 日～8 日 日系総合家電系列企業 1 社
（総経理・企業工会代表・中
間管理職） 
② 北京市・上海市 2010 年 3 月 20 日～27 日 ・産業工会代表（総工会幹事）、
副代表 
・清華大学ベンチャー企業（北
方アドバンス有限公司） 
・日系大手商社 
・日系エアコン部品工場 
・中国国家発展改革委員会・
産業発展研究所幹事 
・北京市中関村ハイテク開発
区管理委員会 
③ 遼寧省大連市 2010 年 8 月 15 日～17 日 日系総合家電系列企業 1 社
（①と同じ企業）及び中国人
中間管理職家庭 
④ 江蘇省無錫市・上海市・
北京市 
2012 年 3 月 7 日～14 日 ・日系総合家電系列統括企業 
・日系総合家電系列財務企業 
・日系大手商社 
・日系自動車オーディオ機器
製造企業 
出所：筆者作成 
 
（２）ケース・スタディの意義 
 調査は、一般的に企業の人事・労務管理や労使関係のさまざまな側面を観察し、その変
容や問題点を検証することにつながるとされる65。その調査にもとづく研究方法には、ふ
たつある。ひとつは個別企業の調査に基づくケース・スタディによる方法である。もうひ
とつは質問票などを関連する企業の関係者に配布して、回答を回収するようなアンケート
調査方式にもとづき、全体像を把握しようとする方法である。本研究は、主に前述した四
つの職場の調査にもとづくケース・スタディである。本研究のケース・スタディでは、個
別企業の協力をえて、当事者（経営責任者、管理者、労働者など）と面談し、職場を観察
                                                   
65 藤井の調査手法を参考にした（藤井正男［2011］9 ページ参照）。 
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し、詳細なる調査を行った。実態を解明し、事実の確認・発見に至るような調査にもとづ
く研究方法である。横（現在）と縦（前史）を把握し、課題の分析につなげる。具体的に
は、横（現在）では、平面的スケッチにより、雇用システム、作業方式、仕事の管理の方
法などの現段階の到達点を考察する。四つの職場を比較検討し、共通点や違いを明らかに
し、職場の類型化にもつなげる。縦（前史）では、企業設立の原点の状況を確認し、企業
の変遷過程を考察する。どのように変化し、なぜ変化したのかなどを探り、現段階に至っ
た要因を把握する。 
前述したように、ケース・スタディの対象は、中国の経済発展とともに事業展開してき
た比較的に高い熟練を必要とする製造企業の職場、低コストを求め「世界の工場」中国に
進出した高度な熟練を必要としない「労働集約型」の製造企業職場、高学歴のホワイトカ
ラー職場、そして高度な専門職だけのホワイトカラー職場などである。ケース・スタディ
における事例調査は、事例のそれぞれが関係する諸形式をもとにして、女子労働の全体構
造をみようとする66視角をもたらす。つまり、「全体状況が流動的な不明確な今日では、事
例研究は、個別から全体へ到達するという認識プロセスの一環として有効かつ不可欠であ
るとも考えられる」67のである。 
それぞれのケース・スタディから析出された女子労働の特質は、労働市場の全体像と関
連させ、類型化を可能とする。しかし、一般化しているのかとういう点においては、いさ
さか限界があると思われる。すでに述べたように、日本大企業の本工労働者の「従業員性」
68は、企業内やその職場内で養成され、そこでしか通用しない特質がある。例えば、その
特質を養成するであろう雇用システムが、分析対象の職場にあっても、同系列の他の職場、
他の日系企業の職場などで、どのように適用されているのかは、数多くの大企業職場を調
査する以外、検証は困難である。 
本研究では、もうひとつの研究方法であるアンケート調査方式を適用していない。例え
ば、安室憲一他編（1999）の研究では労働者へのアンケート調査方式も採用されている69。
しかし、企業形態別（独資・合作・合弁）の比率は示されているが、企業規模が明らかに
されていない。中国に進出する在中日系企業は大・中・小さまざまな企業規模に分類され
るが、中小企業が最も多くを占めている70。大企業と中小企業の人事・労務管理や労働者
                                                   
66「全体と個という観点から社会を見るのではなく、個と個が関係する諸形式をもとにし
て社会構成体を見る事である。」（柄谷行人［2012］162 ページ参照を参考にした）。 
67 藤井正男［2011］9 ページを参照されたい。 
68 本研究 7 ページ、後述 28～29 ページ及び 36～37 ページを参照されたい。 
69 安室憲一他（1999 第 4 章～5 章）では在中日系企業の経営課題や労使関係をアンケー
ト調査にもとづき分析している。尚、第 6 章～第 8 章ではケース・スタディによる分析
がある。 
70 2009 年度の調査によれば、300 人以上の従業員の企業は 12.2％であり、大規模な企業
は少ない（帝国データーバンク［2010］ホームページ中国進出企業の動向調査参照）。 
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の技能形成などの手法には差があると思われるのであり、全体像を把握するにはいささか
齟齬がある。企業規模別のアンケート調査による分析が必要と思われる。また、アンケー
ト調査には経営者の事前の許可が必須である。対象企業の経営幹部と調査する側との個人
的関係や対象企業と一定の関係のある団体でなければ、困難がともなう。許可されたとし
ても、アンケート内容に制限が課される可能性が大きく、本来の目的とする資料収集に至
らない事態もある。そして、アンケート調査は調査時点の資料しか入手できない。そのた
め、変遷過程を把握できずに平面的な横（現在）の分析とならざるをえない可能性がある。 
これらの理由から本研究は、アンケート調査にもとづかないケース・スタディによる研
究方法を採用した。それゆえに、ケース・スタディを進める際に、アンケートからえられ
たであろう知見71を付加する必要がある。労使関係に一定の影響力を持つ総工会（幹部）
や企業工会（主席）、管理職ではあるが、階層的には日本人幹部と距離をおかざるをえない、
一般労働者との繋がりが深い中国人である中間管理職などへのインタビュー、そして、こ
れまで蓄積されてきた研究課題と関連する先行研究の文献調査、などにより補強する。 
 
（３）本研究の構成 
これまで、本研究の課題がどのような問題関心のもとに設定され、どのような方法で研
究を進めるかを示してきた。本章の最後に、研究課題と各章との対応関係を踏まえ、本研
究の構成を明らかにする。 
本研究は序章も含め、六つの章から構成される。第Ⅰ章では、アジアの女子労働に関わ
る先行研究を考察する。これまでのアジアの女子労働の研究では、「出稼型労働」論に代表
される「縁辺的労働」論や「ジェンダー」論などの問題領域を重視した研究が多い。既存
研究において評価すべき点と問題点について明らかにする。本研究の対象は、「縁辺的労働」
と接点はあるが、技能か専門知識を有する女子熟練労働者である。彼女らの存在形態を把
握するために、熟練形成に関する先行研究を取りあげる。それを通じて新しい研究視角を
創り上げる必要がある。かくて序章では研究史の成果や問題点を踏まえつつ、本研究の意
義を明らかにしつつ、基本的な分析視角を設定する。 
第Ⅱ章では、自動車に搭載するオーディオ関連の電子部品や機器の組立産業である比較
的単純な作業を主とする FTM 社のような労働集約型企業において、どのような雇用シス
テムを女子労働者に適用し、どのように運用しているのかを焦点に論じる。設立後しばら
くは、雇用期間も短い不定期雇用の多数の女子労働者を雇い、作業を編成していた。その
後、労働者保護の新労働契約法施行により、正規契約と派遣契約の雇用形態が導入された。
労働者は企業と雇用契約を締結し、一定の雇用期間は保障されたが、労働者の離職率は高
かった。近年は金融危機や為替の影響を受け、従来の日本市場向けの少品種大量生産から、
                                                   
71 分析対象企業の労働者へのアンケート調査。例えば、現在の賃金・労働条件・研修内
容などから、企業の人事労務管理や労働者の労働実態などを把握するような調査。 
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中国市場に合致した比較的品質を重視した製品の生産体制への移行を模索し、これまでの
労働集約型企業からの脱皮をはかろうとしている。雇用政策においても、労働市場の流動
化により、転換を余儀なくされている。その対応策として、正規従業員をコアー人材とし
て育成しようとしている。離職率の低下による雇用の長期化にもつながる。一方、非正規
の派遣労働者を増加させ、人件費を抑制しようとしている。こうして労働者の熟練を職場
内で養成し、比較的に幅の広いキャリア形成をはかるような労働力編成が行われつつある。 
第Ⅲ章で取りあげる PCE 社は、日本的雇用システムを築いてきた日本的経営の代表事
例として紹介されてきた大企業の系列企業である。そのような企業が中国現地の労働者に
どのように対応しているのかを検討する。企業創設から急激な成長が始まるまでは、短期
雇用・低賃金の農村出身の女子出稼ぎ労働者が多く採用されていた。その後の急激なる成
長に対応するため、技能を持つ労働者を多く採用し、比較的高度な熟練を養成してきた。
生産現場の生産方式もセル生産の作業方式に転換し、多能工が多い熟練職場が形成された。
その結果、労働者管理も大きく変容することとなった。本章では主にそこで働く女子本工
労働者の特質と適用される雇用システムに関して考察する。本工労働者は短期有期雇用の
非正規労働者とは異なり、長期的雇用を前提として企業と雇用契約を結んだ正規労働者で
ある。女子本工労働者が働く熟練職場は、日本では主に男子本工労働者が担い、女子本工
労働者は少数である。多数を占める女子本工労働者が、男子と同様に格差もなく、昇進し、
均等な待遇を受けているのかが、焦点となる。 
第Ⅳ章では、前章で取りあげた PCE 社と同系列のホワイトカラー職場の PD 社と PF 社
を考察する。中国労働市場は、ブルーカラーとホワイトカラーの労働者が分断され、階層
化しているとされる。近年のブルーカラー労働市場では、供給不足や賃金上昇が続いてい
る。一方、ホワイトカラー労働市場は、供給過剰とされ、大学・院卒の労働者の雇用が社
会的問題となっている。しかし、ホワイトカラーの労働者は、キャリア形成のための転職
が激しく、労働市場は流動的とされる。いずれの職場も、優秀とされる専門職の女子労働
者が多数働く熟練職場である。流動的な労働市場で、長期雇用を前提として熟練形成を図
ろうとする在中日系企業が、どのようにコアー人材を育成しようとしているのかが焦点と
なる。内部昇進制などの人事制度を検討する。尚、ブルーカラーとホワイトカラー労働者
に適用される雇用システムの比較や P 社の日本大企業の雇用関係の特質が、ふたつの職場
にも適応されているのか、などの考察にもつなげる。 
最後の終章では、これまでの研究の成果を要約し、一定の結論を示す。そして、若干の
課題を述べ、本研究を総括する。 
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第Ⅰ章 アジアの女子労働研究 
 
 本章では、これまでのアジアにおける女子労働問題と関連する先行研究を取りあげ検討
する。それを通じて、序章で述べた問題関心にもとづき、本研究の分析視角を明らかにし
ようとする。具体的には、日本およびアジアの新興工業国の女子労働と関連する先行研究
の諸成果を考察する。そして、考察した先行研究から、本研究の意義を検討しつつ分析視
角を設定する。 
 
１． 「縁辺的労働」論の系譜 
 
 これまで女子労働問題の研究領域において、「縁辺的労働」論は大きな影響をもっている
ことは序章で言及した。本節は、本研究の問題関心を踏まえて、「縁辺的労働」論の意義と
限界を検討する。最初に大河内の「原生的労働関係」論における「出稼型労働」論を取り
あげる。つぎにアジア新興工業国のマレーシア・中国・韓国における「出稼型労働」や労
働者の非正規化の流れなどの「縁辺的労働」論を考察する。 
 
（１）日本の「出稼型労働」論 
大河内の「原生的労働関係」論やその第一の類型とする「出稼型労働」を「日本的労使
関係」の原型論として取りあげた李は大河内の研究は「歴史研究と現状分析を深めるのに
役に立つだけでなく72、日本と類似するアジアにおける労使関係の特質を分析するのに重
要な示唆を与えることができる」とする73。日本の「原生的労働関係」74は、資本主義にお
ける産業発展途上で固定化し、日本資本主義存立の基本条件となり、それは「出稼型労働」
につながる75。そして、日本の賃労働がその本質においていずれも「出稼型労働」である
とする76。その事例として第一に明治期から大正期の全賃金労働者の約三分の二を占めた
繊維産業における女子労働者＝「工女」＝「出稼工女」の存在、つまり繊維・雑貨産業を
支える女子労働者を考察した。 
 
                                                   
72 玉井金五、佐口和郎編［2011］李捷生を参照されたい。 
73 前掲書 59 ページを参照されたい。 
74「原生的労働関係」とは、低賃金と過度労働と、一般的に身分的＝強制的労働関係を特
徴とする（大河内［1960］97 ページ参照）。 
75 大河内一男［1980］127～134 ページを参照されたい。 
76 その「労働力」は専ら農村出身の若い女子が担い、零細農業に対する精鋭補充を目的
とした短期出稼ぎ労働者であった。そして、男子労働者の場合も炭抗・漁業労働・重工
業などに出稼型労働が検出され、日本における賃労働は「出稼型労働」として、特質づ
けることができるとされる（大河内［1960］157～158 ページ参照）。 
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彼女らは農村から工場地帯への家計補充的出稼労働であるため、賃金も著しく低い
水準に押し下げられた。また、短期的雇用のため、労働力を濫用することに繋がった。
「原生的労働関係」論を類型化した女子の「出稼型労働」は、同じアジアの後発国の
労使関係を分析する際の貴重な問題提起と捉えられる。77 
 
 女子労働者を主力とする「出稼型労働」は農村経済と工業部門とを結びつけるものであ
り、「家事労働を担いながら、労働市場に進出する」78現代中国の女子労働を考察する上に
おいて、重要な視角をもたらすと思われる。 
 
（２）新興工業国の「縁辺的労働」論 
 １）「ASEAN の不熟練労働」 
経済発展における ASEAN の優等生の一つであるマレーシアの女子労働を研究した吉村
79は、急速な工業化の中心的役割を果たした電子・電器産業や繊維産業といった輸出指向
型産業を分析対象として考察した。これらの産業の特徴は、担い手が外国企業にある点で
ある。労働集約的工程の不熟練労働として、マレー系80若年女子が大量に雇用されている
ことに着目し、女子労働に焦点をあてた。マレーシアの電子産業のおもな特徴は、投資の
大部分が日本も含む外資であり、多国籍企業の子会社である。生産のほとんどが輸出向け
であり、労働集約的な組立工程が多い。雇用されている労働者の多数は、不熟練労働に格
付けされる機械操作労働者であり、マレー系女子が多くを占めていた。そこに働く女子を
中心とする労働者の劣悪な労働条件が指摘されている81。マレーシア政府は、電子産業に
女子労働者が多い理由のひとつに、「器用な指先」82と宣伝し、不熟練の低賃金女子労働力
の供給を推進する役割も果たしていた。雇用される女子労働者は、近隣の農村出身者が多
い。両親のほとんどは、農業従事者である。当初は結婚を機に工場を止める女子労働者が
多かったが、徐々に工場での労働を続ける者も増えていた。しかし、雇用期間は短く、雇
                                                   
77 玉井金五、佐口和郎編［2011］李捷生 47～49 ページを要約した。 
78 前掲書 49 ページを参照されたい。 
79 吉村真子［1998］127～146 ページを参照されたい。尚、調査の時期は主に 1990 年 
 代の後半である。 
80 マレーシアの人口構成ではマレー系、華人、インド系、その他となっている。1990 年
では、農業従事者の 77％がマレー系であった。また、製造業の生産労働者の 49％がマ
レー系であった。華人は経営・管理、販売などに従事する比率が大きい社会階層を形成
していた。（前掲書 29 ページ参照）。 
81 細かい作業による視力の低下、薬品の使用による頭痛・めまい、長時間労働、厳しい
ノルマ、トイレ休息の規制などであった。生産工の女子賃金は、男子の 80%～90%と低
く設定されている。 
82 器用な指先は生物学的遺伝に由来するものではなく、就職前から家庭内で、家事労働
により養成されて来たものであり、訓練期間が男子と比較し短くて済む（吉村真子［1998］
133 ページ参照）。 
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用調整が容易な存在であった。彼女らは、家事・育児・家族の世話を担っており、女子労
働者の負担は増加していた。こうして、電子産業などは、男子労働者にも「女性向き」産
業としてセグメント化され、性別の分断化がなされた。マレーシア政府は、女子の経済活
動への参加を推奨しつつ、家計の助けになる程度で良いとしており、「良き妻・良き母」と
いった伝統的役割を求めた。 
吉村は女子労働力が、工業化を進める資本にとって有利な「安価で低い労働条件の不安
定な不熟練労働者」として労働市場に登場していることを明らかにし、女子の縁辺的労働
化の流れを考察した。 
また吉村と同様に、マレーシアの工業化と女子労働について、分析した小林83の研究も
ある。女子労働が、不熟練労働に集約されている事実を分析したマレーシアの労働研究は
多くはない。しかし、工業化を進めようとする経済発展途上にあるアジアの女子労働のジ
ェンダー格差を明らかにした。とりわけ、吉村の研究は、マレーシアの労働市場の労働力
構造84の把握にむすびついており、貴重な分析視角となっている。 
２）「アジア NIES の非正規雇用」 
 アジア NIES のなかで経済開発がもっとも進んでいる韓国の女子労働を取りあげた李は
労働史から女子の「縁辺的労働」を析出した85。以下内容を要約する。 
 
韓国の経済開発と産業化は 1960 年代から本格的に推進された。それは農村から労
働力を大量に動員して工場で働かせることであった。初期段階の産業化は繊維・ゴム
などの労働集約的な軽工業を中心として行われていたゆえに、大勢の若い女性が労働
者の主力となっていた。彼女らが従事する労働集約的な軽工業では、求められる熟練
のレベルが低いため未熟練工も短期間で作業に必要な技能を身につけることが出来た。
しかし、農村出身の女子労働者たちは劣悪なる労働条件に耐えていた。86 
彼女らは、貧しい農村を離れて都市貧民の生活をへて工場で働くようになった。貧
農の娘であると同時に労働者であるという二重の立場をもつ労働者であった。数年間
工場で働き結婚適齢期に達すると、家族より職場復帰をさしとめられ、結婚の準備を
始めることになり、労働生活を短期で終わらせることになった。一方、男子労働者は
重化学工業の大工場に集中しており、新型技能工として、仕事能力と権利意識が高い
集団であり、労働条件は女子に比し、恵まれていたのであった。87 
女子労働は韓国経済の発展過程における初期段階（1960 年～1970 年代）では、労働集
                                                   
83 藤井光男編著［1997］小林英夫 123～149 ページを参照されたい。 
84 就業構造・職階構造・社会構造などから、労働力の構造を考察している。 
85 李鍾久［2007］を参照されたい。 
86 前掲書 34 および 38 ページを参照されたい。 
87 前掲書 39 ページを要約した。 
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約的な軽工業産業の主力を担う農村出身の若い労働者であった。彼女らの多くは、韓国に
おける家父長制88の影響を受け、縁辺的労働を担っていた。結婚後退職する労働者が多く、
若年の期間の労働力としての存在であった。結果、労働力率が男子に比し大幅に低くなっ
た89のである。 
その後の 1980 年以降においても、女子労働者は男子と比べ、縁辺的労働を担わざるを
えない存在であった。韓国の労働研究にたずさわる張は、労働運動との関係で、労働市場
のマクロ視点から女子労働の特質を考察した90。女子の労働力率（就業率）は、高学歴者
も含め、先進国と比較し低い91。日本と同様にＭ字型曲線を描いており、30 歳前後で一旦
低下し、30 歳後半から曲線は上昇するのである。女子賃金労働者のうち、非正規労働者の
占める割合は高い92。その非正規労働者の賃金は低い。社会保険・休日・休暇などの福祉
の恩恵からも除外されていた。女子は一般的に男子に比べて勤続年数が短く、雇用の断絶
が起きている。女子の雇用が男子より不安定なのは、短期雇用の非正規職の割合が高いか
らであった。こうして、女子の非正規化は韓国労働市場の趨勢となった。張は韓国の女子
労働市場の構造分析から、女子労働運動の登場の大きな要因が非正規職化にあったと総括
している。 
張と同様に韓国の労働市場のマクロ統計から、女子労働者における非正規化を考察した
横田93の研究がある。非正規化の主な要因を 1997 年末からの IMF 経済危機94と、それに
続く構造改革にあるとする。経済危機の翌年において、非正規労働者が増加した。しかも、
女子の非正規労働95のうち臨時労働者が多くを占めており96、女子の非正規化が一層強まっ
たとする97。 
                                                   
88 一般的には父系の家族制度において、家長がその家族全員に対して支配権をもつ家族
形態。そして、そのイデオロギーを原理とする社会の支配形態とされる（小学館編『精
選版日本国語大辞典』参照）。家父長制は、家族のうちで、年長の男性が権威を握って
いる制度であり、今日の資本制社会と結びついている（上野千鶴子［2003］を参照した）。
とする議論もある。 
89 1970 年～1980 年代の女子労働力率は 40%前半を推移し、男子の 70%台に比較し大き
な格差があった（1960 年代は不明）。尚、1990 年代においては増加したが、50%を切っ
ており、男子の 70%半ばに比べて、格差が維持されたままである（張芝延／横田伸子訳
［2006］2 ページ図 1 を参照した）。 
90 前掲書を参照されたい。 
91 2004 年 49.8%となっている。 
92 2005 年 43.7%となっている。 
93 横田伸子［2003］および［2004］を参照されたい。 
94 1997 年のタイに始まった通貨危機が韓国に及び韓国通貨が大幅に下落し、経済危機と
なった。韓国は IMF（国際通貨基金）の厳しい管理下におかれたが、IMF の資金援助
により、早期に経済危機から脱出したとされる。 
95 非正規を長期に雇用される臨時と日々契約の日雇いに分類している。 
96 1998 年では 42.4%である（横田伸子［2003］41 ページ参照）。 
97 韓国と同様に、女子非正規労働者の多い日本との違いについて、韓国では、「長時間臨
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これらの研究では、女子労働が経済発展過程の原動力であり、その後の現代においても
非正規化という「縁辺的労働」と接点を持ち続けていることを析出した。そして、女子の
非正規化の流れを、労働市場の変容過程や経済危機と関連して分析している。 
３）「中国の出稼型労働」 
現代中国の農村からの「出稼型」の「縁辺的労働」を取りあげた研究は多い。貧困と出
稼ぎ労働を課題として研究した石田98は、女子労働を焦点としてはいなかったが、珠江デ
ルタ地区の中堅外資系企業（10 社）の労働者を分析対象とした。労働条件、賃金、学歴、
年齢構成などを調査し、数人からのインタビューをもとに、出稼ぎ労働者の就労実態を分
析した。石田は企業への聴き取り調査から、具体的労働条件を検討した。さらに個別労働
者へのインタビューから家族構成や仕送り問題などを考察し、農民工99の貧困問題を析出
した。珠江デルタ地区の労働者の多くは女子農民工であり、「女工哀史の様相である」100と
する。中国都市経済が工業化の過程において、縁辺的な女子「出稼型労働」に依存してい
たことを明らかにしている。 
つぎに、女子出稼ぎ労働者の格差問題を分析した温101の研究を考察する。温は女子農民
工の二重の格差を析出した。農民工は都市戸籍の取得が困難である。そのため、都市戸籍
者と同様の社会保障や行政サービスが受けられないのであり、二重構造化が進んでいると
する。尚、近年では一定の条件があれば、準都市戸籍の入手が可能となっているが、ハー
ドルが高い実態は残されている。男女間格差は市場経済化により、拡大したとする。国有
企業の合理化により「下崗」102させられた労働者の 6 割は女性であり、再就職にあたって
も多くの女性が差別されていた。再就職後の賃金も低賃金で働くことを強いられていたと
する。女子労働者の多くは、労働集約型サービス業や加工製造業における「出稼型労働」
を担っていた。短期雇用が一般的であり、使い捨ての労働力として使われていた。農民工
の男女間の賃金格差の主な要因は、学歴格差にあるとされる。男子の方が教育年数も長く、
小学校以下の学歴の女子農民工が男子よりも多かった。さらに、具体的にふたつの企業を
分析している103。離職率の高い流動的な職場であり、女子農民工が多くを占めていた。昇
給・昇進に恵まれず、監督職以上の管理職に就く女子農民工は存在しないとしている。 
                                                                                                                                                     
時労働者」が多数存在するが、日本では「短時間パート」が臨時労働者の主流であると
分析している。 
98 石田裕［2003］を参照されたい。 
99 農村出身の都市の工場で働く労働者を農民工と呼称される。出稼型労働を担っている。 
100 前掲書 188 ページを参照されたい。 
101 温士頴［2011］を参照されたい。 
102 人員整理を目的として労働者が一時帰休させられること。下崗（中国語読み：ｼｬｰｶﾞﾝ）
された労働者は一定期間中に再就業訓練を受け、新しい職場を探すことになるが再就職
は困難であった。 
103 温士頴［2011］175 ページを参照されたい。 
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最後に、北京で家事労働者として働く農村出身移住女性の存在を考察した大橋104の研究
をみる。大橋は計画経済から市場経済への転換を経験してきた中国において、再生産労働
105の再編と農村女子の都市への移動がどのように結びついてきたのかを明らかにしよう
とした。家事労働者の仕事は「家政サービス」であり、家庭内の炊事、掃除、ケアー（保
育や介護）などから報酬をえる代行サービスである。北京の家事労働者の多くは、北京市
外の農村出身者が多く、その大半が女性であった106。そして、彼女らは労働法制の対象か
ら除外され、工場労働者よりも、社会保障では遅れた非正規の雇用形態を適用させられて
いた。個人が自営的なサービスとして従事しているケースや家政サービス業者からの仲介
により労働しているケースに分けられ、雇用関係とは距離おく雇用形態であった107。賃金
はいずれの場合も、法定最低賃金レベルであり低い。 
大橋は農村の戸籍制度、改革開放以降の社会構造の変化と家族、女性の労働参加などを
検討しつつ、農村出身の女子家事労働者（6 人）からライフストーリーを聞き取り、女子
家事労働者のジェンダー実例を分析している。「出稼型労働」である都市の家事労働は、女
子労働者にとって過渡的な労働であり、都市に定着化しない流動的な労働形態である108と
している。本研究の分析対象である都市のホワイトカラー労働者との接点をとらえるなら
ば、女子家事労働力は都市のホワイトカラー労働者の生活様式を助ける役割を一定担って
いた。都市労働者の生活と労働を支える「縁辺的な原動力」とならざるをえなかった。 
 
ここまでみてきた「縁辺的労働」論の諸類型から、女子労働は経済発展過程を支える原
動力として存在していたことが導きだされる。労働条件の低い、不安定雇用の不熟練な「縁
辺的労働」であった。新興工業国のマレーシアや中国、そして産業発展期の日本では農村
出身の女子出稼ぎ労働者が多くを占めていた。韓国においては、家父長制の影響を受け、
農村から大量に動員された女子労働力や女子労働者の非正規化の趨勢など、女子の縁辺的
労働が明らかになった。 
中国の工場労働者の多くは、農村からの不熟練の出稼ぎ労働者が多くを占めている。不
熟練の「出稼型労働」である「縁辺的労働」を分析するに当たり、「縁辺的労働」アプロー
チは重要であることが否定できない。ただし本研究の分析対象は不熟練労働というより、
やや高度の技能を持つ在中日系企業の熟練職場の女子労働である。熟練かつ半熟練に属す
る女子労働に関して、「縁辺的労働」アプローチだけではうまく説明できなくなり、新しい
視点を加味する必要がある。 
                                                   
104 大橋史恵［2011］を参照されたい。 
105 一般的に直接生産に結びつかない労働とされる。例えば、家事労働である。 
106 92%が北京以外の労働者であり、96%が女子である。また、雇い主の家庭に住み込む
労働者は 73.6%いた（2002 年度末日現在）。 
107 経営者と労働者という雇用関係とは異なる契約とされる。 
108 大橋史恵［2011］241～253 ページを参照されたい。 
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２． 「ジェンダー」論の系譜 
 前章で取り上げた「縁辺的労働」論のほか、今ひとつ注目すべきは、ジェンダー構造か
ら女子労働の在り方を検討する研究の流れである。氏原は、労働市場における女子の縁辺
性、大企業からの女子排除問題、日本社会の男子中心の家父長制、などを提示し、女子労
働者の賃金問題を分析している109。本節では、日本の企業社会および韓国の銀行産業、中
国の労働市場、などからジェンダー構造を分析した研究を検討する。 
 
（１）日本の企業社会 
 日本の女子労働問題の研究は、ジェンダー関係から様々な議論が展開されている。「労働
領域だけでなく、家族をはじめとする再生産110領域も包摂し、両者をつなごうとする点に
方法論的な特徴をもっていた」111とされる。ここでは、日本の企業社会の構造と女子労働
がどう結びついているのかを課題とする研究を取りあげる。日本の企業社会と「日本的労
使関係」の特質との関係を考察しており、日系企業の中国現地労働者への適応問題にもつ
ながる研究と思われる。最初に日本を企業中心社会とする大沢の研究112を検討する。主な
論点を要約するとつぎのようになる。 
 
1993 年からスタートした政府の「生活大国五カ年計画―地球社会との共存をめざし
て」の分析から「変革」が見えない。ぼかされた焦点として企業中心社会があった。
企業中心社会への転換点は第一次石油危機であった。その危機を「日本的経営」が克
服したと賞賛を集めたが、合理化の渦中での生き残りをかけた競争と効率化に向けて
会社優先が浸透した時期となり会社人間化が大企業で強まった。労働条件が厳しくな
るにも関わらず、労働者の離職率は減少し、企業への固着を強めていった。労働者が
特定の企業の従業員であることにすがりつく「従業員化」を強め、労使関係も「協調
的安定構造」となった。さらに、生活大国五カ年計画の「ジェンダー関係」では、女
子が能力を発揮し易い環境の整備が取りあげられている。しかし、なぜ特に女子の為
の政策なのかに疑問を持つ。それは男性中心の性別・年令別役割分担、ジェンダー関
係などを前提としているからにほかならない。高度経済成長を経過した男子大企業労
働者の「従業員化」や女子労働者の企業社会からの離脱は企業中心社会の構造的問題
                                                   
109 氏原正治郎［1966］175～209 ページを参照されたい。 
110 上野は「再生産を生産システムそのものの再生産、労働力の再生産、人間の生物学的
再生産の三つの異なった意味がある」とする（上野千鶴子［2003］74 ページ参照）。 
111 木本喜美子・深澤和子編［2000］木本喜美子 5 ページを参照されたい。他に、上野千
鶴子［2003］や竹中恵美子［1994］などの研究もあるので参照されたい。 
112 大沢真理［1995］参照。尚、大沢は「ジェンダー関係」を女性と男性の両性がとりむ
すぶ公私のさまざまな関係であり、社会構造の一環そのものであると言う（同掲書 19
ページ参照）。 
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にある。 
 
大沢は独特の「ジェンダー関係」こそが、日本の企業中心社会113の基軸にあることを把
握しようと、経済の変化をとらえ、その構造を的確に分析した。「日本的労使関係」の構造
的特徴から、労働者の「会社人間化」、「従業員化」及び女子労働力の企業社会からの排除、
などを析出した。 
大沢と同様に現代日本社会の構造的特質を表現する「企業社会」論との関係でジェンダ
ーを分析した木本の研究114がある。自動車企業で働く男子本工労働者の家族と生活を実証
的に分析し、企業社会と家族のつながりの中で主婦労働の実態をジェンダー視点で考察し
た。 
つづいて木本・深澤他の研究115においても、印刷業、建設業、ホームヘルパー、都市銀
行、農村などを対象として、ジェンダーを個別具体的な労働職場におりたったケース・ス
タディから解明しようとした。例えば、宮下は中堅印刷業を調査した。労働者の技術や職
務からジェンダーの関わりを考察した。業界の発展方式、新技術普及への対応、製版工程
の分業体制、作業者の技能の養成と蓄積による熟練性、訓練方式、労働者の作業管理など
から、職場の変化に即し、ジェンダー間分業の存在と変容を分析した116。職場のコンピュ
ーター化により、男子「熟練職場」から女子「熟練職場」へと変転した過程を明らかにし
た。職場の具体的な賃金などの人事制度の実態に踏み込んではいないが、ケース・スタデ
ィから、変遷過程をとらえた具体的に析出されたジェンダー関係は注目される。 
 
（２）韓国の銀行産業 
最初に、韓国の銀行職場における女子労働者を分析した梁117の研究をみる。IMF 管理体
制という経済危機下における金融業界の構造改革の時期をとらえ、ホワイトカラー職場の
女子労働の変容過程を考察している。銀行に導入された新人事制度118を検討し、女子行員
の人事管理の変化を分析した。新人事制度導入以前は、女子の特殊性を強調する「女行員
制度」があった。導入後は廃止され、職群別管理制度のもとで、「総合職」「一般職」に分
類された「コース別管理制度」が施行された。しかし、女子労働力は下位職で活用され、
                                                   
113 大沢は企業中心社会について「伝統社会の原理であった集団主義に、効率性重視・利
益追求という産業社会の論理と労使協調原理とが積み重ねられたものが、企業中心社会
の基盤として捉えられている」としている（前掲書 27 ページ参照）。 
114 木本喜美子［1995］を参照されたい。 
115 木本喜美子・深澤和子編［2000］を参照されたい。 
116 前掲書 宮下さおり 128～154 ページを参照されたい。 
117 梁京姫［2005］を参照されたい。 
118 1990 年代初頭から各企業に導入され、年功主義的な人事・雇用慣行から脱却する為
の施策であった（前掲書 97 ページ参照）。尚、職能資格制度を基礎とする能力主義人事
管理である。詳細は同掲書を参照されたい。 
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底辺部の単一構造を形成する労働力として位置づけられていた。そして、金融機関である
銀行の内部労働市場の三重構造化を析出した119とされる。梁は、銀行の内部労働市場が、
ホワイトカラー労働市場における女子労働の特殊性120の形成に関連していることを明ら
かにした。 
梁と同様に韓国の銀行の労務管理を通じて、女子が男子と同様に扱われていないとする
女子労働を考察した明121の研究がある。政府の雇用政策及び関連する企業の新人事制度に
おける女子の昇進・昇格問題から、女子労働の実態を分析している。従来の賃金体系は学
歴別、職種別、男女別年功給であり、女子にとっては差別的賃金であった。しかも、女子
は長期勤続を前提としていなかったために、昇進対象の女子は少数であった。新人事制度
は教育訓練の強化を基本におき、人材育成と賃金体系をリンクさせている。職能資格制度・
職能給制度・社内人材公募などにより、能力主義管理を推し進めるものであった。しかし、
女子労働者を評価する際に、男子にはない「親和力（人を引き付ける、人と打ち解ける要
素）」「責任感」の項目が設定されている事実を発見し、女子を戦力扱いしていない特殊性
を見出した122としている。いずれの研究からも、韓国の銀行産業の人事制度は、女子労働
者を特殊な存在とみなしていることが明らかとなった。 
 
（３）中国の労働市場 
中国の労働市場から、ジェンダー格差を考察した馬や石塚の研究を検討する。馬123は都
市部を中心として、地域労働市場の統計資料などから計量分析をもとに、女性の就業行動
のメカニズムを考察している。計画経済期、市場経済移行期、2000 年代などに時期区分し、
都市の女子就業率の変化を分析した。女子労働者は 1950 年代に始まった女子就業促進策
により、それまで男性中心であった製造業、運輸業などの業種へ進出した。さらに、管理
職、専門技術職などの職域にも進出し、女子の雇用が拡大した。そして、政府は公布した
同一労働同一賃金原則124にもとづき、国有単位での職務等級賃金制度を実施し、男女間賃
金格差が減少することになった。市場経済化の推進により、都市部の女子労働者数は 1980
                                                   
119 男子が多くを占める総合職と女子が多くを占める一般職の二重構造、そして、一般職
に非正規女子労働者が半数を超えていることから三重構造を見出した（前掲書 103～106
ページ参照）。 
120 女子労働は男子と異なり、三重の階層構造が形成されていること。 
121 明泰淑［1999］を参照されたい。 
122 「新人事制度に基づく能力主義管理は、能力による差別であり、性別による差別では
ない。韓国企業が能力主義を文字通り貫徹する事は、女子にとって歓迎すべきこと」（前
掲書 149 ページ参照）とする。さらに「女子が差別されている要因は、ひとえに労使の
関係であり、女性の意識と運動の未発達による」（同掲書 160 ページ参照）と結論づけ
ている。明の分析は、一面的なものであり、女子労働者が働く職場の階層構造を分析す
る視角が必要と思われる。 
123 馬欣欣［2011］を参照されたい。 
124 憲法 48 条（1954 年公布）に規定されている。 
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～1990 年代始めにかけて増加し続けた。しかし、国有企業の雇用調整期である 1994 年以
降は、女子就業率が低下した。その後、国有企業の減少と、民営企業（外資も含む）が暫
時、増加する 2003 年までの都市女子就業率は、減少した。そして、高度経済成長を経て
徐々に回復し、現在は増加傾向にあるとしている。 
年齢階層別労働力率の変化125について、日本の「M 字型曲線」とは違い「台形型曲線」
を示しているという。その要因を女子労働者が結婚・育児期に就業できる社会環境126にあ
るとする。つぎに男女間の賃金格差の問題を検討している。集団企業、国有企業、民営・
外資系企業に分類し、民営・外資系企業の方が男女間格差は大きく、しかも、格差が拡大
している127とする。さらに、就業形態間の賃金格差の決定要因に関する男女比較を行い、
格差の実態を分析している128。馬の研究は中国労働市場の雇用形態別および国有・非国
有・集団企業別の男女間格差を経済の変容過程に即して分析したものであった。中国労働
市場の傾向や特徴をとらえるとともに、女子の労働市場におけるジェンダー構造を把握す
るのに役立つ。 
馬と同様に労働市場や企業の統計データーを用いて分析した石塚129の研究がある。分析
の枠組みは、国有セクターと非国有セクターに分類している。中国女性の就業をとりまく
経済・社会システムを、社会主義国家成立前、社会主義中国成立後から改革開放前、市場
経済化前、市場経済化から現在までに時期区分している130。女子就業率の全体像は馬の分
析と同様に「台形型曲線」を示している。そして、珠江デルタ地域のホワイトカラー職場
の調査を行い、昇進の男女格差をケース・スタディしている131。国有企業では男女を問わ
ず、年功及び学歴に応じて順当な昇格が行われていた。非国有セクターでは男性のみ内部
昇進し、女性は内部昇進的ではなかった。昇進においては、男女間の「結果の不平等」を
意味する「ガラスの天井」の存在の可能性があるとしている。賃金に関しては、パネルデ
ータを用いて分析している132。市場経済化の進展及び企業の競争原理により、先進諸国で
                                                   
125 1982 年～2000 年の変化を捉えている。 
126 保育施設の完備、育児期の両親及び親族からの育児援助、育児期の解雇禁止の法律的 
保障など。 
127 1995 年と 2002 年を比較している（馬欣欣［2011］197 ページを参照されたい）。 
128 具体的には、都市正規労働者、都市非正規労働者、農村戸籍非正規労働者の女子賃金
はいずれも男子より低い。その格差は都市正規労働者、都市非正規労働者、農村戸籍非
正規労働者の順で拡大している。いずれの雇用形態でも経験年数が賃金のプラスに作用
し、学歴が高い程高くなる。企業で受けた教育訓練の内容の差も賃金の差に影響してい
る（但し、正規労働者）。 
129 石塚浩美［2010］を参照されたい。 
130 北京市都市部及び、北京中央区 8 区、広東省都市部の数値データ、中国全体のデータ 
から中国女性の就業率やライフサイクルを分析している。 
131 石塚浩美［2010］111～138 ページを参照されたい。尚 5 社のデータを分析している。 
132 前掲書 139～184 ページを参照されたい。パネル・データは 2004 年度 F-GENS 中国 
（北京）による。分析結果は年間賃金を比較し、国有セクターでは、男性を 100 とした 
32 
 
みられるように就業率（労働力率）に男女間格差133が生じた。さらに、家庭レベルの性別
役割分業も格差をもたらしている（但し、非国有セクターとしている）。 
馬や石塚らの研究は、労働市場の変化をとらえ、マクロ分析を中心にジェンダー構造を
明らかにしようとした。就業率や分配面においては、男女格差が存在する。就業構造では
日本の M 字型とは異なり、女子労働者は結婚後も労働力を維持している。しかし、家庭内
においては性別役割分業が進んでいるとしている。中国女子労働者の労働市場での全体像
の把握に役に立つ。 
 
 本節では、マクロ分析やケース・スタディにより、アジアにおける企業社会や労働市場
などからジェンダー構造を考察した先行研究を検討した。日本においては、「日本的労使関
係」を包摂する企業社会を分析し、女子労働がその基底に組み込まれていることが析出さ
れた。韓国では女子労働の特殊性、中国では女子就業率、内部昇進などにおけるジェンダ
ー格差、などが明らかとなった。これらの研究はいずれも変化の構造をとらえており、本
研究のケース・スタディに役立つ。しかし、女子労働者の熟練形成に関しては、木本・深
澤他の研究を除き、ほとんど触れられていない。本研究の焦点は比較的技能をもつ熟練労
働である。ジェンダー構造が不熟練な「縁辺的労働」ではない「熟練労働」とどう関連す
るのかという問題を射程に入れる視角が必要とされる。次節では、その問題領域を検討す
る。 
 
３.「熟練」論の系譜 
 
 これまで、「縁辺的労働」論や「ジェンダー」論などを問題領域とする先行研究から、女
子労働を考察してきた。比較的高度な技能をもつ熟練労働を焦点とした研究はなかった。
本研究の対象である熟練職場の女子労働は、これまで考察した二つの問題領域とは接点や
共通項はあるが、そこで開発されてきた方法論だけでは解明することができない。本節で
は、労働者の熟練形成に関連する先行研究を検討する。 
熟練・半熟練労働者の性格を実証的に考察した最初の研究は、氏原の業績である134。「氏
原原型論により開発された熟練理論や『従業員性』論はアジアにおける熟練・半熟練労働
                                                                                                                                                     
場合、女性は 83.03、非国有セクターでは女性 70.33、全体で女性は 77.16 であり、賃
金格差があるとしている。 
133 前掲書 56 ページの図表 3―6（2000 年中国男女の労働力率）によれば、都市部の女 
性の労働力率は 80%前後で男子のそれは 95%を超えている。尚、年齢は 20 才～44 才。 
134 玉井金五・佐口和郎［2011］李捷生 50 ページを参照されたい。尚、大河内は「『原生 
的労働関係』論において、不熟練労働者を分析対象としたが、重工業を担う熟練労働者 
を対象としなかった」（同掲書 49 ページ参照）とされる。 
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者の存在形態を把握する上で役に立つ」135とされる。日本の大工場労働者である熟練労働
者（本工労働者）に求められる性格を「従業員性」として析出した氏原は下記のように述
べる。 
 
常用工は本来の従業員である。臨時工は従業員ではない。厳格な採用条件をみたし
て本工採用となった『常用工』は、原則として定年退職まで、企業に対して忠誠な従
業員として、不定量（無制限）の労働の提供が、期待され、要請されている。年齢と
功労に応分の生活保障の途を制度として確保している。『常用工』は、単に個別企業の
主要生産工程における作業上の基幹的労働者部分としてばかりではなく、企業協同体
における精神的支柱として期待されている。この意味で『常用工』は本来の従業員で
ある。企業内の福利施設は労働者が従業員として第一次的に存在することの物質的精
神的支柱である。136 
 
「従業員性」は今日の日本の大企業でもみられる「我が社＝うちの会社」とする「従業
員意識」に引き継がれ、大企業を中心とする企業社会の形成につながったと思われる。氏
原は「従業員性」と関連する職場の階層的秩序について述べる。 
 
職場内の秩序が年齢を基礎とする労務者の秩序によって支えられていること、およ
びそれが、経営管理の階層的組織（または身分制度）と給与によって公式的表現を与
えられ、かつ基礎づけられていることを知った。137 
 
氏原は熟練形成のあり方について、年功序列（経験年数）による技能・職階・賃金の順
位にもとづく職場秩序が階層的秩序と関連することを見いだした。大企業では不熟練労働
者と熟練労働者が同質化する職場秩序が存在し、しかも勤続年数の増加とともに上昇する
階層構造があった138。職場の階層構造の形成は、今日の大企業職場の内部昇進制とも関連
した議論と思われる。「氏原の熟練形成の分析は男性だけを対象にしていたのであり、男子
と女子を包括したものではない」139という批判はあるが、氏原は「従業員性」から排除さ
れた女子労働者の特有の問題を低賃金問題と関連して下記のように指摘している。 
 
                                                   
135 前掲書 59 ページを参照されたい。 
136 氏原正治郎［1966］補論「常用工と臨時工」464～465 ページ及び同掲書 285 ページ 
を参照されたい。 
137 前掲書 382 ページを参照されたい。 
138 玉井金五、佐口和郎編［2011］李捷生 51～53 ページを参照されたい。 
139 野村正實［2007］22 ページを参照されたい。 
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女子の雇用労働が腰掛け的だということである。雇用労働は、結婚前の数年間だけ
であって、結婚の時期がくれば退職し、家庭に入り、他の新しい労働者と交代するの
であり、勤続年数も短い。訓練を受けて能力を獲得する前に、絶えず新陳代謝するの
で賃金が低くなる。低賃金の需要側の要因は、雇用側から雇用が継続出来ない諸条件
を設定される。女子と男子の労働する分野が異なり、男子の職業分野に女子を入れな
い、入れても補助的作業である。女子は一般的に不熟練職業分野で労働する。しかし、
男子と類似の仕事についている場合でも、同一の賃金が支払われていない。女子特有
の雇用分野（熟練職業）でも賃金は低い。供給側の要因は、家庭責任と家事責任がも
っぱら女子に負わされている。それは家庭の家事労働が無償で生産されることにある。
こうして女子の雇用は家計補助的労働に留めることになり男女別の賃金率が存在する
要因となる。さらに付加し、日本では、需要側が労働供給側の家父長的家族制度に対
応した家族主義的労務管理が行われていた。これらが女子労働の低賃金化をもたらし
た。140 
 
大沢は「氏原は性別職務分離について、日本社会にそくして、いわば家父長制と資本制
の相互浸透の構想を立てていたといえるだろう。労使関係や国際労働市場、家族の問題に
ついて斬新で緻密な議論を提示しているごく最近のフェミニズム理論の水準にてらしても、
相当に完成度の高い所説と評価出来る」141と述べる。氏原は女子の労働市場における一時
性、流動性、下位階層での存在形態などの縁辺性をひきだし、大企業の階層構造からの女
子排除を明らかにした。氏原の「熟練理論」は、本工と臨時工の存在形態、本工の「従業
員性」＝熟練の性格、不熟練・熟練労働者が同質化する階層的秩序の形成、そして企業の
階層構造における「従業員性」から排除された女子の存在形態、などを見いだした。「日本
的労使関係」における女子労働分析にとって貴重な成果であり、今日に引き継がれている。 
ここまでアジアの女子労働に関する先行研究を考察してきた。すなわち、第一に、日本
におけるアジア新興工業国の女子労働を分析対象とする「出稼型労働」論や「縁辺的労働」
論の研究であった。これらの研究は工業化の展開過程におけるアジアの女子労働の在り方
を把握するのに、基礎的な視角を提供した。すなわち、アジアの工業化を支えてきた女子
労働の特質について、女子労働が不熟練労働の担い手でありながら、「縁辺的」性格が強い
と規定された。 
第二に、ジェンダー領域の研究を検討した。日本の企業社会、韓国の銀行産業、中国労
働市場に、「ジェンダー関係」が基軸にあることを考察しようとした研究である。これらの
研究は、経済変化をとらえ、企業社会の全体構造、職場のケース・スタディ、労働市場の
マクロ分析などから、「ジェンダー関係」を分析したものである。アジアの女子労働におけ
                                                   
140 氏原正治郎［1966］175～209 ページを参照されたい。 
141 大沢真理［1995］73 ページを参照されたい。 
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るジェンダー構造の全体像の把握につながった。 
第三に、「熟練の性格」と「従業員性から排除された女子労働」を分析した氏原の「熟
練理論」を考察した。これまでみてきた女子労働の先行研究の多くは、「熟練労働」が焦点
ではなかった。氏原は、大企業の職場の熟練形成において、本工労働者の「従業員性」や
不熟練労働者と熟練労働者が同質化する階層的秩序を見いだし、大企業職場の階層構造を
明らかにした。本研究の課題を考察するうえにおいて、示唆をもたらす貴重な研究成果と
考えられる。 
本研究の序章で明らかにしたように、研究の対象は熟練職場の女子労働である。現代中
国において、女子出稼ぎ労働者の多数が、都市部の経済開発区の製造現場で働いている。
その多くは、不熟練労働を担っていた。しかし、近年の経済発展により、製造する製品の
高品質化・高性能化が強く求められている。製造現場では、労働者の多能工化に向け、技
能の養成が必要とされている。女子労働者も製造現場において、基礎的な技能を身につけ
た技術学校出身者が増加している。従来の不熟練労働を対象とした研究だけでは、解決で
きない諸課題があると思われる。これまで検討してきた先行研究から、次節では本研究の
基本的な分析視角を設定する。 
 
４． 分析視角の設定 
 
アジアにおける女子労働に関する先行研究から、在中日系企業の熟練職場の女子労働を
考察する分析視角は、つぎのようにとらえられた。 
 第一は、「縁辺的労働」と接点を持ちつつ、熟練職場の女子労働を事例調査にもとづき分
析することである。先行研究で明らになったように、アジア労働市場では男女間において、
さまざまな格差が存在するとされる。女子労働者の職場は、低い労働条件、不安定雇用な
どの「縁辺的労働」が多い。具体的には、マレーシアの農村出身の女子を中心とする不熟
練の縁辺的労働、多重な格差構造を持つ韓国のホワイトカラー職場の女子労働、農村出身
の「出稼型」労働が組み込まれた中国労働市場における女子労働、日本の産業発展過程期
における「出稼型」女子労働、日本大企業職場における排除された女子労働などである。
女子労働の格差構造が見いだされた。これらの女子労働を扱った研究では、社会構造や労
働市場全体から縁辺性との関連で、女子の特殊性を意識した研究が多い。その特殊性の要
因の多くを、労働と家族を結びつけた性別分業に求めた。女子は家事労働を担いつつ、労
働市場に参入する存在であり、特殊化されていた142。女子の縁辺性を析出する役割を果し
た。 
                                                   
142 家族を持つ女子は男子に比べて、家事労働を多く分担しつつ、職場参加している。ま 
た、既婚女子労働者は子供を出産し、子育てを担いながら働かなければならないのであ 
る。市場経済において男子労働者と比較し、特別な役割を担う労働者である。 
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これらの研究のなかで、例えば、マレーシアの労働問題研究の吉村、日本のジェンダー
研究の木本・深澤他らは、調査による個別具体的なケース・スタディを取りあげ、女子労
働を考察した。本研究も個別職場の労働調査にもとづくケース・スタディである。「女子労
働研究は労働過程143において女性の雇用労働を規定する諸要因についての事実発掘がな
によりも求められる」144のであり、職場における労働過程の考察は、労働研究一般にも通
じる基礎的要件と思われる。しかし、管見のかぎり、個別企業の職場を分析して、女子労
働を考察した中国の労働研究は多くはない。しかも、熟練職場の女子労働を対象とした研
究は少ない。本研究はここまで述べてきたような女子労働力の特殊性を意識しつつ、熟練
職場の女子労働を考察しようとするものである。具体的には、どのような雇用システムが、
女子労働者に適用されているのか、女子労働者が能力に応じた分配をうけ、能力に見合う
職場に配置、編成されているのか、などを職場におりたった調査にもとづき分析する。 
第二は、「日本的労使関係」における本工労働者の特質である「従業員性」が、在中日
系企業の熟練職場で働く女子本工労働者に見いだせるのかを分析することである。日本資
本主義初期段階における大企業の本工は男子労働者であったが、企業外で養成・組織され
た存在であった。女子は短期的に季節的に雇用される農村出身の出稼ぎ労働者であった。
その後、「作業方式の変容と『科学的』労務管理の移入により、新規学卒の若い労働者が雇
用され、企業内で技能を養成される熟練労働者が登場した。企業外に存在した熟練労働者
は不用となった」145のである。大企業の熟練職場の本工労働者は臨時工とは違い、長期雇
用を前提として働く、企業に忠誠な労働者である。「従業員性」を有する男子労働者であっ
た。女子労働者は本工からは排除されていた。女子が排除された本工労働者の「従業員性」
は、今日においても、日本大企業の本工労働者の特質として継承されていると思われる146。
長期的雇用により、個別企業内にしか通用しない能力、企業帰属意識などが養成され、管
理職や末端の従業員が包摂されるような集団が形成される。従業員は全体として、集団化
し、職場に安定した人間関係が作り出される147。 
                                                   
143 隅谷は「労働者が資本の制約下に自己の労働力を消費する過程を労働過程」（隅谷三 
喜男［1976］102～103 ページ参照）としている。労働問題研究では、一般的な用語と 
して使用される。 
144 木本喜美子・深澤和子編［2000］43 ページを参照されたい。 
145 大河内一男［1980］10～12 ページを参照されたい。 
146 一般的には製造現場で働き、企業と正規の雇用契約を結んだ労働者を本工と称す。こ 
こではホワイトカラー職場の正規労働者も含め本工と表現する。 
147 栗田は日本大企業の職場組織において、「末端の集団に属する労働者も包摂する中・  
大集団が形成された。各レベルの管理職が期待されるような機能を充分に発揮すれば、
従業員は全体として集団化し、最終的には『企業一家』と呼ばれるにふさわしい状態を
形づくることになるのである。」また、「企業内労使関係は、―略― 労使を同化するこ
とを主要な目的として組み立てられた」（栗田健［1994］40～41 ページおよび 44 ペー
ジ参照）として、従業員の性質としての同質性（企業一家、企業内しか通用しない能力）
に言及している。 
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本研究では、このような日本の大企業の熟練職場で培われた従業員意識の強い労働者の
性格を「従業員性」と表現し、在中日系企業の正規労働者の特質を浮き彫りにする‘もの
さし‘として使用する。「従業員性」を‘ものさし‘として使用するにあたり、従業員意識
の強い労働者の性格である「従業員性」を次のように定義する。個別企業内において、長
期雇用、内部昇進、年功的賃金（成果主義的要素の少ない賃金）、オンザジョブ・オフザジ
ョブの企業内研修、住宅保障、福利などの雇用ステムにより、企業への敵対的な意識や労
働者間の激しい競争意識が概して低い水準となるような労働者の性格をさす。前節でも述
べたが、自らが勤務する企業を「我が社＝うちの会社」とするような意識が強い性格のこ
とである。いわば、互酬関係にある「共同体」的意識である。本研究が取りあげる在中日
系企業の本工労働者に、そのような特質が養成されているのか、そして女子本工労働者も、
男子と同様に養成されているのか、などを検討しなければならない。 
第三は、職場の階層秩序により形成される階層構造を分析することである。氏原は戦後
の 1950 年代に大工場の職場調査にもとづき、大工場労働者の階層的秩序を以下のように
見いだした。 
 
地縁的血縁的縁故を中心として、受動的・消極的に就職した労働者が多く、運命を 
甘受する労働者であり下層階級の意識であった。彼らは工場内の作業組織により編成
された。その階層制は給与の序列と一致する勤務年数の序列に従って編成されていた。
148 
 
現代における大企業労働者の階層制は、氏原のいう階層制からは変容はしていると思わ
れるが、在中日系企業の階層構造がどのような秩序体系により形成され、女子労働者がど
のような階層に編成されているのかを問わなければならない。熟練職場の階層秩序は、労
働者の熟練を基礎にし、労働者の出自、職位、資格等級、年功、そして、個別的・集団的
労使関係などが相互に関連して、形成されると思われる。それらの階層秩序により、職場
内では序列化され階層化される。階層間や階層内にジェンダー格差が存在するのか、労働
者は階層間の移動が可能なのか、可能ならば、男女を問わず、労働者に移動の機会均等が
保障されているのか、などを分析しなければならない。 
以上、日本を含むアジアの女子労働の先行研究からどのような分析視角を吸収しうるの
かについて述べた。これらの分析視角から、女子労働の特質と変化のあり方を検討するこ
とが必要とされる。本研究の方法論上の基本的な分析視角をなすものである。ここまで述
べた問題意識や分析視角をもとに、次章よりケース・スタディを進め、本研究の課題を解
明する。 
                                                   
148 氏原正治郎［1966］345～425 ページを参照されたい。 
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第Ⅱ章 変容過程の熟練職場と女子労働者―FTM 社の分析 
 
 本章は中国江蘇省の無錫新区（ハイテク開発区）にある日系企業を分析対象として、変
容しつつある職場の女子労働者を考察する。企業創設時の 2004 年は、中国経済の成長が
著しく149、無錫新区には多くの日系企業が既に進出していた150。企業創設からの数年間は、
農村出身の不定期雇用で、非正規の出稼ぎ女子労働者が多くを占めていた。その後、労働
者保護を目的とする労働契約法の施行により、正規の労働契約を締結した本工労働者と派
遣会社から派遣された非正規労働者に雇用形態が変容した。近年に至っては、金融危機に
よる日本の経済成長の低迷、中国労働市場の変化151などに対応しつつある。中国マーケッ
トを視野に入れ、労働者の技能の養成にともない、労働力の再編成が行われようとしてい
る。 
本章の課題の第一は、中国の製造企業で働く女子労働者の職場編成を、前述のような変
化をとらえ考察することにある。労務管理に苦慮する企業における労使関係を分析してい
る安室他152の研究では、数多くの企業の実態を調査し、中国固有の労使関係を考察した。
しかし、市場の変化をとらえた分析に欠ける点は否めない。一方、都市工と農民工に分割
したセル生産方式を導入した職場を取りあげ、日系企業の労務管理を考察した藤井153は、
生産量と農民工の雇用調整をリンクさせた「労働（力）編成の柔軟性」を祈出させた。中
国経済の変容過程をとらえた職場の実態分析は、重要と思われる。第二は、製造企業で働
く女子労働者に目を向け、適用される雇用システムを考察することである。分析対象の企
業は、通信・情報処理システムに関するサービスおよび電子デバイスの製造・販売をグロ
ーバルに展開する日本のトップ企業F社154の系列企業FT社傘下の企業FTM社155である。
                                                   
149 GDP（国民総生産）が 10.4%、GNP（国内総生産）が 10.1%の対前年伸び率であっ 
た（中国情報ハンドブック［2007］参照）。 
150 古澤賢治総監［2007］193 ページを参照されたい。 
151 賃金の対前年上昇率は、2008 年度 118%、2009 年度 116%、2010 年度 113%（中国 
統計年鑑 2011 年度版参照）。中国労働市場の労働力は、沿海部から内陸部に移動してい 
る（日本経済新聞［2012・6・8］）。これらのデータや情報からも労働市場の変化がうか
がえる。尚、ホワイトカラー職場を希望する大卒者の就職率は低くなっている（田浦里香・
劉沫真［2008・7］参照）。 
152 安室憲一他［1999］を参照されたい。 
153 藤井正男［2005］116 ページを参照されたい。 
154 資本金約 3246 億円（2011 年 3 月末）、売上高約 4 兆 5 千億円（2010 年連結）でグロ 
ーバルに展開する企業である。その連結子会社の一部門がＦＴ社で、神戸に本社がある。 
インフォテインメント機器や自動車電子機器を製造・販売している。資本金 53 億、従 
業員約 4100 名で、工場は神戸の他に岐阜県にもある。海外では中国の他にメキシコ、 
フィリピン、タイ、スペインにも工場がある。（FT 社ホームページ及び FTM 社入手資 
料参照） 
155 2012 年 3 月 8 日に訪問しインタビュー及び工場見学を行い、第一次資料などを入手 
した。その後もメールなどの通信手段にてさらなる調査を実施し追加資料もえた。尚、 
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比較的高度な技能が要請される熟練職場ではない。多数の女子が働く製造職場は、セル生
産方式が導入されているが、長期の習熟を必要とせず、きわめて短期間に作業内容を習得
できる半熟練労働が主力の熟練職場であった。本章では高い技能が養成されない、半熟練
女子労働者が多く働く職場を考察するものである。 
このような課題設定をささえる理由は、以下の通りである。第一は、製造職場における
労働者の定着性との関連である。現代中国の労働市場は流動化している。特に産業が集積
する沿岸都市部では、農民工を中心とする出稼ぎ労働者の確保及び賃金の上昇などが進出
企業の課題となっている。よく知られているように現代中国では、「世界の工場」から「世
界の市場」へ転換を図ろうとしている156。中国市場が変容する中で、比較的高い技能を求
めない職場では、企業の発展と関連して、労働者の雇用確保、生産性の向上に向けて、ど
のような雇用システムが導入されているのかが問題関心となる。 
第二は、FTM 社の製造職場は、一定の期限を前提として企業と雇用契約をむすんだ正
規の本工労働者や派遣会社から派遣された労働者が混在する。女子労働者は男子にくらべ
多数を占めていた。日本では女子が多くを占める派遣労働者などの非正規労働者157と正規
労働者の労働条件には大きな格差が存在する158。また、正規の女子労働者と男子労働者の
賃金格差も大きい159。日本における女子労働者の存在形態は、企業中心社会の構造的問題
とされている。中国に進出している日系企業 FTM 社において、これらの構造的問題が女
子労働者の多く働く職場に見られるのかを考察しなければならない。 
第三は、FTM 社には、「物作り」の製造職場とそれを支える事務職場がある。本章では
事務職場も意識しつつ、製造職場を中心に考察する。労働者に適用される雇用・分配条件、
地域労働市場の特質などから、職場の階層構造を分析し、女子労働者のキャリア形成の解
明にむすびつけなければならない。 
本章の構成は以下の通りである。最初に、企業の特質を調査にもとづき分析する。2 節
では、労働市場の変化や企業の特質を踏まえ、労働者にとっても重要な雇用システムを考
察する。日本とは異なり、女子本工労働者の賃金などの労働条件が派遣労働者にも適用さ
                                                                                                                                                     
インタビュー対象者は現地の日本人駐在員である若手の総務部部長助理（副部長）K（以 
下 K）である。 
156 「労働集約型から知識・技術集約型の産業への転換、労働者の所得の向上と国内市場 
の成長を目指す」としている（2010 年 3 月 22 日国家発展改革委員会胡委員インタビュ 
ーより 於：北京）。 
157 女子労働者の内、非正規は 54.7%で労働者全体の 35.2％を占める。収入 100 万円以 
下 47.8%、199～100 万円が 37.8%と多数の非正規女子労働者は収入 200 万円以下であ 
る。一方、男子の非正規の全体の割合は、19.9％で 80%が正規である。（2011 年総務 
省統計局労働力調査ホームページを参照した）。 
158 正規社員を 100 とした場合、フルタイム非正規は 64 程度、パートは 28 程度である 
（浅尾裕［2010］39 ページ参照）。 
159 女子は男子の 71.9％である（森ますみ・浅倉むつ子［2010］森 9 ページ参照）。 
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れる事由なども明らかにする。3 節では、析出された多数の女子が組み込まれた階層構造
を考察する。4 節では、経済変化をとらえた労働力の再編成問題を分析し、女子労働者の
キャリア形成過程を明らかにする。最後は本章をまとめる。 
 
１． 企業の特質 
（１） 企業の概要 
FTM 社は、序章の研究方法でも述べたように、2004 年に FTM 社 98％、無錫市政府 2％
の出資比率で設立された日本大企業 F 社傘下の中堅企業 FT 社が経営統括する比較的新し
い企業である。総経理をふくむ幹部層は、FT 社から出向している日本人で構成されてい
る。事業内容は自動車のオーデイオ・ビジュアル関連機器の製造である。売上高（図―1）
は 2011 年度が 12.4 億元となっている。無錫新区では中堅の企業規模である。世界的金融
危機により一時的に減少した 2008 年度および東日本大震災とタイ洪水により減少した
2011 年度を除き、伸長している。尚、FT 社は円高の影響を受け、カーナビやカーオーデ
ィオシステムの製造を担っている神戸本社工場を 2012 年 5 月末に閉鎖し、生産の多くを
FTM 社や既存の小山工場に分散移転すること160も明らかにしていた。FTM 社が進出した
無錫新区は、国家級の開発区で日系企業もふくめ多くの外資系企業が進出している161。製
造職場の労働者は内陸部からの出稼ぎ労働者が多く、定着しても無錫市の戸籍取得が困難
162なこともあり、流動性の高い労働市場が形成されている。一方、事務職場で働く労働者
（ホワイトカラー）の定着率は、製造職場にくらべ高い。FTM 社の事務職場でも半数以
上が、無錫出身者で占められており、定着率は比較的に高いとされる。 
コスト競争力を第一として、組み立てた製品を日本の市場へ供給することが FTM 社の
使命とされていた。セル生産方式ではあるが、比較的高い技能や日々の改善を必要とする
製造工程ではない。日本で設計された製品コンセプトにもとづき、機械により実装基盤を
造り、日本製 50％・中国製 50％の部品を基盤に組み立てる工程である。 
                                                   
160 Asahi.Com(朝日新聞社［2011］参照)。 
161 古澤賢治総監［2007］189～193 ページ参照されたい。 
162 無錫市の戸籍取得条件は①60 ㎡超の不動産購入、社会保険納入、計画出産順守②高校・ 
技能学校以上の学歴、安定した仕事及び住居で１年以上居住。①②適合者に居住証が発 
行され、その後 3 年間居住し続ければ戸籍を取得できる。しかし、条件が厳しく実効性 
が薄い（「華鐘通信」第 1466 号［2006・9・6］参照）。 
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職場では、労働意欲や生産性の向上に一定の役割を担うとされる職場改善活動（QC）は、
実施されていない。職場内のコミュニケーションをはかり、チームワークの形成に寄与し、
現場の労働者統括に貢献すると思われる職場ごとの職場懇談会163などの活動もない。労働
者の技能の養成に結びつく継続的・体系的な研修も実施されていない。新人に対して、5
日間の現場研修を行うだけである。継続的に勤務し、種々の職務を経験するなかで、自社
で養成される技能を高め、階梯を上昇する内部昇進制を適用しようとする熟練職場ではな
かった。尚、セル生産を導入しているが、比較的に技能を必要とする熟練労働力を必要と
しない、雇用期間の短い特質をもつ FTM 社のような日系企業は、多く存在する164。 
図―1 FTM 社売上高推移表           出所：FTM 社資料より筆者作成 
（２）労働力構成 
 会社創業時の労働者は 220 名からのスタートであった。その後、生産高の増加により
2011 年度には日本人も含め 913 名となった。製造職場では正規の本工労働者が 437 名、
非正規の派遣労働者 300 名が雇用されている。事務職場では管理職も含む正規労働者 166
名が雇用され、幹部職員である日本人スタッフ 10 名が FT 社から出向している。派遣労働
者をふくむ女子労働者の比率は、製造職場が 84%、事務職場が 58%、全体で 79％と女子
比率が高い。日本人を除く管理職は、課長職が男子 10 名、女子 7 名、副部長は男子 6 名、
部長職の女子 1 名である。日本人総経理が各部長を直接統括している。中国人男子の人事
課長は工会主席も兼務する。尚、総経理は FT 社が中国に最初に進出した合弁企業165を長
年統括しており、中国事情には精通していた。 
中国人管理職全体の平均勤続年数は 7.5 年、平均年齢は男女ともに 34.5 歳である。ほぼ
創業時からの勤続者で占められていた（表―1）。7 名の副部長職（課長職兼務含む）は全
                                                   
163 後述 72～73 ページでも取りあげている。 
164 藤井正男［2010］54～56 ページを参照されたい。天津にある日系の電子部品企業を
取り上げている。尚、古澤賢治総監［2007］の調査研究でも取りあげている。 
165 1995 年天津に設立された企業（FTM 社資料より）。 
150
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員男子であるが、中国人唯一の部長は女子である166。K は「女子だから副部長から部長に
なったのではない。有能な管理職である」という。日本のように「女性は二のつぎの人材」
167ではなかった。副部長及び女子部長は、他企業での経験を評価され、課長職と同様に
FTM 社創業時に転職したと思われる。課長職からの昇進であるかは不明であるが、会社
設立時に管理職として採用された大卒以上の労働者で構成されていた。尚、管理職の女子
比率は 32%と労働者全体の女子比率（79%）と比較し低い。 
 
表―１ 中国人管理職の構成（2012 年度 4 月末現在） 
役職（男女別 人数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続（年） 
課長（男） 10 32.6 7.4 
課長（女） 7 32.6 7.9 
副部長（男） 7 38.3 7.1 
部長（女） 1 41.0 8.0 
計＊平均は加重 25 34.5 7.5 
出所：FTM 社資料及び聞き取り調査より筆者作成 
 
FTM 社の組織（図―2）は、7 部 3 室 24 課で構成されている。半数以上、女子が占め
るホワイトカラー事務職場の労働者の学歴別構成は、大卒 62 名、専門学校卒 85 名、高・
中卒 19 名、計 166 名である。平均勤続年数は 5.0 年、平均年齢 30.5 歳である。地元無錫
戸籍者が 55％である。労働者は全員が正規労働者として採用されている。 
女子が多数を占める製造職場は、正規（本工）、非正規労働者が混在している。学歴は、
中卒 220 名、高卒 456 名、技術学校卒 59 名、大学卒 2 名、計 737 名である。細かい作業
が多く、肉体的負荷の少ない労働のため、女子が多く採用されている。出身は地元の無錫
市戸籍者が 20％（ほとんどが正規労働者）と低く、無錫戸籍外の農民工が多い。平均勤続
年数は約 2 年と比較的短い。年齢は平均 26.8 歳であり、定着率の低い流動的な労働者で
構成されている。製造職場の労働者が管理職へ昇進する道はない。製造課の管理職である
3 人の課長は管理職位として採用されており、全員男子である。意図的に男子を採用した
のか、結果として男子となったのかは定かではないが、多くの女子労働者を統括する役割
を「女子ではなく、男子に担わせている」日本人経営者の判断と類推される168。一般労働
者のつぎの昇進ステップは、班長助理（補佐）・班長の職位であり、管理職ではないリーダ
ー的存在の監督職であった。尚、製造職場からホワイトカラー職場へ移動した本工（正規
労働者）は些少とされる。 
                                                   
166 2012 年 4 月に副部長から昇進した。 
167 木本喜美子［2004］171 ページを参照されたい。 
168 「管理者は全員男子にしています」（K）から意図的に男子としていると判断される。 
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企画監査室   企画課 
 管理部    人事課   会計課 
             原価管理課 総務課 
                 施設管理課 ＩＴ管理課 
品質保証部   第一品質管理課  第二品質管理課 
                 第三品質管理課   品質技術課 
 製造部    製造Ⅰ課 製造Ⅱ課 製造Ⅲ課 
総経理     製造技術部   企画課 第一製造技術課 第二製造技術課  
7 部 3 室 24 課           設備保全課    製品開発課 
技術顧問室 
FTPS 推進室 
 工務部     生産企画課生産管理課 
                  物流管理課 
輸出入管理部 
 調達部    調達課 
図―2 FTM 社 組織図   出所：FMT 社入手資料より筆者作成 
 
（３）作業方式 
創業時からベルトコンべアー生産ではなく、セル生産を導入している。一つのセルに複
数の労働者が、作業を分担し、1 人 2～4 程度の組立作業をこなす「分割方式」が行われて
いる。セル内での作業分担が決められており、複数の作業員によって製品を完成させるの
であり、複雑な労働内容は求められていない。この「分割方式」は、製品にもよるが、熟
練や技能を必要としない製品を主に扱い、受注量に応じて雇用調整をするために、多能工
を育成する動機づけが薄い場合に採用している方式169とされる。従って、熟練労働力を多
く必要とされない方式であり、雇用調整弁としての派遣労働者も多く雇用していた。 
組立作業の前工程を担う製造Ⅰ課では１枚の基盤に約 1000 点の部品を機械で実装して
いる。最も重要な工程とされ、比較的現場経験の長い労働者が配属される。人員は本工労
働者約 70 名、派遣労働者約 30 名、計約 100 名（内、女子約 70 名、男子約 30 名）で構
成されている。 
製造Ⅰ課で実装された各製品の基盤は、組立加工工程に送られる。組立加工工程は製品
により製造Ⅱ課（カーナビ製品）と製造Ⅲ課（オーディオ製品）に分れている。約 600 名
が所属し、女子が 90％を占めている。尚、課別構成や雇用形態別人数は不明。新人は 5
                                                   
169 藤井正男［2005］114 ページ及び藤井正男［2010］55 ページを参照されたい。また、 
「分割方式」の詳細については、岩室宏［2002］31 ページを参照されたい。尚、セル 
生産については本研究の 66～68 ページでも論述している。 
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日程度の実地研修実施後（図―3 で記されている A 訓練道場が研修場所）、正式に就労す
る。労働者に対する研修は、入社時の新人教育（オフザトレーニング含む）のみで、その
後は体系的な研修は行われていない。日常の業務の中で、技術の熟練を積んでゆく。製造
職場内の他課間とのローテーションも少ない。製造職場には、「時間当たりの生産目標数量」
が掲示されている。各職場には、電光掲示で進捗状況が明示され、労働者は常に目標数量
を意識させられ働いている。細かな注意書き、スローガン、製品指示書、業務改善目標な
どの看板類は掲示されていない。 
FTM 社は比較的高度な技能を労働者に求めていない。品質よりも一定の時間内に目標
数量を達成することを第一義とするスピード重視の生産方式を採用している。「当社ではブ
ルー170は支持された仕事をやれば良い。ホワイト171が職場の効率改善を企画する役割を担
っている」（K）としている。企業のブルーとホワイトの労働者分断構造が見える。また、
労働者は作業の際「座って」するのではなく、「立って仕事をする」態勢にある。「座って
の仕事は生産のスピードが上がらないので、立って仕事をさせている」、「立って仕事をす
ることに抵抗感を持ち、払拭できずに、1～2 週間の短期間で退職する労働者は多い」（K）
のである。セル生産の作業方式の多くは、立ってする作業を基本としている172のであり、
労働者を採用する際の労働内容の事前確認や、就労前の研修が不十分であるとも考えられ
る。 
FTM 社の製品は中国国内では市場競争力で劣っており173、日本マーケット向けの製品
がほとんどである。日本国内のカーナビゲーションやカーオーディオの販売競争は激しい。
安価な労働力を求めて中国に進出している。そのため、品質の精度よりも低コストを第一
とする時間当たりの生産高を優先する作業方式を採用しているのである。労働者は継続的、
系統的な研修を受けることもなく、高度な熟練も要請されていない。1～2 年の経験でほぼ
修得できる労働内容となっている。労働者にとっては、長期に勤務しても高い技能が養成
されない職場であった。 
女子の労働内容は男子と同じである。製造Ⅰ課は少々重量がある基盤に実装する職務で
あるため、肉体的負荷を考慮しなければならない。すでに述べたように、男子も一定配置
されており、女子比率が 70％である。実装された基盤に部品を組み立てる製造Ⅱ課・Ⅲ課
                                                   
170 製造現場の労働者のことをいう。 
171 事務職場の労働者のことをいう。 
172 セル生産職場の調査では、座っているケースは少ない。尚、検査工程の検査員が座っ 
て作業するケースはある。古澤賢治総監［2007］77 ページのセル生産の職場調査にも 
記述されている。 
173 日本で販売されている様な大容量のカーナビゲーションや高品質のカーオーディオ 
は中国の消費者は求めていない。特にカーナビゲーションは簡易型で機能も低く、低価 
格である。厳しいコスト競争力が要求されている。「当社の製品コンセプトも中国市場 
向きではない」（K）とされる。 
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は、女子が 90％を占めている。女子の体力を考慮して、配置されていると判断される。 
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  図―3 FTM 社工場内レイアウト概略図       出所：実地調査から筆者作成 
 
（４）工会の役割 
企業の労働者組織の統括は重要と考えられる。FTM 社には企業統括に一定の役割を担
っているとされる工会が組織されている。FTM 社の工会を概観し、考察する。 
工会の主席は工会員の選挙で選ばれた管理職である人事課長の職責にある男子である。
工会員は日本人をのぞき、派遣労働者もふくめ、ほぼ全員が加入している。工会委員は 30
名いるがその半数は管理職が担っている。会社は総人件費の 2％の工会費を負担する174。
                                                   
174 工会法第 42 条二項で規定されている。 
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K は「賃上げなどの工会との協議を幹部が参加し、年 1 回開催する。しかし、形式的であ
る。総経理が不満を吸い上げる努力をしており、工会や労働者の動向を掌握しているので、
従業員とのもめごとはない。」という。工会における労働条件などの改善要求は、従業員代
表者大会を通じて決められる175。決められた内容は、形式的には、工会と企業幹部が協議
し実行される。しかし、労働者の不満や要望を積極的に聴取し、要求を集約し、会社と交
渉し、労働条件を改善しようとする労働組合としての主体的な活動は少ない。尚、福利の
一貫としてのレクレーション活動176などは、積極的である。工会組織は自らの存在を弱め
る欠陥を有している177が、企業にとっては、職場の労働者統括に一定の役割を担っていた。 
 
２． 雇用システムの形成 
 
ここまで FTM 社の企業の特質を考察した。職場では生産コストの低減を優先する。労
働者は「世界の工場」中国に進出した外資系企業の「労働集約型」産業に類型化される職
場で働いていた。しかし、中国の持続的経済成長や内陸部の発展戦略により、FTM 社を
取り巻く経済環境も変化していると思われる。本節では変化する経済環境下にある FTM
社の労働者の雇用・分配条件などの雇用システムを検討しなければならない。結論から先
にいえば、現在の FTM 社の製品が、主に日本向けであることと関係する。日本の市場は
金融危機の影響から脱出できず、消費の低迷が継続していた。日本本社の売上や収益も回
復していない178。日本で販売する製品の製造を担う中国 FTM 社では、労働契約法の施行
以降、労働市場も変容し、労働力の供給不足や労働コスト上昇などがもたらされ、対応に
苦慮している。 
 
（１）本工労働者の労働条件 
 FTM 社設立時から数年間は、労働者が不定期に採用されるような不安定な雇用形態の
職場であった。1 年間「まじめ」に勤務しても再度雇用される保障もなかった。製造職場
                                                   
175 「労働者が労働条件について集団契約を締結する際、従業員代表大会または全従業員 
の討議に附し可決しなければならない」とある（20 条および労働契約法第 51 条参照）。 
176 レクレーション＝Recreation（再建および娯楽の意味）活動について、新は「勤労は 
苦痛を伴い、精力を消耗すると認識されており、苦痛の反面として、精力を再創造する 
ためにある活動である。工場内にスポーツ設備を設けて、余暇として、スポーツを楽し 
む活動などもレクレーションである」とする（新雅史［2013］22 ページ及び 41～54 ペ 
ージ参照）。 
177 李捷生［2010］24 ページを参照されたい。「工会は『会社組合』に類似し、労働組合 
本来の機能を果たすことが期待できなかった」とされる（同掲書同ページ参照）。尚、 
工会機能については本研究の 85～86 ページでも取りあげている。 
178 FT 社の売上高対前年伸び率は、2008 年 85.9%、2009 年 93.9%、2010 年度 92.2%。 
2010 年度の経常利益が赤字（▲98 億円）となる。（FTM 社入手資料及び FT 社ホーム 
ページ参照）。 
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の労働者の圧倒的多数は農民工である女子出稼ぎ労働者であった。その後の労働契約法施
行以降、労働者の雇用形態は、本工（正規）労働者と派遣（非正規）労働者になったが、
本工労働者の多数は、農村戸籍の女子出稼ぎ労働者であった。ここでは、製造職場を中心
とした本工労働者の労働条件について考察する。法律に則り、本工労働者の 1 回目の雇用
契約期間は 1 年、2 回目は 3 年、3 回目契約以降は終身契約に改訂された179。3 回目から
の契約時は「終身契約」となるが、対象者は少数である（K）。尚、2 回目の契約更新は勤
務態度が著しく劣らない労働者をのぞき、更新される。労働者本人が拒否しない限り、雇
用は継続される。 
１）賃金 
① 例賃金とボーナス 
 製造職場の新人の基本給は 1600 元であり、無錫新区の労働市場では中より上の賃金レ
ベル（K）とされる。製造職場の労働者の平均賃金（入社 1 年目）は税金や保険料控除後、
残業代を含む手取り約 2200 元とされる（表―2）。2011 年の基本給は前年より 15％アッ
プしている。賃金改訂は近隣の企業の賃金動向を見定め、7 月度から実施している。地域
の労働市場に適応しようとする姿勢はうかがえる。無錫市が位置する江蘇省の賃金指標の
一つである 2011年度最低賃金は、1140元180であり、新人の基本給を大幅に下回っている。
しかし、前年比が 119％181と大幅に上昇しており、上昇比率をキャッチアップできていな
い。FTM 社は地域労働市場の賃金上昇比率との格差を、以下のような基本給以外の諸手
当で、カバーしようとしている。 
諸手当は表―2 にあるように、残業手当・満勤手当・奨励金・生産協力金がある。目標
生産数量の達成を優先しているために、残業は恒常的にある。多くの労働者は残業を歓迎
している（K）。短期に収入の増加を見込めるからと思われる。満勤手当は 1 ヶ月で欠勤が
ゼロの場合に 100 元が支給される。生産協力金は 1 ヶ月で有給取得ゼロ・無遅刻・無早退・
無欠勤の労働者に適用される。繁忙期では約 7 割に支給されていた（2011 年 10 月）。FTM
社はこのような諸手当を付加支給し、労働者の離職の防止と労働意欲の維持をはかろうと
していた。 
しかし、近年の流動的な労働市場の影響により離職者は減ることなく、増加傾向にある。
2011 年度では労働者（派遣も含む）の半数近くが離職する実態にあった。2012 年度より、
離職防止対策として、年 2 回（国慶節及び春節時）の帰省手当を新たに付加している。帰
省後 1ヶ月間勤務を条件に各回 200元が支給される。帰省の際には、自社でバスを手配し、
                                                   
179 10 年以上連続勤務者および 2 回契約以降 3 回目更新者（労働者）は使用者との協議 
でが合意すれば、使用者は期限の定めのない労働契約を締結しなければならない（労 
働契約法第 14 条参照）。 
180 上海成和ビジネスコンサルティング（有）ホームページに江蘇省人力資源社会保障庁 
最低賃金通知（2011 年 1 月 4 日付）が記載されており参照した。 
181 前掲ホームページを参照した。 
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送迎も行っている。尚、労働者の定着化対策として、よく見られる住宅積立金制度182など
の福利手当は適用されていない。労働者にとっては長期雇用に誘導する制度と思われるが、
すでに述べたように、無錫市は農民工の都市戸籍取得が困難であるため、労使にとって、
有効な制度ではなく、適用していなかった。尚、退職金は労働契約法の規定183に準じて支
給される。 
ボーナスは上司の査定にもとづき年 2回、基本給の約 1ヶ月分（平均）が支給される（2011
年度実績）。査定内容は不明であるが、一定の枠内の相対評価である。上司の裁量が基本と
されるが、定着率の低い労働者が多いため、重要視されていない。ボーナスが支給される
前に離職する労働者が多く、ボーナスは賃金を補填する機能を十分果たしていなかった。 
ホワイトカラー職場の新人労働者の賃金（大卒）は基本給が 2500 元であり、製造職場
の新人労働者の約 1.6 倍ある。ボーナスも製造職場と同様の基準で支給される。結果、学
歴と職務による基本給格差により、製造職場とホワイトカラー職場の賃金格差はさらに拡
がり、ホワイトカラー労働者とブルーカラー労働者の階層間格差の構造につながる。 
表―2 製造職場の労働者の賃金事例       （2011 年度 10 月度） 
基本給 1600 入社 1 年目 
残業手当 300 平均 
奨励金 100 A 評価のケース 
満勤手当 100 有給休暇取得は可 
生産協力金 100  
計 2200  
出所：FTM 社調査より筆者作成        
② 奨励金制度 
奨励金制度（表―3）を適用している。「評価は本人の頑張りにより上司が判断」（K 氏）
している。評価結果は本人に明示されている。尚、評価基準は不明である。評価による
支給額の差は小額であり、短期的な業績評価を重視しないグループ内のチームワークを
優先する管理手法のひとつである。各労働者に与えられた各月の生産目標数量（ノルマ）
を達成させるための一手段でもある。A 評価および B 評価が多くの労働者に適用されて
いる。評価結果が労働者全体に公表されていない。労働者間の競争をうながし、労働意
欲に強い刺激を与える効果は大きくはないと思われる。奨励金制度は労働者の意欲と定
着化に大きく寄与する制度ではなく、労働意欲を若干刺激するが、賃金を補填する機能
                                                   
182 李捷生［2007］22 ページを参照されたい。労使で折半して、住宅購入資金を積み立 
てる制度であり、労働者の定着化のための制度とされる。 
183 勤務満 1 年毎に 1 ヶ月分給与相当の経済補償金を労働者に支払う。最高 12 年を超え 
ないとされる（労働契約法第四章 47 条参照）。 
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しかもちえなかった。 
     表―3 奨励金制度  
評価 金額 （単位：元） 
Ｓ 150 
Ａ 100 
Ｂ 80 
Ｃ 50 
Ｄ 20 
       FTM 社調査より筆者作成 ＊各評価の構成比率などは不明 
③ 労働時間  
 製造職場の労働者の勤務シフトは繁忙期 3直 3交代、通常期 2直 2交代＋残業である。
時間給に関連する通常期の勤務時間は、出勤 8 時 00 分、午前休憩 10 分、昼食休憩 40
分、午後休憩 10 分、退勤 16 時 40 分で実働 7 時間 40 分、拘束 8 時間 40 分である。無
錫市の指針にもとづき設定された。周辺の日系企業とは差異はない模様である。 
２）その他労働条件 
①寮設備（宿舎） 
 工場内にはなく、無錫市中心街から外れた場所にある。工場へは会社のバス（会社負
担）で送迎している。8 人部屋であるが、1 部屋 4 人以下の入居を維持しており、住居
環境に配慮はみられる。寮での食事代、光熱費は自己負担である。現在、約 100 名が入
居している。工場内の寮ではなく、工場と離れているため、工場の夜間事故などのトラ
ブルに対して、労働者の緊急動員が困難である。労働者にとっても、一定の通勤時間が
必要とされる。結果、友人と共同で工場近辺のアパートに居住する労働者が多数となり、
寮への入居者が少なくなっている。工場と離れた寮設備は、労使にとって不都合であり、
企業の労働者統括にとっての課題のひとつと思われる。尚、ホワイトカラー労働者も入
居可能ではあるが、無錫外出身者の数名を除き寮には入居していない。ホワイトカラー
職場と製造職場の労働者の交流が少ない実態がみえる。 
②休暇 
 従業員年次有給休暇条例の規定と同様である184。 
③定年制度 
 企業設立後の経過年数も浅く、対象となる労働者はなく、現時点では規定されていな
い185。尚、K は「対象となる労働者は現在いないが、政府の指針に従う」としている。 
                                                   
184 同条例第 3 条では勤務年数が 1 年以上 10 年未満の場合は、5 日間、10 年以上 20 年 
未満の場合は 10 日間、20 年以上の場合は 15 日間などとなっている。 
185 一般的に男性満 60 歳、女性幹部（管理職）満 55 歳、女性一般労働者満 50 歳とされ 
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④ 母性保護 
 多数の女子労働者が占める職場である。中華人民共和国憲法186労働法187、労働契約法
188、婦女権益保障法189女性従業員労働保護規定などの法律にもとづき保護されており、
温情的な規定はなかった。出産にともなう休暇は、産前 15 日・産後 75 日の 90 日間が
規定されている。尚、事務職場では適用実績もあり、現在対象となる女子労働者もいる
が、製造現場では少数とされる。 
３）職位と職能資格制度 
労働者に資格等級を設定する職能資格制度が導入されている。製造職場の労働者には
一般労働者及び班長助理、班長の 3 段階の職位がある。職能資格等級190では一般労働者
が初級・中級・高級となっており、監督職である班長助理・班長を含めて 5 等級ある。
現段階では、職位と職能資格等級は連動している（表―4）。職位手当の額は不明である
が、職位間の手当格差は小さいとされる。また、労働者が就く職位は監督職までであり、
製造職場の労働者間の賃金格差はあまり拡大していない。階梯を上昇し、内部から管理
職に昇進するするような制度は確立されていない。専門職として熟練技能を養成する専
門職位も設定されてない。長期勤務により熟練や高い技能が養成され、労働者のキャリ
アが形成されるような人事制度ではなかった。 
表―4 FTM 社 製造職場の職位と職能資格等級 
職層 職位 資格等級 
監督職 班長 S５ 
班長助理 S４ 
一般職 高級 ３ 
中級 ２ 
初級 １ 
出所：FTM 社調査により筆者作成 
                                                                                                                                                     
ている。但し、法的規定ではなく指針である（新華通信社ホームページ参照）。 
186 中華人民共和国の婦人は、政治・経済・文化・社会及び家庭生活などにおいて男子と 
平等の権利を享有する。国家は婦人の権利及び利益を保護し、男女の同一労働・同一 
賃金を実施し、婦人幹部を育成、登用する（第 48 条、1982 年公布・施行）とある。 
187 第 62 条で産休を規定している。  
188 妊娠期間・出産期間・授乳期間の労働契約解除無効（第 42 条 4 項）を規定している。 
189 男女平等の保障や女性保護は次の様に規定されている。男女同一労働・同一賃金の実 
 行や福利厚生の男女平等権利の亨有（第 24 条）、月経・妊娠・出産・授乳などの期間に 
おける保護や労働契約解除の禁止（第 26 条及び第 27 条）などである。  
190 職務遂行能力を査定するために、職能資格区分と能力評価による格づけが組み合わさ 
れた体系を核としている。それは、職階上のポスト昇進とは別に職能資格上の昇格を一 
定の幅の範囲内で行ないうるため、配置の柔軟性を確保することを可能とする（木本喜 
美子［2004］39 ページ参照）。 
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 ここまで述べてきたように、製造現場の本工労働者は正規労働者であったが、長期勤務
を前提とした労働者は少なく、短期間しか働かない流動的な正規労働者であった。企業も
長期雇用を視野に入れた労働条件を適応していなかった。結果、終身雇用の対象となる労
働者も少なくなる。しかも、少数ではあるが、その対象者の全員が、終身を望まない。対
象者の半数は 2 年間の延長契約や退職を希望する191。現在、終身雇用の労働者は約 50 名
いるが、管理職も含むホワイトカラー職場の労働者が多数を占めている。尚、雇用・分配
条件には母性保護を除き、男女に差異はなく適用されている。 
 
（２）派遣労働者の労働条件 
FTM 社には前項で述べた本工労働者とともに、派遣会社から派遣されている労働者が
多数働いている。その派遣労働者192は 2 年契約の非正規の労働者である。尚、契約期間 2
年を満了する労働者は少ない。派遣労働者には「労働に応じた分配」原則193にもとづく「同
一労働・同一賃金」原則が適応されている。賃金だけではなく、他の労働条件も正規労働
者と同様に扱われていた。日本の労働現場では一部の専門的分野を除き、正規と非正規、
男と女の労働条件の格差194は存在する。同じ仕事でも、出身地、性別、採用形態、雇用形
態とさまざまな線引きによって自在に賃金に差をつけられる私たちの社会195とは様相が
異なる。 
FTM 社の製造職場には、派遣労働者約 300 名が働いており、製造職場の労働者の約 41％
を占め、その内 80%以上は女子である。派遣労働者は、単純な繰り返し業務を主とする、
知識や技術を必要としない不熟練職務に従事していた196。尚、労働者の賃金は人材派遣会
社を通じて支払われている。 
派遣労働者の賃金などの労働条件は、同じ職務を担う正規労働者と原則、同じである。
                                                   
191 契約期間満了前に労働者の都合で退職した場合、経済保障金は雇用期間の満額支払わ 
れないために、定年までの終身雇用を望まない（K）のである。 
192 2 年以上の期間を定めた契約を締結しなければならない（労働契約法第 58 条）。 
193 労働に応じた分配は、社会主義の重要な原則の一つである。いわゆる労働に応じた分 
配とは、人間が社会に対して提供した労働に応じて個人的消費財を分配されることを 
言う（蔣学模.小嶋正巳訳［1964］82 ページ参照）。尚、中華人民共和国憲法第 6 条で 
は、「社会主義的公有制においては、人が人を搾取する制度は廃絶され、各人の能力に 
応じて働き、労働に応じて分配を受けるという原則を実施する」と規定されている。 
194 日本では、男女同一労働・同一賃金に関する ILO100 号条約は 1967 年に批准された
が、日本政府は労働基準法第 4 条でその原則は適用されているとしている。しかし、労
働基準法 4 条を巡り、裁判などで女性差別賃金問題が争われている実態がある（酒井和
子［2011］101 ページ参照）。労働基準法 4 条では「使用者は、労働者が女性であるこ
とを理由として、賃金に就いて、男性と差別的取り扱いをしてはならない」としている。 
195 竹信三恵子［2012］17 ページを参照されたい。 
196 FTM 社は 8 社の人材派遣会社を通じて、労働者を採用している。管理費として、70 
元／人／月、さらに、労働者が 1 ヶ月勤務した場合、紹介料として 200 元／人が派遣会 
社に支払われる（K）。 
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ボーナス、奨励金他の手当も同様に適用される。FTM 社では 6 ヶ月間勤務した勤務成績
の良い派遣労働者に対して、本工労働者に登用する規定がある。しかし、「中国では同一労
働・同一賃金であり、基本給の格差は認められていない。正規と派遣に格差がないので、
地方からの農民工には正規になってもメリットは少ない。」（K）のであり、本工を希望せ
ずに派遣を続ける労働者が多数を占める。労働契約法197によれば、被派遣労働者は、派遣
先事業主の労働者と同一労働・同一報酬の権利を有する（第 63 条）。そして、時間外勤務
手当・成果報奨金の支払い，福利厚生の享受，必要な研修の実施（第 62 条）も規定され
ている。工会への加入権も認められており（第 64 条）、FTM 社でも派遣労働者は工会員
であった。雇用の契約条件は女子労働者も男子と同様に適用されている。 
派遣労働者は本工労働者と同じ職場で、同じ職務に携わっている場合の労働条件は、本
工労働者とほぼ同様198である。そして、そこで働く正規労働者が所属する企業工会に組織
されていた199。製造現場の派遣労働者の多数は、地方から沿岸都市部に出稼ぎにくる農村
戸籍の労働者である。これまで、彼ら、彼女らの不安定雇用と低い労働条件が社会的問題
となっていた。しかし、前述したように、2008 年の労働契約法により、派遣労働者に「同
一労働・同一賃金」200の適用や工会加入権が認めらた201。多くが出稼ぎ労働者である派遣
労働者の雇用環境は変容した。 
改革開放・市場経済化以降の現代中国では、「労働に応じた分配」原則にもとづく「同
一労働・同一賃金」原則が生かされ、法律に規定されていた202。FTM 社でも、「労働に応
じた分配」原則をもとに労働契約法で規定された「同一労働・同一賃金」を本工労働者と
                                                   
197 労働契約法 66 条では、「労務派遣に適用する業務内容に定めがなく、臨時性、補助性 
または、代替性のある部署において実施する」としており、ほぼ全ての職務に適応が可 
能な実態にある。 
198 正規労働者に採用されない限り、2 年の有期雇用である。昇給の機会が 2 年目の１回 
限りのため、2 年以上勤務する正規労働の賃金とは格差が出る。 
199 日本では、本工（正規）労働者で組織されている労働組合に非正規労働者も所属する 
ケースはあまりみられない。 
200 岸本は同一労働・同一賃金について、「同じ質量の労働には同一の賃金を支払えとい 
う要求であり、現実的には、職種別熟練度別の横断的賃金である。この中には男女同一 
労働同一賃金も含まれる」（岸本英太郎［1962］14 ページ及び 33 ページ参照）と定義 
している。尚、中国の同一労働・同一賃金形成の経緯については、小嶋正巳（［1988］ 
61 ページおよび 115～118 ページ）を参照されたい。 
201 派遣先事業主の労働者と同一労働・同一賃金の権利を有する（労働契約法第 63 条）。 
派遣先事業主の工会に参加し、または組織し、自身の適法な権益を擁護する権利を有す 
る（労働契約法第 64 条）などが規定されている。 
202 賃金配分は「労働に応じて配分する」原則及び、「同一労働・同一賃金」の原則を実 
施しなければならない。賃金水準は経済発展を基礎として逐次引きあげなければならな 
い（労働法 46 条）と規定する。そして、男女同一労働・同一賃金（憲法 48 条、婦女権 
益保障法 24 条）も規定する。尚、婦女権益保障法 23 条では「同一労働同一賃金が男女 
同様に適用される。女性は住宅配分・福利手当において男性と平等である」とする。 
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同じ職務203の派遣労働者に適応していた。男女「同一労働・同一賃金」も、「労働に応じ
た分配」原則のもとに適用されていた。 
派遣労働者の労働条件には、本工労働者とは大きな格差はなかった。しかし、2 年以上
の勤務は不可能であり、企業にとって技能の向上を期待されない労働者である。企業の雇
用調整弁としての機能を果たす役割を担っていた。派遣労働者は、派遣という雇用契約を
続ける限り、自己の技能向上やキャリアの形成にはつながらない労働者であった。 
 
（３）格差の少ない製造職場 
FTM 社の製造職場では、同じ職務に従事する同期間に入社した本工労働者と派遣労働
者の基本給は、同じである。労働者はその基本給を基礎に、毎年、査定付き定期昇給が実
施される。奨励金などの各種のインセンティブは、本工、派遣の雇用形態に関わらず、性
別の区別もなく適用される。労働に応じた分配のため、属人的要素（各人の仕事の成果）
が加味されていた。最終的な取り分（賃金支給総額）に格差は生じるが、雇用形態・性別・
出身・学歴に起因するものではない。「同一労働・同一賃金」原則をもとに、年度ごとの定
期昇給、奨励金、査定付きボーナスなどを加味していた。男女の差もなく適用された。 
一般労働者は、少数のみが、班長助理・班長の監督職に昇進し、階梯を上昇するが、そ
れ以上の昇進の道筋はなく管理職にはなれない。製造職場は、さまざまな職場経験や研修
により、熟練を磨き、養成された専門的技能を評価され、労働力が編成されるような職場
ではなかった。長期雇用により、勤続年数を重ね、昇進・昇格し、賃金などの待遇が上昇
してゆくような内部昇進制204はなかった。これらの特質が、製造職場の労働者の待遇に大
幅な格差が生じないことにつながった205。 
 
３． 女子労働力の特質と階層構造 
 
 本節では、これまで述べてきた FTM 社の雇用システムを踏まえ、女子労働力の特質を
まとめ、多くの女子労働者が働く職場の階層構造を明らかにする。 
 
                                                   
203「同じ職務」は FTM 社内の「同じ職務」であり、中国労働市場の横断的な職務とは異 
なる。 
204 小池は内部昇進制について「労働者にとって大切な熟練の形成は、企業内の昇進と移 
動という形をとる」、「内部昇進制タイプはおもに経験によって技能を高めて行く。企業 
内で関連の深い仕事群を、やさしい仕事からしだいにむつかしい仕事へと昇進していく。 
それで技能を高める。」とする（小池和男［1999］262 ページおよび 310 ページ参照）。 
205 本工労働者の平均勤続年数も約 2 年と短い。派遣労働者の派遣期間も 2 年であり、勤 
続年数は本工も派遣もほぼ変わらない。製造職場の短い勤続年数も、少ない格差構造の 
要因につながっている。 
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（１）女子労働力の特質 
FTM 社全体で、終身契約の雇用者は約 50 人と少なく、正規労働者の約 11%である。大
半がホワイトカラー職場の労働者であり、半数が女子である。一方、製造職場の定着率は
ホワイトカラー職場に比べて低い。女子が多くを占める製造職場の労働者の定着化対策と
しては、種々のインセンティブを組み合わせた賃金、寮の設置・帰省サービスの提供・レ
クレーション活動などがある。しかし、平均勤続年数も比較的に短く離職率は高い。昇進
も班長助理・班長の監督職の職位迄であり、賃金などの待遇の飛躍的な向上も見込まれな
い。一定期間勤務の後に、ほとんどが離職してゆく実態にあった。長く勤務しても、高い
技能が養成されるような熟練職場ではない。K は「欠勤もしない、労働時間の延長（残業
も厭わない、まじめなワーカーを求めている」という。FTM 社は長期勤続を前提とする
雇用システムを適用していなかった。 
品質よりも生産性や生産量を重視する FTM 社は、比較的高度な技能を必要としない入
れ替わりの激しい、女子が多くを占める派遣労働者も雇用してきた。派遣労働者は 2 年間
の労働は保障されているが、契約期間以内にほとんどは離職する。また、6 ヶ月勤務後、
本工への採用を打診されるが、本工を希望する派遣労働者は少ない。その主な要因の第一
は、労働条件が本工と同様であることにある。契約期間満了前に、自主的に退職する本工
労働者は、経済保障金（退職金）は受け取れない206。転職が頻繁なる農村や地方出身の労
働者にとって、正規契約は、インセンティブとはならない。労働条件に差のない本工の雇
用形態に転換するメリットが少ないのである。尚、派遣労働者は派遣する人材会社に所属
しており、人材会社から労働契約に則り経済補償金は支払われる。 
第二は、長く勤務しても大幅な賃金の上昇が見込めない、技能が養成されない、などに
よると思われる。無錫新区はすでに述べたように、定職に就き長く居住しても、農民工が
無錫都市戸籍を取得し、定着するには高いハードルがある。入れ替わりの激しい、流動的
な地域労働市場が形成されていた。FTM 社の離職率は、これまでは 10％程度であったが、
近年の製造現場の労働者の供給不足は、深刻化している。さまざな経験を積み重ねること
により、技能が養成されるようなキャリア207アップが見込まれる職場ではない。女子労働
者の多数は、短期間で離職することにつながる。 
 
（２）職場の階層構造 
FTM 社は製造職場とホワイトカラー職場が分断された階層構造208が形成されている。
                                                   
206 但し、会社の齟齬による理由（契約内容が実行されていないなど）がある場合は労働 
者からの労働契約の解除は可能であり、経済補償金（退職金）を受け取れる権利がある 
（労働契約法第 4 章第 38 条）。従って、一般的に労働者の都合による自主退職の場合、 
事業主は経済的補償金（退職金）の支払い責任はない。 
207 一般的に職業・技能上の経験を踏まえて、能力を身につけることをいう。 
208 階層分断は格差に起因し、改革開放以前からの賃金政策である固定工制度や八級賃金 
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製造職場は、派遣を含む労働者のほとんどが短期間で入れ替わる流動的な階層であった。
労働者間に賃金格差がもたらされ、労働者の階梯上昇につながるような職能資格制度は適
用されていない。結果、職場の階層構造は重層化していない。本工労働者と派遣労働者の
雇用形態は異なるが、派遣労働者の本工への移動は可能であり、本工と派遣の垣根は低い。
階層間は分断されていない。性別による階層分断もない。製造現場の労働者階層は全社的
には最下位層の階梯に位置し、最も多数の女子労働者が所属する。キャリア形成につなが
らない、不断に入れ替わる流動的な階層であった。しかし、職場の労働環境や単身者の住
居環境は比較的に整備され、地域労働市場における賃金レベルもほぼ平均であり、縁辺的
労働は担っていなかった。 
製造部の製造Ⅰ課・Ⅱ課・Ⅲ課の課長は採用時に管理職位として各課に配置されており、
製造現場からの内部昇進者ではない。いずれも男子で占められている。管理職になれない
女子労働者が多数を占める一般労働者との階層分断に寄与していた。 
 ホワイトカラー労働者の事務職場において、製造職場と同様に長期雇用により、専門職
の技能が磨かれ、職能資格等級が上昇し、管理職の職位に至るような内部昇進制は、現段
階ではみられない。幹部層は日本人で占められていたが、部長職には優秀とされる中国人
である女子労働者 1 名のみが配置された。中国人管理職（製造課含む）の女性比率は 32%
と事務職場の女子比率の 58%に比し低い。会社設立後 8 年弱であり、管理職位のほとんど
は設立当初から管理職として採用された労働者である。内部昇進により登用された管理職
ではないことから、必ずしも、女子への評価が劣位にあり、登用が少ないとは判断出来な
い。ホワイトカラーの労働市場は製造職場とは異なり、供給過剰な買い手市場である。欠
員が生じても短期間に補充ができる（K）労働市場とされる。内部で育成しなくても優秀
な人材の採用は、さほど難しい状況ではない。待遇面でのさまざまなインセンティブの適
応や内部昇進制などによる企業独自の人材を養成しようとする姿勢は、製造現場と同様に
みられない。尚、管理職研修は部門毎に実施されているが、外部機関に依存していた。 
職場の階層構造をまとめると図―4 のようになる。製造職場は、安価な労働力を継続的
に循環させる構造を形成していた。ホワイトカラー職場は一般労働者と管理職の階層が分
断されており、「従業員性」を醸成しつつ、管理職に昇進していくような機能は構築されて
いない。製造職場と事務職場、製造職場の一般労働者と管理職、事務職場内での一般労働
者と管理職、さらに中国人管理職と日本人幹部など、分断的な階層構造が形成されていた。
日本人幹部層をのぞき、各階層には女子が多く存在していた。キャリア形成につながらな
い、離職率の高い女子労働者が多数を占める階層は、分断的な職場の階層構造を基底から
支えていた。多数を占める女子労働者は、FTM 社の維持・発展のための原動力として存
在していた。 
                                                                                                                                                     
制及び、雇用調整も関連すると思われる（李捷生（［2000］39～68 ページ参照）。本研 
究では改革開放以前に遡って取りあげていない。 
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図―4 職場の階層構造          出所：FTM 社調査により筆者作成 
 
４． 労働力再編への模索 
（１）労働力再編の要因 
FTM 社は比較的高い技能や知識を必要としない多くの女子労働者を雇用していた。し
かし、変化が訪れつつある。労働契約法の発効以降の近年、製造現場では労働者の供給不
足と賃金上昇が起きている。労働力供給不足は、内陸部の成長政策による沿海部からの労
働者の移動による（K）。賃金上昇は、労働契約法以降の労働者の権利意識の高まりによる
ストライキを初めとする労働争議209の多発、労働者の所得向上に向けての政府指針の発表
210による地元地方政府の指導、などが要因とされる。農民工を中心とした安価な出稼ぎ労
働力の無限の供給が困難となりつつある211。無錫新区の労働市場も同様であった。 
一方、FTM 社で製造された製品の主要な販売先である日本市場では、消費が低迷して
いる。売上高の減少により、親会社 FT 社が赤字状況に陥った。赤字からの脱却をめざし、
コスト高の神戸本社工場を閉鎖した。生産機能を FTM 社および国内の小山工場に分散移
転しようとしている。販売先も日本国内向けから、中国市場向けに力点を移そうとしてい
る。そのために、製品開発・販売の統括企業を中国に設立した212。中国で市場を拡大する
                                                   
209 2010 年の広東省の本田ストや大連市の日系企業 59 社でストが発生した（2010 年 8 
月 11 日づけ日本経済新聞参照）。 
210 中国人力資源保障部が 2010 年を基点に 2015 年迄、毎年最低賃金の平均上昇率を 13% 
以上とすると発表している（清龍 ChinaPress のホームページ参照）。 
211 日中経済協会・北京パシフィック投資コンサルティングセンター［2006］12 ページ 
を参照されたい。 
212 FT 社 100%出資の中国の統括会社 FTF 社を設立し活動を開始している。中国の現地 
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には、中国現地に適応した製品開発と製品の製造を行う必要がある。製造現場で働く労働
者の技能の養成が求められるのであり、雇用の安定につながるような人事制度への転換が
必須となっている。 
 
（２）新人事制度の適用 
長期雇用をうながし、雇用の安定につながる新人事制度の中心は、製造現場の本工労働
者に職能資格制度を本格的に導入することにある。日本において登場した職能資格制度は、
「従来の職位制度と資格制度を統合し、経営内の職務を調査して、その質によって階層を
編成し、他方で従業員の職務遂行能力を個別に調査区分し、両者を合わせてそれぞれの職
務階層の職能資格者として従業員を編成する制度」213であった。FTM 社は労働者が一定
の経験を経たのちに、監督職位（ゼネラルコース）と専門職位（プロフェッショナルコー
ス）に分け、それぞれに職能資格等級を設定し、技能の養成をはかろうとしている。「職能
資格制度の優位性は、能力概念にあり、職務遂行能力を評価基準にし、職務によってでは
なく、能力によって評価するものである」214とされる。全ての本工労働者に特定の職能資
格等級が付与されることになり、労働者の選別や格付けにつながる。これまで導入されて
いた職能資格等級制度を改革した制度である。人事スタッフ職である女子労働者（大卒）
が、同じ開発区にある在中日系企業の数社をケース・スタディした結果をもとに、作り上
げた（K）とされる。現地の労働市場に適応しようとする姿勢がみられる。新人事制度は、
男女「同一労働・同一賃金」にもとづき、労働者の能力と評価に応じて運用するとされる。 
 
（３）キャリアの形成 
新たな職能資格制度は、企業内部で労働者の技能を養成し、長期雇用を目途として、製
造現場において昇進・昇格制度を確立し、労働者のキャリア形成をはかろうとすること215
にある。労働力の再編成に結びつく。 
 職能資格制度を基盤にした昇進管理は、職能資格上の資格昇進を管理する仕組みと、職
能資格と職階上の役職昇進と関連づけを管理する仕組みの二つから構成される216。 
現段階の計画では、図―5 のように監督職コースと専門職コースに職層区分される。労
                                                                                                                                                     
法人 4 社（FTM 社含む）を統括する機能を担い、現地主導による中国ビジネスの拡大 
を図るとされている（FT 社ホームページ参照）。 
213 津田眞澄編著［1997］津田 57 ページを参照されたい。尚、名称は職能資格制度とは 
異なるが、1960 年代のトヨタや日産のライン労働者に導入されていた（戸塚秀夫・徳永 
重良編［1993］上井 75 ページを参照されたい。）ともされる。 
214 戸塚秀夫・徳永重良編［1993］上井 70 ページを参照されたい。 
215 2012 年 7 月から実施の予定であり、調査以降の実態は把握できていない。  
216 今野浩一郎・大木栄一・畑井治文［2003］畑井・今野 107~108 ページを参照された
い。 
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働者は職能資格 3 級の多能工級になるまでは同じコースを辿る。但し、多能工級は同じ職
能資格 3 級から選抜される。この段階で多数の労働者は外部労働市場に流出することにな
ると思われる。その後、つぎの段階である監督的な仕事と技術専門職に分離される。それ
ぞれの職位到達の標準年数及び技術水準などは不明であるが、S4 及び P4 迄のおおよその
期間を 4~5 年としている。職位と職能資格等級とは必ずしも連動しおらず、同じ職能資格
等級内において、選抜された労働者が上位の職位に格付けされる制度である。 
目的は、製造現場の労働者の処遇に格差をつけることにある。労働意欲を向上させ、「従
業員性」を養い、選抜された労働者の雇用の安定と長期雇用をはかることにある。競争が
激しく、成長が鈍化した日本市場から成熟期に向かおうとする中国市場へ販売先を転換す
るためには、中国市場に適応した FTM 社独自の製品を開発・製造することが求めらる。
内部で中国人技術者の技能を育成・向上させ、熟練労働者を養成することにつながる。但
し、現段階の構想では、監督職コースも専門職コースも管理職にはなれないのであり、階
層を貫き昇進させようとする制度とはなっていない。しかし、製品製造の単純な作業はな
くならない。低賃金で短期雇用の不熟練労働力は、絶えず、多数を確保しなければならな
い。農村からの女子出稼ぎ労働者を主とする派遣労働者の確保は、必須となるであろう。 
事務職場でも、新たに、職能資格制度を導入しよう217としている。これまでは、管理職
は管理職として中途採用された労働者であり、内部から昇進し、管理職になることはでき
なかった。管理職へ昇進できるように、役職制度（職位）と職能資格制度を連結しようと
している。最近は、ホワイトカラー職場の新卒（大学・大学院）労働者の供給過剰もあり、
優秀な新卒社員を少数ではあるが定期的に雇用している。事務職場は製造職場とは異なり、
管理職まで昇進できる制度を導入しようとしていた。「従業員性」をもつような管理職が必
要となり、内部からコアー人材を育成しようとしていた。 
一方、熟練職場の労働力の再編成には、企業にとってはコストアップをともなう。製品
市場の変化に柔軟に対応できるように、現行の作業方式である分割セル生産方式を、例え
ば 1 人で複数の作業を担い、完成部品製造するような作業方式へ転換することも想定され
る218。SCM システム219のコンコンセプトの変更もともなうであろう。雇用する労働者も、
一定の技術や資格を有する技術学校出身者であり、長期雇用が可能な都市戸籍労働者を多
く採用しなければならない。また、FTM 社独自の技能の養成のために、系統的・日常的
なオンザジョブ・オフザジョブの研修制度も構築する必要がある。日常的な職場内の QC
などの改善活動も導入しなければならない。人員の合理化による一時的なコスト削減は想
定されるが、雇用・分配条件の変更により、コスト上昇は免れないと予測される。結果、
                                                   
217 事務職場の職能資格制度の具体的内容は不明である。 
218 1 人セル生産方式とされる。図―7 を参照されたい。 
219 サプライチェーン・マネジメント＝必要な時に、必要なだけ製造、供給すると言う仕 
組みが求められるようなシステム（大河原克行［2003］148 ページ参照）。 
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労働者の労働内容、雇用形態も変容し、階層構造の重層化が一層うながされ、労働力の再
編成につながるであろう。 
 
職層 職位 職能資格等級 職層 職位 職能資格等級 
監督職 
係長 S6 
専門職 
技工 1 級 P6 
係長助理 技工 2 級 P5 
職長 
S5 
技工 3 級 
職長助理 技工 4 級 
P4 班長 S4 技工 5 級 
班長助理 
 
 
一般職 
職位 職能資格等級 
多能工級 3 級 
高級 
中級 2 級 
初級 1 級 
図―5 製造職場の職位と職能資格等級  出所：FTM 社調査により筆者作成 
 
５． 小括 
 
在中日系企業 FTM 社の製造職場は、本工労働者と派遣労働者が混在する半熟練女子労
働力が必要とされていた。その製造職場を支える機能を持つホワイトカラー職場にも女子
正規労働者が半数以上雇用されていた。本章はつぎの 3 点にまとめられる。 
第一は、現在の本工労働者の最初の契約期間は 1 年であり、派遣労働者の契約期間 2 年
よりも短いことと関連する。本工労働者は、正規契約を結んだ労働者であるが、長期雇用
を前提とした本工労働者ではない。最初の契約期間 1 年を経過し、二回目の 3 年契約の更
新を前提として、働こうとするような労働者ではなかった。製造職場の多くの労働者は、
企業の意思とは別に、自ら、短期間で離職する労働者が多数である。労働者を雇用する企
業も長期雇用を前提とするような雇用システムを適用していないため、労働者の流動化を
防ぐことは困難であった。女子労働者の多くは、男子と同様に若年労働者である。年功220
                                                   
220 従業員の仕事能力は、共同体への親和性とバランスをたもつように工夫され、この仕 
事遂行能力とチームワークへの親和性を組み合わせた能力こそが育成・評価すべき能力 
とされ、これが「年功」と名づけられたのである（津田眞澂［1978］103 ページ参照）。 
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を重ねる前に離職するのであり、結婚にともなう出産・育児を経験する女子労働者は少な
い。母性保護は法律に則り規定されているが、適用される女子は少ないのである。尚、派
遣労働者は、労働契約法にまもられ、本工労働者と同じ労働条件が適用されていることも
あり、本工採用に応募する派遣労働者は必ずしも多くはなかった。 
第二は、日本人幹部層をのぞき、各階層には男女「同一労働・同一賃金」が適用される
多数の女子労働力が配置されていたことにある。しかし、階層が分断されており、階層を
貫き存在していない。管理職は管理職として採用された労働者の階層である。ホワイトカ
ラー職場の一般労働者も少数の一部をのぞき、専門職や事務職として採用された管理職に
はなれない労働者の階層である。製造職場では雇用形態にかかわらず、流動的な労働者で
構成され、階層上昇が見込めない、賃金格差の少ない階層構造が形成されていた。ホワイ
トカラー職場と製造職場間では、大幅な格差221が存在する。管理職階層と一般労働者階層
の格差も大きい。日本人幹部層との格差はさらに拡大する。女子労働者は所属する階層の
違いによる大幅な格差を享受することになったが、男女間の格差は見られない。このよう
な階層構造を形成する企業は、「低廉かつ豊富な労働力」を進出動機222とする「労働集約
型」産業に類型化されると思われる。 
第三は、政府の労働者保護政策の実施、経済成長過程、労働市場の変容などの動態的な
要因との関連である。企業創設から数年間は、女子労働力を中心とする出稼ぎ労働者が不
定期に雇用されていた。その後、労働者保護を目的とする労働契約法の発効にともない、
労働契約を締結した正規の本工労働者と派遣労働者の雇用形態に変更された。労働者の多
数が女子であった。しかし、本工は長期雇用を前提とした労働者ではない。年功により技
能の習熟が養成されるような雇用システムが適用されていなかった。近年では経済の持続
的成長と内陸部の経済発展戦略により、沿海部の労働市場の流動化が進行し、労働者の離
職率が高まり、労働力の供給不足をきたしつつある。苦慮した FTM 社は、もろもろの離
職対策を打ち出し、歯止めをかけようとしていた。同時に日本の製品需要の低迷および日
本本社の業績の悪化などに対応した企業戦略の転換に迫られていた。製品販路を日本中心
から中国市場へ拡大するために、中国市場に合致した製品製造に着手しつつある。戦略の
転換は製品コンセプトの現地化、それにともなう、中国人労働者の高い技能の養成が必要
となる。そのためには、従来のような短期雇用から、長期雇用を目途とした比較的高い技
能を持つ労働者の養成に適応した労働力編成は欠かせない。現在、再編成の変容過程にあ
る。 
ここまでみてきたように、これまでの FTM 社は「従業員性」を労働者にもとめること
はなかった。高い技能の養成が必要とされない多数の半熟練女子労働者が男子と同様に存
在する職場を形成していた。しかし、構造転換を迫られている。労働者の技能が養成され
                                                   
221 主に賃金などの労働条件。 
222 安室憲一他［1999］古沢昌之 93 ページを参照されたい。 
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る職場を形成し、中国現地に適応した製品を製造できるのか、比較的高い技能を持つ熟練
労働者を養成するため、男女「同一労働・同一賃金」にもとづき、労働者の能力と評価に
応じた職能資格制度などの新人事制度を適用するとされるが、今までのように女子労働者
が男子と同様に存在するのか、職場の階層構造はどのように変化するのか、などの問題関
心は今後も検証しなければならない。 
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第Ⅲ章 熟練職場の女子本工労働者―PCE 社の分析  
  
前章では，長期の習熟を必要とせず、短期間に作業内容が習得できる半熟練労働力から、
長期雇用により、比較的高い技能を持つ熟練労働力への再編成過程にある日系企業 FTM
社を分析し、そこで働く女子労働者を考察した。本章は大連にある日系企業の PCE 社を
ケース・スタディする。企業創設からしばらくは、短期雇用・低賃金の農村出身の女子出
稼ぎ労働者が多く採用されていた。その後、中国経済の成長に対応するため、技能を持つ
技術学校出身の女子労働者を多く採用し、比較的高度な熟練を養成してきた。生産現場の
作業方式も変容し、熟練職場が形成された。その結果、雇用システムも大きく変容するこ
ととなった。本章はそこで働く主に女子本工労働者に関して考察する。本工労働者は短期
有期雇用の非正規労働者とは異なり、長期的雇用を前提として企業と雇用契約を結んだ正
規労働者である。女子本工労働者が働く熟練職場は、日本では主に男子本工労働者が担い、
女子本工労働者は少数である。 
このような課題設定を支える理由はつぎのようになる。第一は、熟練職場を担う女子労
働者の存在形態に関する問題関心である。女子労働者はアジアに進出する日系企業で大量
に採用され、海外生産における重要性が多くの先行研究において指摘されていることは、
すでに述べた。議論の中心をなすものは、労働市場における流動性及び低賃金労働などの
問題領域に集約されていた223。本章はアジアの生産現場で働く女子労働者に目を向け、と
りわけ彼女らが縁辺的労働を担う不熟練労働者ではなく、本工労働者として採用され、男
子本工労働者と同じく長期雇用制度を適応させるような事例を取りあげる。先行研究が少
なく、実態が明らかでない現状のもとで、このようなケース・スタディは必要不可欠であ
る224。 
第二は、多くの女子本工労働者が働く熟練職場の編成、雇用・分配条件などの雇用シス
テムについての問題関心である。本章で取りあげる PCE 社は、経済成長にともなう、製
品需要の量的・質的増強に対応して、いわゆるベルトコンベアー生産からセル生産への変
革を行った。新たに導入したセル生産は、市場の変化をとらえ、変種変量生産に柔軟に対
応する方式である。従来の「ひとつの商品を大量に生産する」ベルトコンベアー方式とは
異なった作業方式とされている。セル生産の導入は製造現場の労働を、「作業マニュアル通
                                                   
223 本研究で取り上げた以外に、藤井冶枝・渡辺峻編著［1999］吉村真子［1998］柴山 
恵美子・藤井冶枝・渡辺峻編著［2005］蘇林［2005］などの先行研究も参照されたい。 
224 脇坂明［1988］は日本女子労働問題を分析する際に、職場の類型化を行い、高度のス 
キルをもつ女子労働者が集中する職場もとりあげた。筆者もその研究から貴重なヒント 
をえた。脇坂氏がとりあげた女子熟練労働の多くは、特殊な専門職の場合を指しており、 
長期勤務を通じてやさしい職務から難しい職務へと昇進しながら、スキルを低水準から 
高水準に上昇させていくようなケースを取りあげなかった。本章の問題関心は後者であ 
る。尚、先行研究が少ないことは、序章や第１章でも述べている。 
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りの繰り返し作業の労働」から「フレキシビリティを前提とする種々の職務課業をこなせ
る労働」に変容させた。その結果、労働者が多能工化225した熟練職場が形成された。その
熟練職場ではどのような雇用システムが適用されているのか、また、女子本工労働者の存
在が、熟練職場の形成にどう影響しているのか、などの分析が必要とされる。 
第三は、PCE 社を分析対象として取りあげた意義である。序章でも少し触れたように、
日系企業である PCE 社は、日本国内最大の総合家電メーカーP 社と中国遼寧省政府との
合弁企業である。経営権の統括と事業の運営は、P 社から派遣された経営者で行われてい
る。事業は自動車のオーディオシステムの組立製造及び中国国内及び海外の自動車メーカ
ーへの製品供給を主業務とする。よく知られているように、現代中国経済における自動車
産業は、急激なる成長を支える基幹産業である。PCE 社はその自動車関連部品の生産と供
給を担っている大企業である。P 社は日本国内では「日本的生産方式」を包摂する「日本
的経営」226の典型とされてきた企業である。P 社傘下にある PCE 社では、中国労働市場
と取りむすばれる生産現場において、「日本的経営」をどのように移転したのか、あるいは、
どのように組み合わせたのか、また、現地の諸条件に合わせて新たなものを生み出したの
であろうか。これらの日系企業の作業方式を含む経営の現地化問題は、女子本工労働者の
登場による熟練職場形成との関連で重要な視点と考えられる。 
PCE 社を分析対象として選んだ理由は、2 度にわたって訪問する機会をえて、フィール
ドワークを実施した結果、実態分析に必要な 1 次資料等も入手することが、できたからで
ある227。そして、中国に進出する日系企業の雇用システムの研究を今後も、継続的に進め
                                                   
225 藤原は「一人でいくつもの工程に熟知することが必要とされる。生産ラインだけでな 
く保守・修理というかなり熟練した技能・技術と知識を要する領域まで仕事の範囲を広 
げていくことになるのである。―略―多能工化すれば、技術進歩に対しても柔軟に対応 
することができる。ジョブローテーションを欠く事が出来ない」（津田真澂編著［1997］ 
藤原道夫 152 ページ参照）と多能工の性格を規定している。熊沢は「多能工理念を検討 
し、多能工化が少数精鋭化と人員の効率的配置という要請に対する有効な手段として各 
企業において理念化されていること―略―多能工化には、高学歴化『個人主義化』した 
従業員の欲求に適合的な労務管理施策であるという意味付けがなされもすること」（熊 
沢透［1998］255 ページ参照）と指摘している。 
226 戸塚・兵藤らは「日本的経営の特質は終身雇用・年功賃金・企業別組合を三種の神器 
とする『日本的労使関係』に立脚する経営制度の流れを汲むとともに、柔軟かつ効率的 
な生産・作業管理の体制の中に求められる」（戸塚秀夫・兵藤釗編著［1991］序章 9 ペ 
ージ参照）としたように、生産における日本の能率管理システムを論じた。また、ｼﾞｪｰ 
ﾑｽ･C･ｱﾍﾞｸﾞﾚﾝは「日本の会社を特徴づけている経営のあり方は、企業と従業員の関係を 
中心としている。そして終身の関係という社会契約が受けいれられ、守られていること 
が、確認できる。現在も終わっていない」としている。（ｼﾞｪｰﾑｽ･C･ｱﾍﾞｸﾞﾚﾝ.山岡洋一訳 
［2005］117～128 ページ参照） 
227 序章でも概要はすでに述べたが、第１回目調査を 2008 年 8 月 7 日（金）に実施した。 
 中国大連市の調査対象企業の現地工場を訪問。午前 9:00～9:30 に工場内見学。午前 9 
 時 30 分～11 時に日本人総経理 H 氏へのインタビュー、午前 11 時～11 時 30 分、工会 
代表 W 氏へのインタビュー。同日夕刻より案内者の中間管理職（中国人生産現場課長職 
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るにあたって、PCE 社の分析は重要な視座を提供すると思われる。 
これらの問題関心を念頭におき、つぎのように考察を進めたい。1 節では PCE 社の事業
展開を概観し、女子労働者を大量に採用する生産現場の作業方式の変容、それにともなう
労働者の多能工化の展開を分析する。2 節では女子労働者の本工化への本格的な推進を背
景に、職場の雇用システムをどのように適用したかを分析する。具体的には雇用の再編、
労働力編成、研修制度、労働条件などの内容および内部昇進制から検討する。3 節では労
働力構成における階層化のメカニズムや階層構造の特質を考察する。そして職場の階層に
おける女子本工労働者の位置づけを試みる。最後に本章の小括を示す。 
 
１．作業方式の変容と多能工化 
 
作業方式の変容を分析し、労働者の多能工化への変遷をたどり、女子の本工労働者化へ
の過程と要因を考察する。 
 
（１） 企業の概要 
 PCE 社は 1995 年、中国遼寧省（40％出資）と日本の総合家電メーカーP 社（60％出資）
の合弁企業（合弁期限 20 年）として大連市に設立された自動車オーディオ機器や自動車
電装関連製品の加工・組立製造会社である。董事長（会長職）は中国人（非常勤）で、総
経理（社長職）は日本人である。製品供給先は中国国内にある中国企業、日系、アメリカ
系の自動車企業および海外の自動車企業である。海外輸出比率は 38％（2006 年度）とな
っている。2002 年度末の日本人経営者交代を機に、P 社の生産体制が海外事業に適応され、
PCE 社も作業方式の変革が実施された。その後 2008 年に新労働契約法が施行され、従業
員の雇用形態、雇用システムも再編された。これらの変容を契機として、販売体制の増強
がはかられ、今日に至っている。尚、売上高は世界的金融危機の影響で若干減少した 2008
年度を除き、創業以来毎年、伸長している（図―6）。 
                                                                                                                                                     
R 氏以下 R）と R の配偶者とともに会食しながらインタビューを行った。翌日 8 月 8 日 
（土）午前 10 時～12 時に筆者宿泊ホテルにて詳細なインタビューを R に再度実施した。 
第 2 回目調査は 2010 年 8 月 15 日（日）の午後 13 時～16 時 30 分に、中国大連市 R 自 
宅にて、その後の変化及び入手第一次資料についての詳細なインタビューを実施。翌日 
8 月 16 日（月）9:00～9:30 に対象工場を再度訪問し見学した。 
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図―6 PCE 社売上高推移表            出所：PCE 社資料より筆者作成 
 
（２） 労働力構成 
会社創業時は 204 名の労働者でスタートした。その後、生産の伸びに応じ増え 2002 年
度では 505 名となり、7 年間で約 2.5 倍に増加した。労働力は非正規の女子出稼ぎ労働者
が多くを占めていた。正規の本工労働者は、監督職が中心であり少数であった。 
2010 年 3 月末現在、生産規模の拡大により、労働者は約 2700 名（正規労働者 1700 名、
実習生 800 名、派遣労働者 200 名、臨時工若干名）と増加した。正規労働者の平均年齢は
24 歳、女子比率は全体で約 70％である。女子が多いのは、生産現場では比較的に力仕事
を必要としない細かい作業が多く、女子比率が高くなっているためとされている。製造職
場の労働者は、技術学校の新卒労働者が多くを占め、ほとんどが遼寧省や大連市の出身で
ある。尚、日本人社員は総数 11 名（いずれも管理職で男子）である。 
 
（３）作業方式の変容 
PCE 社は 1995 年創業以来、中国経済の発展とともに売上高は増大の一途をたどってき
た。1995 年～2002 年は生産活動の端緒および生産体制の構築期であり、PCE 社の製品市
場も未成熟であった。中国政府は「1990 年代国家産業政策綱要」および付随した「自動車
工業産業政策」を公布（1994 年 3 月）し、自動車産業の育成を開始した228。日本 P 社は
中国政府の動向を見定め遼寧省政府との合弁企業 PCE 社を 1995 年に創設した。中国自動
車産業の漸進的発展と歩調を合わせ、ゆるやかなる成長をはかり、事業規模を拡大してき
た。当時（1995 年～2002 年）の製造現場ではベルトコンベアー生産（ライン生産）を基
                                                   
228 丸川は「自動車工業産業政策は大企業を中心として業界を集約していく方針や、有力 
企業の支援策、関税による保護、自動車消費の奨励策を通じた市場の拡大など、明確な 
支援と保護の方針が盛り込まれていた」と述べている（丸川知雄［2004.4.9］ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 
報告参照）。 
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礎とする作業方式が導入されていた。 
主な供給先は日本国内の自動車企業であり、製品の開発と製造も日本の技術に依拠した
ものであった。日本から供給された部品を組み立て生産する工場であり、高度な技術も労
働者の熟練もそれほど多くは要請されていなかった。女子が多数を占める単純作業をくり
返し行う、単能工の職場を基礎にした作業工程を編成していた。中国は 2001 年 WTO（世
界貿易機関）に加盟し、生産体制に拍車がかかり、2002 年度自動車生産台数 325 万台、
内、乗用車生産台数 100 万台（前年比 155.33％）229となり、自動車市場に変化が訪れつ
つあった。その後、中国経済が高度成長期を迎えるなかで、2006 年度には自動車生産台数
が 700 万台230を突破し、アメリカ、日本に次いで世界第 3 位を占めることになった。 
PCE 社は中国の自動車増産に対応した生産・販売体制の確立を急務として、2002 年度
末に 40 歳なかばの日本人経営者（総経理 H、以下総経理 H）を派遣した。これまでの経
営者（総経理）は日本 P 社の定年前の社員が就任しており、いわば「最後のご奉公」とし
ての「論功行賞」的職務であったため、企業変革には消極的であった。総経理 H は香港・
台湾に勤務した経験がある技術畑出身の幹部社員であり、日本 P 社の了解のもとに改革に
乗りだした。改革の根幹は、これまでのベルトコンベアー生産をセル生産に変革するとと
もに、物造り改革の「セル生産+オリジナル生産231体制」を構築し、品質の高い製品を効
率的に生産することであった。 
日本 P 社の工場では 2002 年 3 月末までに、すべてのセット事業で「小品種大量生産」
のコンベアー生産を中止し、セル生産（図―7）を導入していた。PCE 社においても 2003
年に生産量の増大と品質の向上を目指し、「セル生産+オリジナル生産」にもとづく新たな
作業方式が導入された。作業方式の変革と並行し、熟練労働者の養成を視野に入れた雇用
システムも導入され、労働者の技術力と意欲の向上をはかることとなった。技術と意欲を
もった熟練労働者の養成には一定の期間が必要とされるために、労働者を有期の短期雇用
（非正規労働）から長期雇用（正規労働）に徐々にシフトしていった。 
2003 年度以降、2006 年度迄の PCE 社の売上高は、毎年、対前年度比 20～30％伸長し
た。2007 年度には、売上高は 20 億元を達成し、経営基盤が強化された。女子が多くを占
める労働者も 2000 名（実習生含む）を超えた。PCE 社は新しい日本人経営者の就任を契
機に中国市場での生産増強に対応する生産体制を構築していった。製造現場では労働者の
多能工化が促進され、熟練職場の形成が必須となった。男子よりも多い女子本工労働者が
その中心を担いつつあった。 
                                                   
229 2002 年度『中国汽車工業年鑑』を参照されたい。 
230 2006 年度『中国汽車工業年鑑』を参照されたい。 
231 PCE 社一次資料（社内向け説明書）によれば、「SCM（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）、環境 
マネジメント、高品質のグローバル No.1 コストを充足する生産方式」と記されている。 
67 
 
＊組立職場では、1人か数人の作業員が部品の取り付けから
組み立て、加工、検査までの全工程（1人が多工程）を担当す
る生産方式。部品や工具をU字型などに配置したセルと呼ば
れるライン（作業台、屋台）で作業を行う
 
図―7 セル生産方式の概略 
出所：PCE 社 2009 年生産革新実践ガイドブック・藤井正男［2005］を参照し筆者作成 
 
（４） 多能工化 
ここではセル生産の導入にともなう労働者の多能工化の転換過程を探る。セル生産は作
業者のモチベーションに多くを期待する作業方式である。P 社セル生産ガイドでは、「モチ
ベーションを維持する仕組みが必要であり、物理的・科学的規制も併用しなければならな
い。―略― 従業員の活性化を図り、知恵と工夫を引き出し、日々進化する生産システム
として、環境の変化に柔軟に対応することである。従って、人のモチベーションに依存し
ており、生産性向上に向けての意識改革とそれに従った行動が必須である。」と規定されて
いる。 
セル生産について伊佐は「自律分散型の生産システムであり、変化を反映した人事制度
の設計の必要性や、女性や高年齢者などを含めた『人にやさしい』生産方式となるような
人間工学的な観点からの作業設定の重要性が含まれる」232とした。従来のフォ－ドシステ
ムとしてのベルトコンベアー生産とは異なる人事制度、作業基準の転換の必然性を主張し
た。セル生産のメリットは変種変量生産に対応できる「フレキシブル性」と「設備投資の
大幅削減」であり、しかも「改善活動」を通じ労働者により、作り方（組み立て方）を変
えていくことが出来る233とされる。このような作業方式は日本的方式とされ、労働者の柔
軟な職務構造を基本として、労働力が編成された。 
                                                   
232 伊佐勝秀［2005］3 ページを参照されたい。 
233 大河原克行［2003］146～152 ページを参照されたい。 
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各工程の担当作業では、一定の時間内に複数作業を実施しなければならない、いわゆる
「作業標準」が労働者に与えられた。そして、労働者の担当作業は熟練度によって異なる
こととなった。尚、労働者は「座って労働する」から「立って労働する」作業に一部の検
査部門をのぞき変更されることとなり、肉体的な荷重が付加された。労働者は単純作業の
反復労働から、複雑な作業技能を習得し、日々改善をともなう労働をしなければならなく
なり、技術力や意識の変革を求められた。ベルトコンベアー生産において作業別に編成さ
れていた労働内容が、肉体的にも精神的にも複雑な対応が必要とされる業務に変更され、
労働者が多能工化され、職務・職能別に編成された。 
すでに述べたように PCE 社では女子労働者が 70％を占めている。多能工化の過程にお
いても一部の職場（筋力を必要とする実装製造部など）をのぞき、女子が多くの職場を担
った。企業の成長により労働者数も増加したが、成長に対応して作業方式も変容すること
になり、熟練職場の労働者も多能工化がはかられた。多能工化により雇用される労働者も
一定の技能と意欲を前提とされることとなった。 
 
２．女子労働者の本工化と雇用システム 
 
多能工化された熟練職場で働く女子労働者は、男子労働者と同様に、徐々に本工化され
た。本工化された女子労働者を支えたのは、主に制度としての内部昇進制を含む雇用シス
テムであった。本節では日系企業が雇用システムをどのように現地化し、また日本では見
られないどのような新たな制度を導入したのか、その制度をどのように作りあげたのか、
などを考察し分析する。 
 
（１） 雇用の再編 
労働者の多能工化の進行により、女子の本工労働者が徐々に増加していた。2008 年 1
月に労働契約法が施行され、PCE 社も労働契約法に従い、長期雇用体制を推し進め、実習
生、派遣社員、一部の清掃要員や倉庫要員、などをのぞく非正規労働者を正規労働者であ
る本工労働者に全面的に転換させることになった。短期間の雇用しか保障されていなかっ
た、技術学校出身の生産現場の女子労働者が、不安定な非正規労働から正規労働への選択
権をえたのであった。 
本工労働者の雇用契約上の契約期間は、一般労働者 3 年（管理職 5 年）とされ、3 年目
以降は原則、労働者本人の職務実績と意欲、能力が上司に評価された結果、雇用継続が可
能となる。しかし、労働者に対する企業評価が標準を下回らない限り、雇用契約は更新さ
れるのであり、一部の成績不良者をのぞき、多くの労働者は長期雇用が保障されることに
なり本工化されたのである。 
製造現場では技能を習得した技術学校の新卒者（実習生含む）が多く、中卒者は現在採
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用されていない。就職応募者の多くは女子であり、多くの日本の大企業のように男女別採
用枠もなく、試験の成績（筆記・面接）により採用される。結果、採用者の多くは女子で
占められていた。毎年 10 名前後の大学新卒者が入社試験を経て採用されている。高卒と
同様に男女別の採用枠は設定されていないが、女子は入社試験の成績が上位のため、女子
の採用が多くなる傾向にある。幹部候補生（管理職）採用では、グローバル採用と称する
日本P社の採用システムを活用している。日本での優秀な中国人留学生（大学院修士以上）
を毎年 2 名程度新卒で採用しており、競争率も高く、「買い手市場」（総経理 H）である。
グローバル採用者は入社 1 年～2 年以上製造現場で勤務した後、１年間におよぶ課長職登
用試験の受験資格が与えられ、期間中、各種試験に合格すれば課長職となれる。 
多くの新卒者の採用は、外部労働市場からの直接の参入（他の企業から）を抑制するも
のである。労働者の熟練形成を基礎にすえ、労働者の企業内人材育成に貢献している。こ
うして、多数の女子本工労働者が存在することとなった。 
日本では女子労働の特有の問題として指摘されるひとつに、すでに述べた氏原のいう
「腰掛け的」労働がある234。今日においても結婚年齢の後退等による変化はみられるが、
女子が男子に比し、勤続年数が短く235、その構造は継続されている。ここでは詳細な分析
は控えるが、女子の「腰掛け的」労働は、需要側に結婚後も働ける出産休職（休暇）制度、
育児休職（休暇）制度などの環境を整備していないこと、継続労働が困難な企業環境にあ
ること、例えば、結婚する女子や既婚者に対する退職強要につながる背景要因（既婚者に
不利な評価制度や会社規則及び職場環境など）の存在、供給側では、家庭内において女子
の家事分担が多大であること、女子と男子が分担し、家計をささえる意識が希薄であるこ
と、さらに、子供を育てる保育所等の社会環境が未整備であること、などに起因すると思
われる。女子は勤続年数が増し、種々の経験を経て、熟練度が上昇しても男子に比べ賃金
が上がらない236。結果、女子労働者の離職がうながされ、「腰掛け的」労働にならざるを
えない実態にあった。 
中国で事業展開する PCE 社では、「腰掛け的」女子労働者は少ない。一般的に認識され
ている中国の女子労働者は、縁辺的な農民工（出稼ぎ労働者）をのぞき、技能と意欲を持
                                                   
234 「学校を卒業した後には多数が雇用労働の機会を求めるが、雇用労働は結婚前の数年 
間だけであって、結婚の時期がくれば退職し家庭に入り、他の新しい労働者と交代する」 
（氏原正治郎［1966］175 ページを参照されたい）。尚、本研究第 1 章の 3．でも取り 
あげている。 
235 正社員男性の平均勤続年数は 13.4 年で女性のそれは 9.4 年で 4 年の開きがある。尚、 
賃金は正社員男性 337.4 千円、女性の賃金は 244.8 千円で 92.6 千円の差がある。（厚生 
労働省平成 21 年賃金構造基本統計調査ホームページ参照）。 
236 「性、年齢階級別賃金」データでは男子は年齢上昇により賃金も上昇。女子は年齢上 
昇により賃金は上昇せず。男子ピーク412.4千円（50~54歳）、女子ピーク250千円（45~49 
歳）とある。（前掲ホームページ参照）。 
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った労働者である。家庭内においては男子よりも多く家事を担っている237にもかかわらず、
社会的には男子と同様に自立した意識を有する労働者である238とされる。 
PCE 社の女子労働者の出自は PCE 社所在地の遼寧省や大連市であり、当該地域の技術
学校、普通高校（近年は少ない）卒業者の多くで占められ、男子本工労働者と同様に技能
と自立した職業意識（階層上昇志向や専門分野進出意欲など）を有している。結婚を機に
離職する女子労働者は少なく、結婚年齢も日本に比べ低い（総経理 H）のである239。尚、
馬は中国女性が結婚・育児期に就業できる理由を１．国有企業内の保育所、国有保育所、
民営保育所等の保育施設が完備している、２．育児期の女性労働者は両親や親族から育児
援助が受けられる場合が多く、祖父母系が面倒をみる風習が定着している、240とする。 
 
（２）労働力の編成 
熟練職場の形成過程を考察するために、自動車音響工場部製造Ⅱ課（図―9）PCE 社組
織図参照における生産工程の労働力編成の実態を現地聞き取り調査にもとづき略図化した
（図―8 生産工程概略予想図）。１グループは 4 人～6 人で、それぞれが複数の作業を担い、
作業終了後は、つぎの作業工程に半製品を送る。半製品は単純労働に属する「やさしい職
務」の工程から、次第に「よりむずかしい職務」の複雑労働工程に移動してゆき、一定の
標準時間内に製品ができあがるのである。他のグループへ労働者を移動させるローテーシ
ョンも行われた後、熟練度のより高い他工程作業に労働者は配置される。こうして他のグ
                                                   
237 中国男性はよく家事をすると言われるが、家事労働の分担割合は 2000 年調査によれ 
 ば、1 日の家事に費やす時間の全国平均は女性 4.01 時間、男性 1.31 時間であり、日常
的な家事（食事支度、食器洗い、洗濯、掃除）は女性負担の割合が大きい（何燕侠［2005］
177 ページ参照）。 
238 1949 年の社会主義革命により家父長制が解体され、男女平等政策の実施、女性の権 
利強化のための中華全国婦女連合組織が成立した。改革開放以降は（1978 年～）女性保 
護規定も整備された。市場経済化（1992 年～）以降は農民工女子労働者の「下崗」（一 
時帰休）問題や一次的な「婦女回家」（家庭に帰り家事を担う）運動はあったが、労働 
契約法（2008 年）の施行もあり女性労働者保護が進み、女子労働者の継続就業行動は維 
持されているとされる（石塚浩美［2010］21～41 ページ参照）。また、結婚後は男が 
外で働き女は家庭を守るべきと考える女性は少数であるとする大連市の調査結果もあ 
る（平田トシ子［2006］34 ページ参照）。 
239 女子 23.49 歳が結婚平均年齢（中華人民共和国国家統計局ホームページ国家人口計画 
出産委員会統計［2010］参照）。尚、日本は 29.5 歳である（厚生労働省ホームページの 
人口統計調査［2005］参照）。 
240 馬欣欣［2011］37～38 ページを参照されたい。尚、石塚は日中の有配偶女性の就業 
形態別割合を分析している。中国では専業主婦 7.2％、正規従業員 47.9％、臨時従業員 
10.2％である（2004 年）。日本では専業主婦 49％、正規従業員 15％、非正規従業員 22％ 
となっており、日中の違いを明確にした（2007 年）。中国都市部の男女の労働力率（20 
歳～44 歳）は、男子が 90％後半であるが、女子は 80％であり差がある。日本の場合は 
M 字型であり若年層（20 歳台）は高いが、30 歳～40 歳は 60%を超える程度で中国との 
差は大きい（石塚浩美［2010］93 ページ、225 ページ、229 ページ参照）。 
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ループや別工程の各種作業に従事するなかで熟練を磨いてゆく。磨かれた熟練度に応じて、
職能資格等級（表－7）が決められる。種々の職場を経験し、各作業をマスターした熟練
労働者として、各グループには担当の予備員（リリーフウーマン及びリリーフマン）が配
置される。通常 2～4 グループ毎に 1 名とされている。それらの予備員の上司として、予
備員数人を統括する班長および係長が監督職として配置される。 
製造現場の実装製造部（製造Ⅰ課）は体力を要する基板製造が主な職務であるため、女
子本工労働者の比率は約 40％と低い。但し、課長職は女子（大卒）である点が注目される。
製造Ⅱ課、製造Ⅲ課が所属する PCE 社の主力職場である自動車音響工場部は、女子労働
者の比率が約 70％を超えており、監督職である予備員・班長・係長の女子比率も高くなっ
ている。製造Ⅱ課の課長は女子で、係長は 8 名の内女子は 6 名、班長は 30 名の内女子は
20 名、予備員の女子比率は 70％前後（人数は不明）である。労働者の職場編成は、労働
者個々人の能力・業績評価と関連する。熟練職場は作業内容や作業時間が標準化されてい
るために、労働者個々の能力評価基準の標準化も可能であり、毎月の人事評価は管理者の
恣意性ができるだけ排除された（表－6 製造課奨励金）。女子本工労働者は、実績と能力お
よび意欲により男子労働者と同様に評価され配置されている。こうして、多数を占める女
子本工労働者は男子と同様に職場編成された。製造Ⅱ課における課長、係長、班長、予備
員のキャリアの詳細は不明であるが、学歴は高校卒（技術学校、普通高校）とされている。 
難易度低い仕事 ➔ 難易度中程度の仕事 ➔ 難易度の高い仕事
金 予備員 女 杜 予備員 男 高 予備員 女
1班燕班長 李 朱 劉 登 ⇒ 郭 丁 梁 長 ⇒ 徐 宋 邵 趙
女 予備員 予備員 予備員
黄係長 2班　班長 ⇒ ⇒
女 女 予備員 予備員 予備員
3班　班長 ⇒ ⇒
女 予備員 予備員 予備員
４班　班長 ⇒ ⇒
男 予備員 予備員 予備員
製造Ⅱ課
劉課長 王係長 ５班　班長 ⇒ ⇒
女 男 男 予備員 予備員 予備員
６班　班長 ⇒ ⇒
女 予備員 予備員 予備員
７班　班長 ⇒ ⇒
男 予備員 予備員 予備員
程係長 ８班　班長 ⇒ ⇒
女 女 予備員 予備員 予備員
９班　班長 ⇒ ⇒
女
図-8　生産工程概略予想図　　　出所： PCE社総経理及び製造課長聞き取り調査より作成、名前は仮名
（３）研修制度の導入 
PCE 社は作業方式の変容に対応した労働力編成を行い、柔軟で効率的な生産体制を構築
した。生産体制を効率的にするには労働者の熟練の養成が必須であった。セル生産の導入
にともなって、全ての本工労働者を対象として、日本の事例をもとに総合的な研修制度が
適応、導入され、熟練養成がはかられた。個々の熟練労働者の基礎技能や新しい技術、そ
して企業への帰属意識を含む労働意欲などの多くは、職場内のオンザジョブ・オフザジョ
ブ研修により習得・習熟された。職場内研修の特徴は、「非公式制にあり、その過程は『浸
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透』・『実施』・『経験』、あるいは昇進ラインに沿っての段階的出世などさまざまに表現され
るのである。研修の指示は監督者、現職の労働者、近接職務の労働者によって与えられる」
241とされ、研修は熟練職場をつくりあげるための必然要素となっている。  
研修制度の内容は、PCE 社資料によれば、つぎのようになる。第一は、新人（新卒労働
者）に対して、労働現場に就労するまで 19 項目に及ぶ研修課程242を延べ一人平均 80.5 時
間、約 10 日間の研修を課した。尚、分類されたそれぞれの研修課程終了後は試験を受け、
合格すればつぎの研修に進む。しかし、最近では労働力供給不足もあり、合格ラインを引
き下げ、現場への就労の遅延を防止している。新人（新卒労働者）は一定の企業教育を受
けることを前提として就労するのであり、熟練職場の新規の労働力となる。 
第二は、一般労働者に対して、毎月四項目243の短時間（１回 30 分～60 分）の研修に参
加させている。そして、研修の一環として、１年間を四半期（1―3 月、4―6 月、7―9 月、
10―12 月）に分け、期間の月末毎に筆記と実務の試験を課し、技能の向上をはかっている。 
第三は、中堅労働者244に対して、会社の長期的発展をはかるための人材育成を目的に各
所属部門が、5 年間におよぶ育成計画を作成している。育成計画に 2008 年の本工化以前
にはなかった日本のマザー工場245の派遣研修が新たに導入された。マザー工場への研修は
中国人従業員が日本企業の制度や慣行などを学ぶとともに、日本の技能・技術を PCE 社
に移転させようとするものである。親会社の経営思想（経営理念）を教育され、労働慣習
を体験する。マザー工場で学んだ技能を PCE 社生産職場で発揮し、他の労働者を指導す
る担当者を育成しようとするものであり、日系企業の現地化へのプロセスの一環であった。
個々の労働者は策定された計画に従い、各種研修、担当業務の変更や職場の移動も実施さ
れ、キャリアを重ねてゆく。育成計画に対する進捗状況は、各部門長および人事部がフォ
ローする体制にある。 
第四は、班長・係長の監督職に、年間 17 項目の研修を毎月順次課している。それぞれ
の研修修了試験で一定の成績を収めなければ再度の研修となる。 
第五は、全労働者（実習生含む）を対象に、研修の一環として職場懇談会が毎月１回職
場毎（製造現場では班別）、スタッフ職場では課単位で実施されている。各懇談会には経営
幹部が必ず参加しており、労使双方向からの意見交換も行われる。職場の不満解決などの
労使問題に関する苦情処理機能を果たすとともに、職場の生産性に関連した改善活動、企
業理念の醸成にもつなげている。尚、毎週 1 回 2 時間以内で業務（残業手当あり）として
実施されるグループ毎の職場改善活動（QC）の内容は、職場懇談会で報告されている。
                                                   
241 P.B.ﾄﾞｰﾘﾝｼﾞｬｰ、 M.J.ﾋﾟｵﾚ 白木監訳［2007］20～21 ページを要約した。 
242 行動教育・標準教育・安全教育に分類されるオンザジョブ、オフザジョブの研修。 
243 製品製造（生産）、標準化動作分析、作業標準向上、品質管理などに関する項目。 
244 入社 10 年未満の 30 歳前後で、生産現場及び事務部門の従業員を指している。 
245 詳細は本章 3―(1)―2）で述べる。 
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PCE 社では一般消費者、原料・製品供給企業（サプライヤー）などの外部向けに研修制度
の一環として、これらの職場懇談会を紹介、説明している。その実態は労使協議制の機能
を果たすとともに労働者の勤労意欲の向上をはかる役割を担っており、経営者が重要視し
ていることがうかがえる。 
これらの「職場内活動は、日本企業の能力主義が職務能力の他に『集団内親和能力』を
重視するもの」246とされ、日本国内の男子本工労働者を対象とする人事管理手法を女子が
多数を占める中国の熟練職場に移転し、適応していると思われる。 
研修制度は作業熟練度の向上だけではなく、労働者の「仕事の達成感＝満足」にもつな
がるものとされている。研修の際には、日本P社の経営理念が参加者全員で必ず確認され、
企業忠誠意識を労働者相互及び経営幹部と労働者間で高めている。種々の研修は日本の雇
用システムを適応させ、労働者の「従業員性」を深めつつ、生産現場の熟練度を向上させ
る要のひとつとして作用している。 
 
（４）労働条件の改善 
 女子本工労働者は職場のローテーションや研修と日々の労働により、男子と同様に能力
向上がはかられ、熟練が養成された。本節は女子が多くを占める熟練職場の本工労働者の
労働条件に関して考察する。 
１）賃金 
①月例賃金 
一般労働者の賃金は基本給（能力貢献給）＋残業代＋奨励金＋諸手当（家賃・暖房・旅
行）＋補助（夜勤手当・外国語資格手当で構成されている。生活給としての扶養手当（配
偶者・子供対象）はない。基本給247は職能資格等級別248に決められており、ボーナスに直
接反映される。2010 年度現在、入社 1 年目の新卒（技術学校、普通高校労働者）の賃金
は、基本給（能力貢献給）1050 元、奨励金 100 元（標準評価）、諸手当約 400 元（家賃手
当・暖房手当・帰省手当・旅行手当）で概算合計 1550 元となっている。基本給は PCE 社
所在地大連市甘井子区の 2010 年度最低賃金基準 900 元249より、150 元高い。しかし、地
元ローカル企業の基本給とほぼ同様である（PCE 社男子課長職 R 氏、以下 R）。尚、監督
職および管理職は、資格に応じた能力貢献給と職責手当（監督職・管理職手当）の合計が
基本給となっている。 
給与明細書（表－5）では住宅積立金が記載されているが、住宅購入支援として住宅積
                                                   
246 日本経営学会編［1978］高田馨 68 ページを参照されたい。また、津田は日本的経営 
の人事労務管理原則として、集団親和力の開発に言及している（津田眞澂［1978］264 
ページ参照）。 
247 給料明細には基本給を能力貢献給（日本語訳）と記載されている。  
248 具体的金額及び要件は不明、等級は後掲表―7 を参照されたい。 
249 日本貿易振興機構大連事務所編「大連市人民政府弁公庁の通知」［2011］を参照した。  
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立金制度がある。積立額は基本給の 40％で会社 25％、本人 15％をそれぞれ負担している。
蘇州ハイテク開発区にある企業の調査事例250と比較して、PCE 社の会社負担割合は高く、
金額も多い住宅積立金制度となっている。勤続 3 年以上勤務者に制度が適用される。住宅
積立金制度は労働者の福利を高める機能をもつとともに、労働者の企業定着を促進してい
る。労働者の長期雇用をうながし、熟練職場の形成に貢献する役割を果たしている。尚、
日本大企業では世帯主対象（主に男子）の住宅手当、住宅購入時の低金利のローン適用補
助などがあるが、日本とは違い PCE 社では、世帯主の有無もなく男女共に適用されてい
た。年毎の賃金引き上げ額は、前年の物価上昇率、地域最低賃金額、他社動向、大連市の
指導方針などを加味し、最終的には株主総会（董事会）で決定される。2009 年度および
2010 年度は、それぞれ 4％、6％引き上げられた。尚、PCE 社工会は経営者と賃金交渉を
行うが、大連市政府や全国総工会の通達・指示が重要視される（総経理 H）ことから、企
業工会の関与は限定的と思われる。 
 
表-5 給与明細書（男子課長職 R）2010 年 7 月度 単位：元 
基本賃金            諸手当         各種保険、税金等の控除 
能力貢献（基本給）     残業代（一般社員適用）  養老保険   686.36 
4730        奨励金（一般社員適用）  失業保険   85.77 
職責手当（管理職手当）   家賃手当 135      医療保険   207.45 
1620        暖房手当 115      住宅積立金  625.31 
            旅行手当 200       所得税   643.28 
              （春節帰省手当） 
            管理手当 400        
小計  6350        小計   850      小計（控除） 2248.17    
休暇 
病気 
欠勤 
その他補助 470（夜勤、外国語等）                                                
計   6820         総合計 7670     総支給額    5421.83   
出所：R の給与明細（中国語原文から筆者日本語訳後に作成）、（ ）内は筆者付加 
＊R は勤続 5 年の 32 歳（日本の大学院修了）。ボーナスは能力貢献（基本給）+職責手当
（管理職手当）×月率。家賃・暖房・旅行手当は資格等級別に規定。 
 
                                                   
250 「賃金総額にあたる 8％～12％は企業負担であり、後の 8％～12％は従業員負担であ 
る。従業員の負担分は賃金から控除される形で確保される」（李捷生［2007］22 ページ 
参照）のであり、負担率はそれぞれ 50％である。 
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②ボーナス 
ボーナス支給額は企業業績と個人の業績評価を連動させ、経営の裁量で決められている。
2008 年度の年間平均支給率は、月給（基本給）+職責手当の 8 ヶ月分（最高月率 10 ヶ月、
最低 4 ヶ月）が支給された。2009 年度は前年度の世界的金融危機による業績ダウンの影
響を受け、平均支給月率は 5 ヶ月であった。総経理 H は「本給主義（月例賃金）が基本で
あるが、ボーナスで社員に報いている」との認識をもっている。変化の激しい中国労働市
場を考慮し、ボーナスで適応していると思われる。 
③ 奨励金制度 
一般労働者の給与は、基本給、奨励金（表―6 製造課奨励金）および諸手当から構成さ
れているが、奨励金は毎月前月の評価で決定される。評価は標準的作業251を基準として単
純化・相対化されている。その基準は明示され、構成比率に応じて配分されている。標準
評価 C が対象労働者職場（所属の課）の 65％を占めるのであり、労働者個々人に対する
絶対評価ではなく相対評価となっている。優秀者と標準者との支給額の格差は、50 元と少
ない。短期的な業績評価を重視しないグループ内のチームワークを優先する、日本でよく
みられる管理手法であると思われる。毎月の労働者個々の評価結果は、課毎に社内掲示一
覧表で公開されている。監督職（班長・係長）の部下に対する管理実態も全社員が把握で
きるのであり、双方向からの透明性のある制度となっている。公開方式は日本ではみられ
ない。また、成績の優秀な労働者を積極的に評価する制度ではなく、現場でのミスによる
欠陥品の製造を減らすのが第一義的として運用されている（総経理 H）。従って、成果に
応じた高い処遇を望む中国方式とはなっていない252。評価結果は翌年のボーナス評価や昇
進・昇格にも連動し、短期的に賃金に反映させるだけではなく、長期的にも反映させる評
価方式253である（総経理 H）とされる。奨励金制度は労働者の金銭的欲求に対して若干の
貢献をするとともに、評価結果を公表することにより労働者間競争も意識させ、作業工程
における労働能率の向上を刺激している。評価基準には男女差がなく評価結果も公開され、
労働者間及び男女間の公平性は、担保されている。 
PCE 社の賃金体系は、ボーナスが毎月の賃金を補填・調整する役割を担っているが、賃
金は中国ローカル企業と同様のレベルであった。欧米外資系企業の賃金レベルより低く、
従業員は不満を抱いている（R）。長期雇用を視野に入れ、熟練職場に対応した人事管理を
行い、安定した利潤計上を目指す PCE 社にとって、地域労働市場の賃金相場との比較問
題は、今後の労使関係にとって重要な課題として残される。 
 
                                                   
251 それぞれの担当作業により作業基準（時間、作業目標数、具体的作業内容など）が設 
定されている。 
252 安室憲一他［1999］古沢昌之 143 ページ及び 145 ページを参照されたい。 
253 ボーナス査定（評価）および昇進・昇格の基準は不明である。 
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 表―6      製造課奨励金                 単位：金額 元 
比率 ％ 
要素 評価 内容 支給金額 構成比率 
全勤・質量ミス
ゼロ・目標 100%   
達成                  
A 優秀 150 10 
出勤 96%以上・
その他同上 
B 良好 120 20 
出勤 90%以上・
その他同上 
C 標準 100 65 
病欠 3 日・急用
休日 2 日・その
他同上 
D 要努力 50 5 
病欠 3 日・急用
休日 3 日・その
他同上 
E 要努力 0 0 
出所：ＰＣＥ社資料より筆者作成 
２）労働時間 
 賃金とも関連する製造現場の労働時間は、1 日実働 8 時間、休憩は 2 時間毎に 10 分休
憩が午前と午後の計 2 回あり、昼食休憩は 50 分である。標準の勤務時間帯は 8:00～17:10
である。1 週 40 時間で土・日休みの週休 2 日制であり、繁忙期には昼夜二交代制や土日出
勤がある。尚、妊娠中の女子労働者の夜間勤務は免除される。また、昼夜二交代制は生産
方式が変革された 2003 年度から導入され、繁忙期に適用されている。残業は時期により
変動があるが、繁忙期は毎日１時間～2 時間程度、平常期は週に 2～3 時間前後ある。残業
の内容は繁忙期の生産業務、毎月の職場懇談会、定例会議の延長、職場改善活動（QC 活
動）、職場研修などである。労働時間については他社と比較して、特別なインセンティブは
みられない（R）模様である。 
３）その他の労働条件 
PCE 社は労働者の本工化の過程で女子労働者を中心に、意見を吸いあげ、福利厚生に反
映させた（総経理 H）とされる。 
① 定年問題 
定年年齢は男子 60 歳、女子 55 歳であるが、1995 年創業のため、現在のところ定年退
職者は発生していない。一般的に、中国では男子 60 歳、女子 50 歳（幹部職は 55 歳）が
定年年齢であるが、PCE 社では女子が 5 歳高く設定されている。尚、女子が男子よりも早
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く定年を迎える理由には科学的根拠はないと考えられるが、中国では一般的に「男性に比
較し家庭責任がある分、女性は働き過ぎだ」とされており、女子の定年を男子と同様とす
べきとの女性の声は小さい254。 
② 寮・食堂設備 
工場内には寮（男女別）が設置され、１部屋には 6～8 人が居住している。シャワー・
トイレは共用。昼食は会社負担（会社食堂）であるが、朝食、夕食は一回 5 元の個人負担
である。尚。会社食堂の料理内容（献立・味）は女子労働者へのアンケートが反映されて
いるが、幹部社員も同じ食堂を利用し、チェックし、改善にむすびつけている。大連市近
郊出身以外の多くの女子を中心とする単身若年労働者が居住しており、夜勤・残業に対処
できる出勤体制の維持と緊急時の労働力供給にも貢献している。 
③ 休暇 
有給休暇は 10 年以内勤務の労働者には年 5 日、10 年以上 20 年迄は年 10 日、それ以上
は年 15 日の休暇が与えられる。尚、基準は法律に準じており、休暇に関する温情的措置
は、みられない255。特別休暇は結婚休暇 10 日、忌引き休暇（親戚の葬儀の為）3 日、子
供の出産休暇 7 日が規定されている。 
④ 退職金制度 
経済補障金として退職金制度が規定されている。労働契約法にもとづく内容で長期雇用
をうながすことにつながっている。 
⑤ 永年勤続表彰制度 
永年勤続表彰で記念品が贈答される。対象者は勤続 10 年、20 年、30 年の社員で、長期
雇用を志向する PCE 社の意思表示として適用されている。 
⑥ 親睦会 
 工場全体、各部毎など、それぞれ年に数回開催され、幹部と労働者間および労働者相互
の親睦に貢献している。尚、費用は会社と企業工会が負担している。 
４）女子特有の労働条件 
女子労働は各種法律256により保護されている。労働契約法では、妊娠・出産・母乳時の
契約解除が禁止される解雇規制257が明確にされ、母性保護が強化された258。PCE 社は女
                                                   
254 原ひろ子・前田瑞枝・大沢真理編［1996］前田瑞枝 163 ページを参照されたい。 
255 従業員年次有給休暇条例（2007 年第 3 条）と同様の基準である。 
256 新憲法（1982 年）、女性労働者保護規定（1988 年）、中華人民共和国婦女権益保障法 
（1992 年）、労働法（1995 年）を参照されたい。尚、2012 年に女性労働者保護規定が 
改訂され、出産休暇の規定が 98 日に変更されている。 
257 労働者が次のいずれかに該当する場合は、使用者は本法第 4 章 40 条・第 41 条の定め 
による労働契約の解除をしてはならない（労働契約法第 4 章 42 条）とある。その第 4 
項では、「女子労働者が妊娠期間・出産期間・授乳期間にあるとき。」と規定している。 
尚、第 4 章第 40 条・41 条は契約解除の要件が規定されている。また、中華人民共和国 
婦女権益保障法［1992］第 25 条にも同様の解雇制限が規定されている。 
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子労働者の本工化の過程で女子の意見も聴取し、母性保護の規定を新たに導入、実行した。
産前産後の出産休暇は 90 日、有給でボーナスも支給されている259が、出勤日数が減るた
め、奨励金評価、翌年度の昇給、ボーナス評価に影響する。従って、実際の支給額は通常
勤務と比し、大幅に減額される。但し、減収分は医療保険（事業所・企業が保険料一定負
担）でカバーされており、収入の面からは満額ではないが母性が保護されているとされる。
日本では産前 6 週間産後 8 週間の休業（労働基準法 65 条）が認められている。賃金保障
は規定されていないが、中国と同様に保険や会社手当などで減収分を補填している。出産
休暇中の解雇無効は、日本も同様である（労働基準法第 19 条）。 
中国では一人っ子政策260のため、都市部の女子の出産は通常は 1 度であり、人生にとっ
て重要な出来事であるため、企業も充分なる配慮が必要である（総経理 H）。女子労働者
の出産にともなう企業負担は、他先進国と比較し、軽減された。すでに少しふれたように、
都市部では子供を１週間単位（宿泊が前提の 5 日～6 日間連続）で預かるような保育所、
子供の両親の自宅に寝泊まりして、幼児期の子供の世話や家事全般を担う農村からの出稼
ぎ女性である家事労働者の存在などがある261。子供を持つ女子労働者の「共稼ぎ」労働が
可能となるような社会環境が、充分ではないが一定あった。 
育児休暇は月１日（有給）あるが、期間は子供が１歳に達するまで、適用される。但し、
男子は対象外となっている。生理休暇なる特別休暇はないが、職場では配慮されている模
様。女子保護には特別なる温情的規定はないが、職場懇談会での意見交換等を実施してい
ることもあり、職場内で女子労働者保護に関する紛争は起こっていない（R）とされる。
尚、出産休暇にともなうマイナス評価がその後のキャリア（昇進・昇格）とどう関連する
のかは、明らかではない。しかし、男子と同様程度に昇進している実態から、出産する女
子に一定の温情的配慮がなされていると想定される。 
 
（５） 内部昇進制の確立 
PCE 社は労働者の本工化への転換により、これまで日本で実施・運用してきた内部昇進
制を適応することとなった。製造現場の労働者の多くは、技術学校の新卒女子労働者と新
                                                                                                                                                     
258 大企業（国有・民営）の女子労働者は、企業内党組織（中国共産党末端組織のひとつ） 
や企業工会の監督により、これらの保護規定が厳密に適用されている。（2010 年 3 月 23 
日の中国海員建設産業工会主席及び中華全国総工会主席団委員李鐡橋インタビューに 
よる。於：北京）また、日系企業である上海 M 商社においても工会組織はないが、企業 
内党組織や従業員代表大会規定の影響もあり母性保護規定は厳守されていた（日系上海 
M 商社 K 人事部長インタビュー［2010 年 3 月 25 日］於：上海）。 
259 労働法 62 条に規定されている。 
260 1979 年に開始された「計画生育」と呼ばれる出産制限政策。1982 年の改正憲法では 
「夫婦は計画出産の義務を負う」と明記される。都市部では一人であるが、内陸農村部
では地域により条件は異なるとされる。 
261 R の大連市内にある自宅訪問時（2010 年 8 月 15 日）に判明。 
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卒男子労働者で構成されていた。入社後、新卒労働者は短期間の研修を経て、生産現場に
配置される。尚、すでに述べたように、近年では技術学校生が卒業前の 1 年内外を実習生
として、熟練職場の初期段階の作業を経験する。学校卒業後に入社試験を経て、本工労働
者として就業する実習生も増加していた。 
新卒で入社した労働者は、職能資格等級 A1 から始まる。その後、職能資格等級 A4 ま
での 4 段階の階梯に昇進してゆく（表―7）。 A1→A2→A3 までは、企業内研修と試験、
職務経験を重ね順次昇進するが、第一の関門は A4 資格の予備員職位である。予備員は一
般的に relief women、 relief men および utility women、 utility men と呼ばれる存在で、
工程内の一般ワーカーの職務のほとんどをこなし、欠勤者やワーカーの休憩時の代替がで
きる。入社後、職務経験最低 3 年で昇格するとされているが、最短で到達できる労働者は
極少数で、平均 5 年～6 年とされている。入社後数年の経験を経た資格 A3 の労働者は、
日々の業務で欠品（欠陥部品）を発生させることなく、毎月の奨励金（表―6）評価 C 以
上を前提として上司に予備員職位挑戦の申告を行う。審査の上、挑戦資格が認められれば、
就業しながら 1 年間に及ぶ研修を経た後、予備員試験を受験することになる。合格すれば、
下位職務を担う労働者と比して、企業への忠誠心をもつ労働意欲の高い労働者として、予
備員となる（総経理 H）。一方、予備員になれなかった労働者は、下位職位に留まること
になるが、努力と意欲を維持する労働者には、再挑戦の道は残されている。尚、最近は予
備員職位ではない職能資格等級 A4 資格者も存在する。 
予備員となった労働者は、他の予備員との競争が待ち受けている。予備員として 2 年～
4 年の職務経験を経て、さらに上位の選抜試験に合格すれば、予備員数名と一般労働者を
部下に持つ班長・係長（職能資格等級 B1～B2 の監督職）となる。その後も、厳しい競争
をくぐり抜け、管理職である主事・課長（職能資格等級 B3～B4）に序列化される少数の
上位階層へ進む。予備員から課長職までの職位昇進過程には男女差はなく、経験と能力、
意欲により評価され昇格する（総経理 H）のである。その結果、女子が管理職の半数を占
めることになった262。 
また、班長・係長から主事（課長代理・課長）の職位昇進過程で主事（課長代理）を経
由せずに、課長職に昇格する係長もいる。課長職から副部長や部長となる幹部職は、人事
や営業管理部門をのぞき、日本人スタッフが就任しており、幹部職員の現地化は進んでい
ない。尚、大卒は A4 資格からのスタートとなるが、大卒者は一部の技術者をのぞき、製
造現場に工員として配属されることは少ない。 
ここまでみてきたように、PCE 社の人事制度の中枢に職位と関連づけた職能資格制度が
                                                   
262 自動車音響工場部製造Ⅱ課の課長は、創立時、高卒後に新卒で入社し、製造現場に配 
属され階梯を上昇してきた勤続 15 年の女子である。尚、これまでの職務内容などのキ 
ャリアは不明である。 
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ある。労働者はこの制度により、階層区分された。職能資格制度は、勤続経験を重要な基
準として各人にふさわしい職位と資格を与えることを原則とした人事制度263であり、中国
の経済成長期に日本の制度を適応したと考えられる。尚、すでに述べたように、日本の人
事制度は男子本工労働者を中核として適用されていたが、中国 PCE 社は多数を占める女
子に男子と同様に適応していた。 
P 社は最近の中国経済を成熟期ととらえ、中国での人事考課制度の再設計と職能資格制
度を見直し、従来の「一般職＋監督・管理職」による単一職掌編成から「組織管理職」「専
門職」による複線型職掌編成に変更しよう264としている。P 社系列の PCE 社も、生産規
模の拡大に対応した従業員の増加、熟練労働者の確保、従業員の高齢化などに向けて、年
功的要素（勤続経験）を残しつつ、職能資格制度と業績評価を連動させるような賃金制度
の適用を模索している265。労働者間の格差拡大につながる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
263 職位制度は仕事上の権限と指揮・命令の体系であり、職能資格制度は従業員の職務遂 
行能力の発展段階に応じた格付けである職能資格等級を中心とする人事制度であり、人 
事を包括的に統合する中枢システムである。従業員の処遇上の体系である。日本では年 
功原理を残存させつつ、能力主義と職務主義の要素を取り入れた職能資格制度が中心で 
ある（津田眞澂編著［1997］倉田良樹 86 ページおよび 90 ページ参照）。また、社員の 
格付け基準としての職能資格等級を中心に設計され、資格等級の段階ごとに対応する職 
位を定める。一定資格等級に達した者の中からある職位に昇進する者が選ばれる。等級 
と職位との関係は１対１の対応ではなく、通常オーバーラップさせて設定する（前掲書 
90～92 ページ参照）。 
264 P 社系列 P 電工前中国人事総務部長（2010 年 12 月 3 日インタビューによる。於：大 
阪）。 
265 1969年に日経連は、新しい人事労務管理の時代の幕を開けなければならないとして、 
『能力主義管理』を提唱した。―略― 日経連による『能力主義管理』の提唱以降を『能 
力主義管理』の時代と呼ぶ研究者も多くいる。しかし実際には、『能力主義管理』の時 
代は存在しなかった。日経連による『能力主義管理』の提唱以降も、会社においては『年 
功制的人事労務管理』が続いた。―略― いわゆる『能力主義管理』が実現しなかった 
理由は、『能力主義管理』の内容それ自体に起因している。日経連は、年功制の良いと 
ころは継承し、欠点を直す、という意図から『能力主義管理』を提唱した（野村正實［2007］ 
197 ページ参照）とされ、日本ではバブル崩壊前から「能力主義管理」は提唱されてい 
たが、「年功的人事労務管理」は続いていたようである。 
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表―7 PCE 社 製造職場の職位と職能資格等級 
役職名（職位 等級（職能資格 備考 
一般職（新人 
一般職 
一般職 
予備員 
Ａ１ 
Ａ2 
Ａ3～Ａ４ 
Ａ４ 
一般職資格ランク 
班長 
係長 
 
B１～Ｂ2 
 
 
監督職資格ランク 
 
主事（課長代理 
課長 
Ｂ３～Ｂ４ 管理職資格ランク 
出所：総経理 H(2008 年)及び R（2010 年）へのインタビューに基づき筆者作成 
  
PCE 社の労働条件の特徴をまとめると、賃金は職能資格にもとづき、長期雇用をうなが
す住宅積立金制度と格差の少ない奨励金制度が組み込まれていた。ボーナスは前年の企業
業績と本人の前年の努力が反映されるのであり、月例賃金を補填する役割も果たしていた。
毎月支払う給料に成果を反映させる短期的処遇よりも、毎月の実績を積み重ねた１年間の
評価を翌年度のボーナスや昇進・昇格に反映させる長い評価期間を軸とする分配方式であ
った。評価基準や賃金体系には男子と同様に女子労働者も適用された。他の労働条件につ
いては女子本工労働者に対する温情的措置はみられないが、女子の本工化により母性保護
の規定が新たに導入・実施された。 
PCE 社は中国経済の発展をとらえ、作業方式の変革と労働市場の変化に対応して、女子
本工労働者を中心とする熟練職場をつくりあげた。技術学校出身の女子労働者は男子と同
様に技能を有する労働意欲の高い労働者であった。設立時から成長期までは、農民工を中
心とする出稼ぎ労働者であり、不熟練の女子労働力を求めていた。その後、企業の成長に
対応して、一定の技能を身に付けた技術学校出身者の採用に転換していった。しかし、彼
女らは技能と労働意欲を有していたために、PCE 社の雇用・分配条件に不満を持ち、多数
が短期間で退職していくことになった。 
日本とは異なる中国の女子労働者の意識と労働意欲の違いに対して、P 社及び PCE 社
日本人経営者は気づき始めた。対処しなければ雇用の確保と熟練の養成が困難となり、企
業の発展に支障が生ずると考えるに至った（総経理 H）。こうした状況下で PCE 社は、日
本で適用していた従来の女子労働者への短期雇用を主要とする雇用システム266から転換
                                                   
266 氏原は「日本では男女二つの賃金率が存在することになるのである。－略－ 女子は 
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し、男子本工労働者に適用していたような雇用システムを女子本工労働者にも適応するこ
ととなった。次第に女子本工労働者を増加させていった。その後の労働契約法の施行によ
って、一部の労働者や実習生をのぞき、全面的に労働者を本工化することになった。 
本工化された女子労働者は、日本から移転された内部昇進制が適応され、技術の向上と
労働意欲および企業帰続意識を醸成し、中位・上位への階梯を上昇する機会をえて「従業
員性」をもつこととなった。女子本工労働者は、男女共稼ぎ労働、同一労働・同一賃金や
母性保護の法的規制、などの中国労働市場の雇用環境を背景として、長期雇用を視野に労
働条件、内部昇進制などを含む雇用システムが適用されることになった。 
 
３． 職場階層構造の重層化 
 
田坂はアジアのタイ労働市場の需要構造の分析において、「『熟練』の階層性→職務の序
列化＝職階制の形成→入職口の多層化と学歴による編成→企業内昇進システムの層化、と
いう脈絡で理解してきた」としている267。これらの諸要素を念頭におき、熟練職場の階層
構造を分析するなかで、女子本工労働者の存在事由と特質を考察する。 
 
（１） 階層形成のメカニズム 
前節で述べてきた雇用システムにより形成された階層的秩序を前提として、日本のマザ
ー工場との違いも比較検討しつつ、階層構造の変化と組織実態を分析し、熟練職場の階層
形成の特質をとらえる。 
１）階層構造の変化 
PCE 社の労働力は、すでに述べたように本工労働者と派遣労働者および実習生、一部の
臨時工で構成され、70％は女子が占めていた。2008 年以前は近隣農村出身の非正規労働
者と都市部出身の正規労働者が混在していた。労働契約法施行の 2008 年 1 月以降、派遣
労働者、実習生や一部の臨時工をのぞき、多くの労働者は本工労働者として契約を変更、
転換された。本工労働者には長期雇用の路が開かれ、労働者にとって安定した雇用形態と
なり、「従業員性」は強化されたと思われる。しかし、入社後雇用契約期間の 3 年未満で
自発的に転職する労働者も多く、若年労働者は流動的であった。 
活発な製品需要に応じ、生産体制の増強に対処するために、技術学校の在学生を 3 年生
前後より就業させる実習生制度を 2003 年度に設置した268。女子が多く占める実習生らは、
                                                                                                                                                     
常に被扶養者であって、その雇用労働はつねに家計補充的だからである。」とする 
（氏原正治郎［1966］182～183 ページ参照）。この家計補充の概念が日本企業の雇用シ 
ステムに反映されていたと思われる。 
267 田坂敏雄編著［1989］田坂 189 ページを参照されたい。 
268 一般的に在学中の学生（技術学校・職業学校）を一定期間職場で実務研修させること 
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卒業までの１年内外の期間、熟練職場で基礎的な技能や職場慣行を学びつつ、卒業後の就
職に備えるのである。PCE 社の実習生は、2007 年度 6 月末 444 名であったが、労働契約
法施行以降急増させ、2010 年 7 月末現在約 800 名となっている。実習生らは組み立て製
造現場の「単純作業」要員である。安価な労働力として存在しており269、熟練職場の下位
職務に就く労働力として配置されている。学校卒業後は入社試験（採用率 90％）を受け採
用される者もおり、「試用工」の要素も加味される存在である270。学校教育において技術
学校の学生には、近い将来、労働力を供給する労働者として種々の職種にも適応できるよ
うな能力と資質の養成が必要とされ、計算能力、言語能力も含めた基礎的能力や IT 技術
等の養成が求められている。しかし、カーオーディオ機器製造の PCE 社に限定し、2 年生
後半および 3 年生から卒業まで、実習生として就労する実態は、本来の職業学校教育の汎
用性からはいささか離れている。現代中国での特殊な制度であり、特徴的な「雇用形態」
といえる。実習生は学校で学ぶ学生の身分ではあるが、下位職務の労働力であり、PCE 社
の安価な労働力として内部労働市場271における最低賃金の対象となっていかざるをえな
い。 
労働市場における実習生の存在は近年注目されている。2010 年 5 月広東省にある「本
田自動車部品製造有限会社」（通称、南海本田）において、不合理な賃金配分の改善を求め
たとされるストライキが行われた。“きっかけ”となったのは、従業員全体の 3 分の 1 に
当る実習生の職場離脱であり272、実習生（半数は女子）の大量活用が明らかとなっている
273。 
                                                                                                                                                     
を便宜的に「実習生」と称している。学業の一環として職業教育を受ける機会を会社が 
与えるもので、労働契約法の保護対象ではない。契約は学校、会社、実習生の三者間で 
協議書が締結され、待遇、期間、業務内容、事故への処置等が明記されている。（2010 
年 11 月 22 日付け上海華鐘投資コンサルティング（有）よりの質問回答書を参照した）。 
269 実習生の労働時間は 8 時間、月間基本給 950 元で、残業手当は支給されていた（2010 
年度）。 
270 本工採用を前提として、臨時工として一定期間試用するもの、いわゆる「試用工」な 
どがある（氏原正冶郎［1966］補論 457 ページ参照）。 
271 「一企業、あるいは一企業の一組織、または職業ないし同業者団体において規定され 
る。そうした市場への参入は、特定の職務または入職口を通じた形に限られる。労働の 
価格付けおよび入職時以降の配分は、管理規定および慣習により支配される。」（P.B.ﾄﾞ 
ﾘﾝｼﾞｬｰ､M.J.ﾋﾟｵﾚ、白木監訳［2007］2 ページ参照）。こうして、内部労働市場の構成員 
は外部労働者と明確に区別される存在となった。また、隅谷は企業内労働市場論で労働 
者の垂直的な企業内での移動を企業内労働市場としている（隅谷三喜男［1976］85～86 
ページ参照）。 
272 常凱［2010］を参照されたい。 
273 近年では、企業による実習生の大量活用に規制がかけられつつある。例えば、江蘇省 
労働契約条例（2013 年 5 月 1 日施行）では、下記のような規制（同条例第 42 条・全日 
制の学校に通学する学生の実習について）がなされている。①実習生の専門とは無関係 
な労働や強度な体力を要する労働を禁じる。②実習期間を合計 12 か月以内、1 日 8 時間 
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派遣労働者は生産量変動への対応のために、派遣会社より毎年 200 名前後派遣されてい
る。契約期間は 1 年であるが、経営の裁量により 2 年まで更新はできる。尚、2 年を満了
した派遣労働者を対象とする本工登用の道もある。 
本工労働者の離職率は、中国労働市場の流動性の影響を受け、月間 2％前後、年間では
12.5％前後（2007 年度）である。毎年若年者を中心とする 200 人前後の労働者が入れ替
わっている。少々ふるい調査資料であるが、安室憲一他によれば、日系企業の 82 社の離
職率が 7.8％である調査と比較し、高い離職率ではある274。経済発展途上の中国において
は、生産現場に比較的優秀な労働者を確保することは、それほど困難な状況ではなく離職
者に対する補充には毎年の新卒者でカバーされていた（総経理 H）。その結果、従業員の
平均年齢が 24 歳台となり、総人件費の切り下げにもつながった。 
近年 PCE 社では中国国内の自動車需要の増大による、生産力大幅アップに対処するた
めに労働力増強の必要性に迫られている。しかし、家電・電子・工作機械などの他産業の
製造現場と同様に、労働力の供給不足や都市部の生活水準向上、政府の指導による賃金上
昇などの圧力がある。PCE 社は労働者の確保とコスト削減に対処するために、実習生の人
員増、派遣労働者の雇用、少数の本工労働者の中途採用などにより、下位職務の労働力の
確保をはかっている。 
労働力の量的確保と共に、生産性と品質の向上に向けて、長期的雇用により熟練労働力
を養成し、労働者の質的向上に傾注する必要性にも迫られている。製造現場では上位・中
位の職務を担う長期に雇用された熟練労働者と、多数の下位職務を担う労働者が存在する
こととなった。 
 大学卒以上の正規労働者は現在約 150 名（全正規労働者の約 9％）で、大半が事務職場
に配置されている。尚、幹部候補生（管理職）として採用された大学院卒の管理職や他企
業から引き抜き、採用される管理職（事務職場）も若干存在した。 
PCE 社では、就労期間の短い労働者の離職率が高い。一定の技能を身につける以前に若
くして退職する若年労働者が多く、入れ替わりの激しい下位階層が形成されていた275。下
位から中位の階梯に進み、熟練が増すに従い、退職者は減少する276。女子が多数を占める
本工労働者は、企業内で身に付けた技能を生かしつつ、企業帰属性を高めるなかで「従業
員性」を持続させ、中位の階梯へと進み、上位（監督職・管理職）への昇進準備を進めて
ゆく。 
 
                                                                                                                                                     
以内、週 40 時間を超えないこと。③報酬は現地の最低賃金を下回らずに、直接、実習 
生に支払うこと。④傷害保険を付与すること。などである。（日本貿易振興機構ホーム 
ページ［2013.4.9］参照）。 
274 安室憲一他［1999］古沢昌之 141 ページアンケート調査資料 5－40 を参照されたい。 
275 雇用契約期間 3 年未満の労働者で構成されている。 
276 雇用契約期間 3 年を超えて、再度の契約が更新された労働者で構成されている。 
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２）マザー工場との違い 
PCE 社のマザー工場が長野県にある。技術者育成の一環として、毎年優秀な女子を中心
とする中堅技術者十数名が、技術習得のための技能研修をマザー工場で受けている。マザ
ー工場は「親会社における技術移転のセンターとして、海外からの人材を受け入れ、訓練
を行い、海外で運営し易い製造技術を開発するなど、技術移転戦略の中心を担う大規模な
組織単位」277とされ、中国 PCE 社の親会社である日本 P 社のオートモーティブ部門の系
列企業 C 社（以下 C 社）の工場がマザー工場の機能を担っている278。ここで観察すべき
は、マザー工場と PCE 社工場の労働力構成の比較である。マザー工場には基板自動実装、
基板外観検査及び基板修理解析作業を担う請負会社が工場内にある。請負会社従業員は
142 名（女子 14 人）で昼夜二交代勤務である。労働者派遣会社も工場内にあり、約 600
名の派遣労働者がいる。マザー工場では、本工労働者が約 470 名、請負労働者 142 名、派
遣労働者約 600 名、計約 1200 名が働いており、労働者の約 60％以上が非正規雇用の労働
力で占められていた。尚、男女比率は不明であるが、請負労働者の内女子が 14 名の実態
からも、多数が男子労働者であろうと考えられる。女子本工労働者が多くを占める中国
PCE 社とは異なり、非正規男子労働者が生産の多くを担っていた279。 
労働力構成は P 社系列 C 社工場特有のものではない。日本では 2004 年に労働者派遣法
が改正された。製造業への派遣が解禁されて以降、多くの生産現場で非正規労働者の存在
が一般化した。翌年の 2005 年に P 社は自前の労働者派遣会社を設立し、P 社傘下関連企
業の全国 19 工場内に系列派遣会社が存在することとなった。C 社にある派遣会社もその
傘下である。尚、P 社の系列工場が一時期、偽装請負問題で労働局より指導を受けたこと280
もある。過半数を超える非正規労働者（請負工と派遣工）と半数未満の本工労働者が同じ
生産現場で働く構造である。尚、非正規の内、請負会社の長期研修を受けた工業高校卒の
男子労働者が、生産現場で「基板自動実装、基板外観検査及び基板修理解析作業」などの
熟練職務を担っている実態は注視すべきである。中国 PCE 社では男子本工労働者と女子
本工労働者が担っていた。 
これらの要因は経済のグローバル化（中国を中心とするアジアへの生産、販売の海外移
転）にともなう、国内生産の縮小と一層のコスト削減策と関連する。すでに述べたように
                                                   
277 山口隆英［1996］47 ページを参照されたい。 
278 神奈川県に本社を構え、カーオーディオ、カーナビゲーションを始め、自動車に搭載 
するマルチメディア関連の製造販売の企業であるＣ社の工場である。中間管理職の R も 
約１ヶ月の研修を受けていた。 
279 労働者の構成は P 社ホームページ（2010 年）および P 社松本工場グループサイトレ 
 ポート（2009 年、2010 年）および電話紹介等で調査（一部推測含む）による。尚、請 
負会社の労働者の構成は、請負会社 O 社ハローワーク松本求人情報（2010 年）に記載 
されていた。尚、R よりのインタビューからも概要を把握。 
280 2006 年 8 月 2 日付け朝日新聞（朝刊）を参照した。 
「茨木市のテレビ工場の期間工男子労働者が偽装請負を内部告発し解雇される」とある。 
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労働者派遣法の施行以降、生産に携わる労働者の多くは、派遣会社の非正規労働者と請負
会社の従業員となった。男子本工労働者は削減、精鋭化され、コアー技術の維持と開発、
非正規労働者の指導監督、高い熟練度を必要とする製造部門などを中心とする職務を担う
ことになったと思われる。本工労働者のうち、女子は少数で男子が多数を占めるのは、周
知のように日本の労働市場の構造からも想定できる。日本の大企業職場では、女子労働力
は管理の枠外であり、その特質は終身雇用が適用されない臨時性、子育て後の縁辺性、既
婚女子のパート化による補助性281を担っていた。C 社は本工労働者、非正規労働者ともに
女子は少なかった。 
中国 PCE 社では企業内に派遣会社も請負会社も存在せず、女子が多数を占める本工労
働者と企業外にある派遣会社からの派遣労働者、特殊な職務に限定された少数の臨時工、
女子が半数以上の実習生で構成されていた。 
３）企業組織の役割 
PCE 社全体の組織は図―9（PCE 社組織図）の通りである。部長職（副部長除く）は人
事総務部・営業管理部兼務の中国人副総経理をのぞいて、6 名の日本人である。いずれも
役員であり、幹部職の現地化は進んでいない。尚、日本では 60 歳定年後の年金受給年齢282
到達まで、家計維持のための雇用対策として、労働基準法における高年令者雇用安定法の
改正が実施された283。結果、大企業を中心として、賃金の大幅な引き下げを前提とする再
雇用制度、定年延長などが導入された。日本 P 社は再雇用制度を導入・実施しており、PCE
社では日本 P 社の再雇用社員の 5 名が出向し、新たな副部長職に就任している。董事長は
遼寧省政府の役人である。役員会には参加しているが、非常勤である。経営の統括・執行
は総経理 H が担っている。 
管理職の女性課長は 8 名で 16 課中の半数を占めている。例えば、事務職の営業管理部
国際業務課の女子課長は PCE 社創立時の 1995 年入社の女子で、部下の 3 人の係長は 1996
年、1997 年入社の男子と 1999 年入社の女子である。それぞれの係長の部下のスタッフは
女子が半数以上である。営業管理部国内業務課の職員は女子と男子が同数であるが、課長
は男子、係長の 2 名も男子が就任している。中国国内での営業活動は競争が激しく、「顧
客に対する『押し』が必要」（総経理 H）なのであり、女子には厳しい職務とされている
理由から男子を課長としていた。生産現場の実装製造部および自動車音響工場部では、す
でに述べた284ように、女子が重要な位置を占めていた。 
企業工会主席は組織図（図―9）にあるように、総会計士と同列の重要な位置に記載さ
                                                   
281 中央大学企業研究所編［1993］藤井治枝 244～246 ページを参照されたい。 
282 年齢により段階的に引き上げ 65 歳で満額支給する。 
283 改正高年令者雇用安定法による高年齢者の雇用確保のための対策で、「事業主は定年 
の引き上げ・継続雇用制度の導入・定年の廃止等の措置をとらなければならない」と規 
定されている（平成 18 年 4 月施行、2011 年厚生労働省ホームページ参照）。 
284 本章 2．(2)を参照されたい。 
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れている。企業工会主席 W（以下 W）は財務部情報システム課の課長職位であり285、労
働者を管理する立場にある。W は工会代表者大会の選挙で選出されたとされている。実態
は経営陣からの推挙（総経理 H）の後、工会員による選挙で選出されたのであり、対抗馬
もない信任投票（任期 5 年再選可能）であった。個別企業で組織された企業工会は、従業
員代表者大会で決定された諸要求を使用者との交渉を通じて実現してゆく機能を有してい
るが、真に機能していない。配分問題では使用者に対して要求し、交渉はするが、経営側
は大連市の指導のもとに賃上げ額、初任給などを決定している。企業工会の組織実態には、
「工会主席の管理職兼務」、「工会費は企業から人件費総額の 2％徴収」、「管理職を含む全
員加盟制」、「団体交渉をともなわない労使協議」などがみられ、工会の主体機能を阻害す
る制度的欠陥が存在する286。従って、企業に対して「労働者の利益を代表する」主体とな
って、労使関係の一極を担うことが困難である287。職場での労働者の不満は、上司・部下
の関係、幹部との種々の職場懇談会、先輩・後輩の関係等の垂直・水平両面の企業内組織
において解決されている。 
ここでは PCE 社の「企業工会組織」についての詳細分析は控えるが、形式的には労働
者の代表組織であるとともに、政府の代表機関である「総工会」→「産業工会」・「地方工
会」の下部機関として存在している。「二元的労使関係」が真に機能していない実態であり
288、PCE 社の福利厚生を担う役割を主とする機関となっている。しかし PCE 社にとって
は、「企業工会」および「企業工会主席」は、労働者統括にとって重要な存在として位置づ
けられていた。 
PCE 社は総経理を頂点として、日本人幹部層を中心として統合管理されていた。そして、
幹部である部長職の傘下には、半数を占める女子課長が管理職位に配置された。製造現場
である実装製造部および自動車音響工場部の 3 課長のうち 2 名の課長は女子であり、製造
Ⅱ課の係長や班長の半数以上は女子が占めていた。多くを占める女子が現場組織の要を担
い、本工労働者の統括に貢献していた。PCE 社の組織は日本人を中心とする幹部層に集権
化し、企業のメカニズムを働かせ、集中管理される組織構造であった289。こうして熟練職
場の各階層において、男女均等待遇を前提として、男子と同様に技能と意欲をもった女子
本工労働者は、幹部層を除き存在することとなった。このような事例は日本のマザー工場
                                                   
285 2008 年現在 40 歳の大学卒である。企業工会から毎月 200 元の工会主席手当を支給さ 
れていた（2008 年 8 月 7 日 W のインタビューより）。  
286 李捷生［2010］24 ページを参照されたい。 
287 李捷生［2003］44 ページを参照されたい。 
288 「その枠組みは労使の利害対立を最初から予想して、その対立を労使が対等な立場で 
協議し妥協するというものである」とされる（前掲書 44 ページ参照）。 
289 PCE 社組織はミンツバーグの組織構造の雛型によれば、「機械的な官僚型」に類型さ 
れると思われる（ジョー・ティッド、ジョーン・ベサンド、キース・パビット著 後藤
晃・鈴木潤 監訳［2004］ベサンド 378 ページ、表 11.2 を参照されたい）。 
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では、みられなかった。一方、若年の経験の浅い女子本工労働者は男子と同様に、多数が
離職してゆき、経験を積み重ね昇進してゆく中位・上位の本工労働力を支える下位の労働
力であった。女子が多数を占める下位の若年の本工労働者は、雇用形態は違うが、実習生、
派遣労働者と同様に最低賃金層を形成した。企業の効率的生産体制の基盤であり、企業発
展の原動力とならざるをえない、縁辺的労働と接点を持つ労働を担っていた。 
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図－9 PCE 社組織図 ＊営業管理部及び自動車音響管理部製造Ⅱ課のみ下位組織を明示 
出所：PCE 社資料より筆者作成 
 
（２）下位労働者の流動性 
製造現場の若年労働者の多くは、一定の研修の後に職場に配置されるが、経験も知識も
少ない下位職務の労働力である。短期的業績よりも長期的視点で評価され、徐々にしか上
昇しない賃金、職位と職能資格等級が相互に関連する人事制度、予備員昇進の選抜競争、
などが多くの下位職務の労働者に離職をうながすことになる。待遇に不満を抱き、予備員
に「なれない、ならない」若い労働者の多くは、企業内昇進とは距離をおく、「従業員性」
を失いつつある「離職予備群」を構成することとなった。結果、労働者の循環機能を発揮
する下位階層を形成することにつながった290。 
女子が半数以上を占める実習生が約 800 名存在する。実習生は企業と雇用契約を締結す
る正規の労働者ではない。実習生は熟練職場の「試用工」としての役割も担いつつ、企業
                                                   
290 短期間で離職する労働者が多い、入れ替わりの激しい階層である。 
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内最低賃金水準を構成することになる。下位職務の労働力層には、外部労働市場と接点を
持ち、実習生と同様の労働力調整弁機能を発揮する派遣労働者も約 200 名存在していた。 
PCE 社は内部労働市場において、熟練度の低い安価な労働力である若い本工労働者と実
習生、派遣労働者、一部の臨時工を外部労働市場との出入り口付近で、結果として循環さ
せてきた。循環の背景には、よくいわれるように中国労働市場の流動性もあった291。 
尚、継続して働こうとする若い本工労働者は、内部昇進制などの長期雇用を視野に入れ
た雇用システムにうながされ、熟練職場の形成を担うことになった。最近では利益率の向
上（経常利益率 8％目標）のために、部品の内製化（電装品であるコントローラー等）も
実施していることからも、本工労働者の熟練度の向上がさらに重要となっている。 
職場の階層構造をまとめると、図―10 のようになる。「試用工」の要素をもつ実習生や
派遣労働者、離職率の高い流動的な若い本工労働者、継続雇用を求め熟練を磨こうとする
若い本工労働者などが混在する多数を占める下位階層、長期的雇用の枠組みのなかで、内
部昇進システムにうながされ予備員をめざす労働者や選抜された予備員で構成される中位
階層、階梯を上昇させた意欲を維持する監督職の中位階層、キャリアを積み重ね高い意欲
と業績で評価された管理職や、高学歴の潜在能力を前提に一定のキャリアを積んだ管理職
で構成される上位階層、少数の中国人幹部と多数を占める日本人幹部を中心とする最上位
階層、などが重層的に形成された。それぞれの階層には最上位階層をのぞき、多くの女子
が貫き存在した292。 
このような重層的階層を下位から支えたのは実習生や派遣労働者と言われる臨時工の
存在形態であった293。本工労働者は労働者間競争を帯同しつつ、「従業員性」を求められ
続ける存在であったが、実習生や臨時工は本工と同じ熟練職場で働いているにも関わらず、
「従業員性」を求められることは少なかった。雇用形態、待遇も本工と種差され、階層の
基礎構造である下位階層を形成し、女子が多数を占める若い本工労働者と共に中位・上位
階層の本工を支えることになる。  
                                                   
291 近年では中国労働市場の離職率は一般的に 20％内外と言われている（2011 年 1 月 7 
日大阪市立大学創造都市研究科ワークショップ講師P社系列P電工前中国人事総務部長 
C 氏）。  
292 日本の大企業職場では、技能と意欲を持つ女子本工労働者は、あまり見られない。一 
 部のホワイトカラー職場（事務職・営業職）を除き、女子労働者の多くは、臨時的・縁 
辺的・補助的な労働を担っている。 
293 氏原は常用工に対する「臨時工」制度は特殊的であり好ましくないとし、差別性を論 
じ、日本産業の特殊性にその要因を求めた（氏原正治郎［1966］補論 常用工と臨時工 
457 ページ参照）。 
90 
 
女
正規社員（実習生・派遣）
一般職
＜職能資格等級A1→A2→A3 ＞
予備員・予備員候補一般職
＜職能資格等級A4＞
係長職＜職能資格等級B1・B2＞
班長職＜職能資格等級B1・B2＞
課長代理職
＜職能資格等級B3・B4＞
課長職
＜職能資格等級B3・B4＞
董事長（中国地方政府役人）
総経理（日本企業社員）
取締役部長（日本企業社員5名、
中国人社員1名）
副部長（日本企業社員5名）
男
正規社員（実習生・派遣）
女 男
女 男
女 男
女 男
男
女
技術学校
新卒者
女・男
失業者
女・男
大学新卒者
男
技術学校
新卒者
幹部職
管理職
管理職
監督職
労働者
労働力供給源
流出流出
労働市場
 
図―10 PCE 社の職場の階層構造               出所：筆者作成 
 
４．小括 
 
日系企業 PCE 社は、多数を占める女子本工労働者が働く熟練職場を形成した。その熟
練職場には女子本工労働者が経営幹部層をのぞき、階層を貫き存在していた。 
女子本工労働者の存在事由をまとめると次の３点に絞られる。第一は、中国の市場経済
化による経済成長の進展が、中国国内の自動車マーケットを拡大させ、関連製品を扱う
PCE 社の生産体制も積極的な対応に迫られたことと関連する。親会社日本 P 社は日本国
内において、2001 年度から作業方式をベルトコンベアー生産より、セル生産に変革し、「変
種変量」生産体制の工場改革に着手した294。数年後には生産現場の大勢にセル生産が導入
された。作業方式の変容は人手による作業を増やし、生産変動力の高い、低コスト設備へ
移行することをうながした。従来の作業方式（ベルトコンベアー生産）の見直しを迫られ
ていた PCE 社も、日本 P 社の指導に従い、新たな作業方式を現地に適応させた。日本か
ら移転したセル生産を基礎とする作業方式は、生産現場の労働者の熟練を必須とする多能
工化を押し進め、労働者の本工化につながった。 
第二は、労働者の本工化をうながす工場変革の期に、女子の能力を男子と同等に、評価・
処遇しようとする経営者が登場したことにある。もちろん、女子労働者の積極的登用を前
                                                   
294 大河原克行［2003］149 ページを参照されたい。 
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提に選ばれたのではなく、中国国内の自動車マーケットの拡張の画期に対応する能力を有
すると判断されたからであった。職場で多数を占める女子労働者が経営者の期待に応える、
男子と同様の技能と意欲があったのは当然であった。本工化した女子労働者は、母性保護
を除き、男子と同様の管理方式が適用され、日本でよくいわれる男女間の処遇格差295はみ
られなかった。人事評価で女子が男子と同等に扱われた結果であった。同一労働・同一賃
金の原則と厳密に一致するかについては、氏原296がいうように、その判定はきわめてデリ
ケートな問題である。同一性と差異性を客観的に決める基準は十分ではないのであるが、
製造現場における予備員、監督職に男子よりも女子が多く、管理職である課長職の半数が
女子で占められていたことなどから外形的に判断できる。 
第三は、女子本工労働者が多くを占める熟練職場に適応する雇用システムが形成された
ことである。前年度の企業業績と個人評価をリンクさせたボーナス、格差の少ない奨励金
制度、会社負担率の高い住宅積立金を含む長期雇用をうながす賃金制度、女子労働者の意
見を吸い上げた母性保護に関連する諸制度、などの労働条件を新たに導入・現地化した。
内部昇進制では、日常的な職場での経験・業績及び熟練度に適応させた研修制度と試験制
度がセットとなった職位と相互に関連する職能資格制度も導入された。これらの雇用シス
テムが本格的に導入され整備されたのは、技能と意欲を持つ女子労働者が早期に離職して
いったことと深く関連した。他の日本大企業職場と同様に女子労働者を縁辺的な労働力と
して処遇してきた P 社および日系企業 PCE 社は、中国経済の急激なる成長と発展に対応
するには、技能と意欲をもった女子労働者の確保に迫られていた。PCE 社は多能工化が進
行し、女子労働力の確保と熟練の養成が必然となり、本工化の過程で男子本工労働者と同
様の雇用システムを女子本工労働者に新たに適応することとなった。その後、2008 年の労
働契約法施行を画期として、多数の女子を含む労働者を一部の派遣労働者をのぞき、全面
的に本工化し、女子労働者の長期雇用化がはかられた。多数を占める女子が、幹部層をの
ぞき存在することにつながった。 
こうして階層構造では、女子本工労働者は男子本工労働者と同様に中位・上位への階梯
を上昇し、「従業員性」が養成されていった。これらの中位・上位階層を支えたのは、下位
に編成された流動的な多くの若い女子本工労働者、一部の派遣労働者、多数の実習生で構
成される縁辺的労働と接点を持つ労働者であった。本章で明らかとなった PCE 社の重層
的階層構造は、日本の事例ではみられなかった。日本 P 社の製造現場のマザー工場は、男
                                                   
295 遠藤は男女間の給与格差、女性管理職が少ないこと、男女別の管理方式の実態などを 
論述している（藤井冶枝・渡辺峻編著［1999］遠藤雄二 97～106 ページ参照）。 
296 「同じ職務を遂行している男女労働者が同じ賃率の適用をうけているかどうか、また 
異なった職務を遂行している労働者の賃率の差が合理的であるかどうか、同じまたは異 
なった条件にある男女労働者の能率が等しいか、または公正に差別づけられているかを 
判定することはきわめてデリケートな問題であり判定の困難なことである」（氏原正治 
郎［1966］188～189 ページを参照）。 
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子本工労働者と多数の男子非正規労働者で編成されていた。多数を占める男子派遣労働者
や請負会社の男子労働者が、少数の男子本工労働者をささえる階層構造を形成した。各階
層とも女子労働者の存在は少数であった。中位・上位の階層を支える多数の流動的な下位
階層の存在は、日本・中国にもみられる。 
現代日本においては、改正男女雇用機会均等法施行（2007 年 4 月）以降、女子の職場
進出により、M 字型就業構造に若干の変化はうかがえる。しかし「男子本工労働力」＝「男
性稼ぎ手モデル」297を対象とする雇用システムの大枠は、変わらず、女子労働者の縁辺性
は継続している。ましてや、中国 PCE 社のように生産現場で女子本工労働者が多数存在
する実態にはないのである。日本の「企業中心社会」298では稀有な事例とされるのであり、
従来の日本の労働市場には登場はしない議論と思われる。 
中国都市部およびその近隣で女子労働者が働く労働市場は、夫婦共働きの家庭環境、同
一労働・同一賃金を基礎とする各種法律による女子保護政策などを背景として、男子とほ
ぼ同様に働ける就業構造299が形成された。そのため、一定の学校教育を受けた技能を有す
る女子が男子と同様の意欲をもち職場で活動することとなり、自己実現が可能となった。 
長期的発展を期するケース・スタディに見られた熟練職場は、女子労働者にとって、自
己実現と、より高い生活給獲得の「希望の職場」として、他の企業にも「適用」・「適応」
される職場となるのであろうか。企業間競争、国際競争の激化により、生産性の向上を必
然とする市場経済の枠組みの中で、出産・子育てを主要に担い、男子より家事を多く負担
する女子300が、効率主義を使命とする熟練職場で、本工労働者としての存在を維持できる
のであろうか。これらの問題関心は今後も検証しなければならない課題であろう。 
 
本章は前章に引き続き、主要に製造職場の女子労働を考察してきた。女子労働者の職域
は、中国経済の成長と共に拡大している。ホワイトカラー職場においても企業発展の原動
力として、女子労働力の重要性が増していると思われる。次章では、大都市のホワイトカ
ラーの熟練職場で働く女子労働者を考察し、その特質と女子労働力を支える雇用システム
を分析する。 
 
                                                   
297 労働力の標準モデルは、被扶養者を従者として従えた正規男性労働者＝男性稼ぎ手モ 
デルであった（竹中恵美子［2009］17 ページを参照）。 
298 伝統社会の原理であった集団主義に、効率性重視・利益追求という産業社会の論理と 
労使協調原理とが積み重ねられたものが、企業中心社会の基盤として捉えられている 
（大沢真理［1995］27 ページ参照）としている。 
299 女性の労働力率カーブでは若年層をピークとして中年層から下降するタイプで、就業  
 可能な期間は働き続け、定年退職や国有企業改革などで無業化して労働力率は低下する
（石塚浩美［2010］225 ページ参照）。 
300 何燕侠［2007］443 ページを参照されたい。 
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第Ⅳ章 ホワイトカラー職場の女子正規労働者 
 
 本章では、前章で取りあげた PCE 社と同系列の中国 P 社傘下の企業を統括する PD 社
および財務部門を統括する PF 社の職場を分析対象とする。女子労働者が働く職場は多国
籍企業として、グローバルに事業を展開する中国における統括会社として大都市に存在す
るホワイトカラーの熟練職場301である。労働者の多くは、優秀とされる大学卒・院卒の労
働者で占められている。尚、P 社は中国の大学生の就職希望先ランキングでもベスト 50
以内に入る人気の企業302である。同系列の企業である PD 社及び PF 社には、優秀な人材
が集まりやすい条件はあった。そして、専門職303とされる人事・経理・財務・法務などの
職務304は女子労働者が多数を占めている。 
近年の日本では、よく知られているように、大学卒・大学院卒（新卒）女子の職場進出
は著しい。しかし、男子と比較し、種々の格差が存在する305。日系大企業のホワイトカラ
ー職場で働く女子労働者に、男子との格差が存在するのか、同系列の PCE 社のように、
幹部層をのぞき、女子労働者が階層を貫き存在するのか、などの問題関心からホワイトカ
ラー職場の女子労働力を分析する。中国におけるホワイトカラーの労働市場は流動的であ
る306。労働者はキャリア形成をはかるために、企業間移動が激しいとされる。流動的な労
働市場における女子労働力の定着化と企業内部からの人材育成をはかる雇用システムが分
析の焦点となる。 
 
１．女子労働者の定着化と雇用システム―統括企業 PD 社の分析 
 
 P 社の中国事業全体の統括会社である北京市にある PD 社を事例として取りあげる307。．
                                                   
301 分析対象の企業はキャリアを積んだ専門職が多数働く職場であり、ホワイトカラーの 
熟練職場とした。尚、ホワイトカラーの熟練職場の概念規定は本研究の 10～11 ページ 
を参照されたい。 
302 張英莉［2007］81 ページを参照されたい。 
303 日本では女性が多い専門職は、看護士・教員・薬剤師で 70%を占めている（熊沢誠［2010］ 
12 ページ参照）。また、日本企業のスタッフ職場では、会計士・税理士などの資格や経 
営に関する高度な知識を有する専門職に属する職務の殆どが外注化されている。そのた 
め、日本の一般企業では専門職とされるような女子労働者は、少数と思われる。 
304 人事・経理・財務・法務などの専門的な職務を担う仕事が専門職とされていた（PD 
社および PF 社の調査より）。 
305 竹信三恵子［2012］85～86 ページを参照されたい。 
306 本研究 17 ページを参照されたい。 
307 P 社は 2012 年 1 月に P 電工や S 電機を完全子会社化した。中国の P 社傘下にある中 
国統括会社も中国の P 電工統括会社を含めた統括会社となった。本研究では新統括会社 
を PD 社、旧 P 電工統括会社を旧 PD 社（1997 年北京で設立）、旧 P 社統括会社を旧 
PA 社（1994 年北京で設立）と表示する。尚、調査におけるインタビュー対象者の I 氏 
（以下 I）は、旧 P 電工出身の PD 社総合管理部長であり、C 氏（2011 年 11 月 2 日及 
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PD 社は 2012 年 1 月に組織統合され、中国 P 社傘下の販売会社や製造工場を運営する企
業を統括する会社となった。中国 P 社傘下の企業の IT システム・販売・人事総務・法務
などに関するサポート機能が求められている。組織統合後の労働者（少数の派遣労働者を
除く正規労働者）は、約 2600 名で半数以上は女子が占めている（2012 年 2 月末現在）。
ホワイトカラー職場において、長期雇用を前提とした「従業員性」が養成されているのか、
女子労働者のキャリア形成につながるような雇用システムが適用されているのか、などを
考察する。 
 
（１）人事制度の変容 
１）女子労働力の特質 
 PD 社は専門職とされる女子労働者が多く働く職場である。管理職の半数以上が女子で
ある。特に、専門職の職場とされる人事総務部は、所属の労働者が 40 人（日本人部長を
除く）、平均年齢は約 30 歳である。男子は課長職 1 名と一般社員 1 名の 2 名のみである。
残る 38 名は女子で、そのうち、課長は 6 人と副部長 1 人である。入社 3～4 年で一般職か
ら監督職である係長に昇進する。尚、監督職である係長を経ずに、管理職である課長職に
昇進する労働者も存在する。課長は 30 歳前後、副部長は 30 歳後半である。 
PD 社に勤務する半数弱の女子労働者は、既婚者である。男子もふくめ北京市出身の労
働者は少なく、地方出身の北京市にある大学出身者が多い。北京在住中に結婚する女子が
多いとされる。既婚の女子労働者の大半は、出産休暇後に職場に復帰し、働きながら子育
てをする。都市部では、家事と育児を担う家事労働者を雇用する家庭が多い。また、両親
との同居により、祖母・祖父が子供（孫）の世話をする家庭もある。子供を預ける保育所
も一定確保されている。育児休職制度はあるが、休職せずに、短時間勤務制度を選択し、
労働時間を短縮して子育てをしながら、勤務する女子労働者もいる。労働者は仕事を定時
内で終わらせる前提で勤務しており、残業をしないのが、男女とも一般的な働き方である
（I）。長時間労働の影響を受け、不規則な生活実態とはならない。尚、男子が多い営業職
場では、労働時間が長くなる傾向にはあるが、残業は常態化していない。女子労働者が出
産休暇を取得する場合は、派遣労働者が代替する。派遣労働者の労働条件は、「同一労働・
同一条件」のため、正規と同様である。但し、福利厚生の待遇面（住宅手当など適用）で
は差があるため、改善の余地があるとされていた。 
多くの労働者は男子もふくめ、住居の移動をともなうような転勤が少ないこともあり、
女子労働者本人の転勤による離職はない。日本の「雇用の最大領域である事務部門では、
キャリア展開が期待され保障されている『総合職』は、圧倒的に男性、女性はいつになっ
                                                                                                                                                     
び同年 12 月 16 日大阪にてインタビュー、以下 C）は I の前任者であり、旧 PD 社の人 
事総務部長の職にあった。本節では統合後の PD 社及び統合前の旧 PD 社を分析対象と 
する。 
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ても比較的簡単なさまざまの仕事を適宜わりあてられる『一般職』に緊縛されている」308
とされる。総合職では、住居の移動をともなう転勤や職務のローテーションを拒否しない
慣行が前提となっている。コース別管理の総合職は、「全国転勤」を求めた点で、育児や介
護を抱えて転勤しにくい女子労働者を排除する「間接差別」の面を持っていた309。 
PD 社にはコース別管理の人事制度はない。企業とむすぶ労働契約310には勤務地なども
記載されているのであり、労働契約の変更には困難をともなう。しかし、使用者側が、転
勤の必要性を認める場合は、事前に人事部が本人と協議し、同意のうえで決定する。同意
できない場合、転勤は無効となる（I）。尚、管理職の条件として、転勤を義務づけた労働
契約をむすんでいる在中日系企業の事例311はある。 
正規労働者の契約期間は 3 年である。旧 PD 社では 3 年以内で退職する労働者が多かっ
た。日本の人事制度を移転しても労働者が定着化しない問題を抱えていた312。人事部が主
導し、企業内の定着化に寄与すると考えられた新たな人事制度が 2007 年に旧 PD 社で、
導入された。労働者保護を目的とする労働契約法の施行もあり、3 年間の経過措置（改良
期間）を経て 2010 年度に完成した（I）とされる。尚、新人事制度は旧 PD 社で導入され
た制度であるが、統合後の PD 社に引き継がれ、旧 PA 社の労働者にも適用すべく調整を
はかっている。つぎにその内容を検討する。 
２）女子専門職に適応した新人事制度 
 導入された新人事制度の骨格は、「多様性の発揮、キャリア開発（自己実現）、成果・能
力の最大評価と処遇」にあるとされている。その方策は、職務階層の設計、職務評価制度、
目標管理・実績評価とリンクした賃金制度、仕事に注力できる制度（福利厚生制度の充実）
などである。具体的には、労働者はゼネラル職の管理職コースと専門職コース（図―11）
に分類される。それぞれが職能資格等級化313された制度となっている。専門職の職務が多
                                                   
308 熊沢誠［2010］12 ページを参照されたい。 
309 前掲書 74～86 ページを参照されたい。 
310 労働契約法第 35 条「雇用単位と労働者は、協議の上合意し、労働契約の約定の内容 
を変更する事が出来る。」とあるが、企業の一方的な変更は紛争をともなうので困難と 
される。転居をともなう転勤は男子も女子も同様にあるが、当事者本人との合意の基に 
行われており、強制的な転勤は出来ないのであり、転勤は少ない（C）のである。 
311 日系 M 商社では転勤はあるが、日本のような「頻繁なる転勤」は避けているため、 
既婚女子労働者も管理職になっている（M 商社 K 中国総代理助理インタビュー 
［2012.3.13］於：北京）。また、労働者が養老保険（日本の厚生年金に当るもので労使 
が保険費用を負担している）を享受するには 15 年間同一地域で納付する必要があるた 
め頻繁なる転勤は困難とされている。尚、PD 社では転勤にともない、養老保険の期間 
未満了の損失分は、対象者に賃金でカバーしている。労働者個々への柔軟な対応により 
紛争はない（I）模様である。 
312 日系企業の離職は欧米企業に比べて高い。その主要な要因は、欧米企業に比べ、賃金 
レベルが低い、キャリアプランが乏しい、評価システムが成果と結びついていない、な 
ど（張英莉［2007］83～85 ページ参照）であり、旧 PD 社も同様であった。 
313 中国ホワイトカラーの人事制度では資格等級制度が柱であるべきとする議論がある 
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いため、労働意欲の維持・向上及び長期雇用促進を目的に、コース別に分類された。 
 
          従業員 →   管理職     専門職 
男・女 →   コース     コース 
         
   図―11 職能資格制度のコンセプト 出所：PD 社調査により筆者作成 
 
女子労働者の多くは、専門職の職務についている。専門職コースについて以下、検討す
る。専門職では職種により職能資格等級が、1～10 段階（表―8）に分類されている。例え
ば、法務部門では、修得段階（1 級・2 級）→応用段階（3 級・4 級）→拡張段階（5 級・
6 級）→指導段階（7 級・8 級）→創造段階（9・10 級）と階梯を上昇する。尚、部門によ
り、職能資格等級と段階（職位）は異なる。他の部門に異動した場合、例えば経理部から
専門外の人事部に異動すれば、原則、最初の 1 級から開始することになる。階梯も下がり、
基本賃金が下がることになる314。日本のように他の部門へ移動して昇進・昇格するような
ローテーション管理は専門職には適用されない。結果、専門職はより専門の職務に特化す
ることになる。中国のホワイトカラー労働者は専門的な能力のキャリアアップに対する意
欲は強い（C）とされる。一方、ゼネラル職の管理職コースでは、他の部門へのローテー
ションも含め、種々の能力が養成され、昇進・昇格してゆく。 
日系企業の昇進速度は一般的に遅いとされている。そして、外部労働市場が競争的であ
る場合は、日系企業の「遅い昇進」は優位性を失う315とする議論がある。中国労働市場で
はホワイトカラーの労働者はキャリアアップのために 1 度は転職する（I）のであり、昇進・
昇格速度は労働者の定着化には重要な要素の一つである。旧 PD 社も新人事制度に合わせ
て、スピードを意識して、早目の昇進・昇格を心がけていた（C）。尚、昇進・昇格期間の
目安（標準）は専門部署により異なるため、明らかではなかったが、昇格では、職能資格
等級 1 ランクが標準 1～2 年ととらえられていた。昇格速度を速めるために、能力の高い
従業員を飛び級させることになる。その結果、昇進も早まることにつながる。 
日本では、「男性正社員を中核的労働力として位置づけ、女性正社員を下位のステイタ
スにとどめおく日本的労働慣行が一般化している」316。「男女同一の処遇枠組みを有する
職能資格制度は、ジェンダー平等に近づく可能性を持ちながらも、現実にはそのように機
能していない」317のである。PD 社に日本から 2 年前に赴任した I は、中国の女子労働者
                                                                                                                                                     
（吉田寿［2004］37 ページ参照）。 
314 専門職のコース変更はほとんどない。 
315 金明花［2010］29 ページを参照されたい。 
316 木本喜美子［2004］40 ページを参照されたい。 
317 前掲書 41 ページを参照されたい。 
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の仕事振りについて、「女子労働者は指示された範囲の仕事（職務）はできる。範囲を超え
た職務はしない傾向にあるので、日常的な仕事を通じて改善活動を行っている」と指摘す
る。しかし、専門職がより専門化する過程では「指示された範囲の仕事（職務）はできる
が、範囲を超えた職務はしない傾向」は、避けて通れないのであり、数少ない男子専門職
においても同様の傾向が見出せると予測できる。I の言うような女子労働力の特殊性とは
思われない。事実、多くの女子労働者は日本とは異なり、下位の職位に止まることなく、
導入された職能資格制度にもとづき階梯を上昇していた。職能資格制度は男女の差異なく
適用され、女子管理職の職位も半数を超えている実態からも、女子労働力の特殊性は PD
社では意識されていないと理解できる。尚、専門職コースから管理職コースへの変更は能
力により可能とされる318。その場合、能力に応じた職能資格等級が与えられる。 
 
表―8  専門職の職能資格等級  
    部署 
職位 
営業シス
テム部 
経理部 人事総務部 法務部 社用車運
転手 
創造段階（管理職位） 8  9 8 7 9  10 ― 
指導段階（監督職位） 6  7 6  7 6 7  8 ― 
拡張段階 ↑ 4  5 4  5 5 5  6 ― 
応用段階  2  3 2  3 3  4 3  4 2 
習得段階 ↑ 1 1 1  2 １  2 1 
出所：PD 社調査により筆者作成   ＊職位の名称は不明、数字は職能資格等級    
３）賃金と評価システム 
 職能資格等級毎に基本給が決まっており、職務の内容も明示されている。尚、具体的な
金額は明らかではないが、新卒の給与は日系大企業の平均よりも上のレベルである（I）と
される。ボーナスは業績により変化はあるが、年間で基本給の平均約 2.9 カ月（2011 年実
績）であった。半期の会社業績と本人の半期の成績評価により、支給額が半期ごとに決め
られる。定期昇給は毎年実施される。上司により年１回の能力評価査定が行われ、昇給額
および昇進・昇格が決められる。１年間の業績に対する評価は半期のボーナス評価とは異
なる。次年度の業績期待もふくめて、チームワークや長期的視点319も重要視されており、
日本的雇用慣行の特質320が反映されることにつながる。ボーナス評価や昇給評価の基準は
統一されているが、実際の運用は管理職に任されている。現地に適応した運用方法である。
評価は絶対評価であるが、配分の際は、原資の枠内のため、結果として相対評価となる。
                                                   
318 逆の管理職コースから専門職コースへの変更は少ない。 
319 長期に在職する事を前提として職務を捉えること。例えば、将来性も含めたプロジェ 
クトの立案・実行能力などが長期的視点とされる。 
320 親和能力、長期雇用に基づくキャリア形成、「従業員性」の養成など。 
98 
 
毎月奨励金（業績給）を付加する奨励金制度を適用するような営業職部門もあり、部門間
で賃金格差はある。尚、評価システムは職能資格制度と同様に、男女の差異なく運用され
ている。 
 
（２） 長期雇用への対応 
１）労働契約と雇用の安定 
 労働契約の最初は 3 年契約、2 回目も 3 年契約、3 回目からは終身契約となる。初回契
約期間 3 年以内に離職する労働者が多かった。3 年以上勤務者に住宅手当を支給するなど
の対策も行った。そして、2010 年の新人事制度の完成により、離職率が年間約 20％（2008
年旧 PD 社）から 10％以内に改善され、平均勤務年数が 5 年となった（PD 社、2012 年 1
月現在）。期限の定めのない終身雇用の労働者は 20 名（旧 PD 社、2010 年末）となり、
長期雇用の礎ができた（C）とされる。近年 PD 社に入社する労働者の多くは、企業内昇
進を期待している（I）。内部で人材を育成するために、長期雇用を支える雇用システムが
必須となっている。 
２）人材の育成 
 近年の労働者の採用方式は、新規学卒者を多く採用する方式に移行しつつある。日本の
大企業は、「職業能力を持たない新規学卒者を大量に採用し、職場での OJT321を基本に、
また必要に応じて OFF－JT322や自己啓発でそれを補完しながら、職務能力を獲得させる」
323のである。PD 社も日本のように、企業の内部労働市場324を人材育成の場ととらえてい
た。ここでは OFF－JT 研修について簡略に検討する。OFF－JT 研修は、階層毎に行われ
る。例えば、新入社員研修、課長職位任用前の入社 4 年～5 年程度の課題解決研修や全階
層で実施される QC 活動研修などがある。新人研修では、企業理念の浸透を主目的に開催
されているが、実施される全ての階層研修に、必ず企業理念の研修が組み込まれている。
企業理念を雇用関係の基本に据えていることがうかがえる。尚、日本の研修でも同様であ
り、日本の方式を中国現地にも適応していた。中国人労働者は「研修を通じて自分の知識
や技能を高めることが、給与と同様に、会社から得られる利益であるという意識を持って
いる」325のである。  
                                                   
321 仕事を通じて能力を養成する（on the job training）。 
322 日常の業務を離れて主に講義方式で研修を受け、能力を高めること（off the job  
Training）。 
323 佐藤厚［2012］9 ページを参照されたい。 
324 内部労働市場は一企業、あるいは一企業の一組織、または職業ないし同業社団体にお 
いて規定される。構成員は外部労働者と明確に区別され、外部労働市場の労働者には入 
手不可能な権利及び特権を得ることになる（P.B.ﾄﾞｰﾘﾝｼﾞｬｰ、M.J.ﾋﾟｵﾚ 白木監訳［2007］ 
2 ページ参照）。 
325 田浦里香・劉沫真［2008］39 ページを参照されたい。 
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PD 社傘下に人材開発会社がある。PD 社を通じて、研修内容や講師など中国 P 社傘下
の企業（製造・販売も含むに提供する役割を担っており、PD 社の社員研修も人材開発会
社が実施する。体系的な研修制度は労働者の定着にとって重要な要素であるとともに、企
業帰属意識を高め、「従業員性」の養成に寄与する雇用システムの一つとして、機能してい
る。尚、中国人労働者はキャリアアップ志向が強く、大学生が「キャリア研修の機会」を
企業選択理由のトップにあげている調査結果326からも、研修制度は重要視されている。ま
た、日本経団連の中国人材戦略に関する政策提言においても、日系企業の人材育成制度（研
修）の充実を第 4 番目に挙げている327。 
選抜された優秀な社員には 1 年～2 年間の日本研修が適用される。例えば、新人事制度
の策定・実施に貢献した女子人事課長（旧 PD 社）は、2 年前から日本の本社に勤務し、P
社の人事制度を学んでいる。2012 年度中に中国に戻り、さらなるキャリアアップが見込ま
れる（C）。PD 社が選抜し、グローバル人材を養成しようとする選抜型育成システムの一
環であった。グローバルに展開する企業では、海外現地法人の経営度の重要性が増してお
り、それを支える人材の育成が最重要課題となっている328。日本的雇用システムを「身を
持って経験した」中国人女子労働者（人事課長）が、日本の企業社会の構造と異なる中国
現地で、日本での経験と培った知識をどう生かすのかは PD 社も注視している。 
PD 社は女子が多い職場の労働者の定着化に向けて、労働者保護を目的とした労働契約
法を視野に入れながら、新人事制度を実施してきた。専門職を中心とする職場に適応した
制度であった。その中枢に、新たな職能資格制度を設けた。中国のホワイトカラーの労働
市場は、日本と異なり、流動化している。多くの労働者は転職や転社により、キャリアア
ップをはかることを当然視している。特に、専門職は女子労働者が多数を占める職務とさ
れている。PD 社は流動的な労働市場において、内部昇進制を定着化し、長期雇用を視野
に入れた制度を実施しているのである。その制度は主に中国現地の女子人事課長（旧 PD
社）が推進したのであった。中国現地に適応して、女子労働者を適任者として選択した結
果であった。PD 社を傘下とする日本企業 P 社は、日本では女性部長数ランキング第 2 位
に位置しており、他の大企業にくらべ、女子労働者を優遇しようとする姿勢はみられる。
しかし、部長職の女子が占める比率は 5.2%、全管理職の女子が占める比率は 5.8%329であ
り、中国 PD 社の「女子管理職は半数以上」に遠く及ばない実態にある。女子労働者を下
位階層に据えおく日本の実態は、グローバルに事業展開する企業にとって克服すべき課題
と思われる。 
                                                   
326 張英莉［2007］83 ページを参照されたい。 
327 （社）日本経済団体体連合会［2006］16 ページを参照されたい。 
328 佐藤厚［2012］15 ページを参照されたい。 
329 2009 年度の女性部長の人数の多い順位に上位 30 社をランキングしている（週刊東 
洋経済「CSR 企業総覧 2011 年版」東洋経済新報社参照）。 
100 
 
新人事制度を支える一つに、経営理念を基礎に据えた研修制度があった。研修専門の企
業を設立し、中国にある P 社傘下企業の製造現場やホワイトカラー職場で働く全ての正規
労働者を対象として体系的な研修が行われていた。多くの中国ホワイトカラー労働者は企
業内の研修による知識・技能の習得・養成を歓迎していた。PD 社も、研修により、労働
者の企業への帰属意識を高め、「従業員性」を養成しようとしていた。女子労働者も男子と
同様に、階層毎の研修に参加していた。ホワイトカラー労働市場の要請にも適応していた
のであった。PD 社は新人事制度を導入し、労働者、特に専門職の女子労働者の定着化を
はかろうとしていた。次節では PD 社と同系列で、専門職だけの職場の事例を考察する。
そこで働く女子専門職労働者の特質を分析する。ホワイトカラー熟練職場の女子労働の類
型化につながる。 
   
２．女子専門職の内部育成と雇用システム―財務統括企業 PF 社の分析 
 
PF 社は 2007 年に上海市で開業した。中国の P 社グループ会社向けの資金・為替・決済
取引や関連サービスなどを行う独立金融会社である。日本P社財務部が直接統括している。
外資系企業として初めて設立・開業した資本金 7 億人民元、総資産 46 億人民元（2011 年
末現在）の金融会社である。現在のところ、グループ会社内の取引であり、他企業へのサ
ービスは行われていない。日本人幹部 2 名および中国人女子 11 名の計 13 名の小組織であ
る。三つの課があり、それぞれ課長がいる。日本人以外は全員女子で占められている。設
立後 5 年を経過したが、金融業界の賃金相場の上昇に対応しなければ、労働者の離職が激
しくなる（総経理 U 氏、以下 U）流動性の高い労働市場の環境にあるとされる。女子専門
職ばかりの職場にどのような雇用システムが適用され、女子労働者がどのように内部昇進
しているのか、などから専門職の女子労働を考察する。 
 
（１）女子労働力の特質 
前節で述べた PD 社とは異なり、新卒採用者はいない。いずれも他企業での経験を有し、
日本で呼称される会計士、税理士、弁理士などのような、専門的な資格や知識を持つ女子
労働者の職場である。平均年齢は 30 歳弱で半数は既婚者である。女子労働者は大学卒・
大学院卒である。全員日本語 1 級資格者であり、日本語は堪能である。銀行などの金融系
企業勤務経験者も多い。尚、上海は中国の金融中心地であるため、金融関連の優秀な人材
が豊富な都市である。専門職を担う PF 社の労働者は、仕事達成への意識が非常に強く、
突発的な残業があっても拒否しない（U）とされるが、恒常的に残業がある職場ではなか
った。PF 社の労働者は女子のみであるが、女子を意識して採用したのではなく、採用し
た能力の高い優秀な人材は、結果として女子であった（U）とされる。上海の金融を中心
とする専門職の労働市場では優秀な女子労働者が多く存在することがうかがえる。PF 社
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の女子労働者は、上海のホワイトカラー労働市場において、中位以上の階層に属すると思
われる。 
 
（２）能力重視の労働条件 
 新人の賃金（一般職位）は、職務経験を考慮し、月額 4～5 千元の範囲内で決められる。
金融業界の給与としては高くはないが、PF 社の現在のニーズから判断して、妥当である
（U）とされる。定期昇給はベースアップもふくめ毎年実施されている。昇給額は日本人
総経理の U が目標・行動・会社貢献などの項目の実績を評価し、労働者と面接を行い、決
められる。その際、次年度の目標なども話し合われ設定される。2012 年度の昇給額は前年
比平均 8％、最高は 18%アップであり、格差がある。評価制度の内容は現時点では労働者
には公表・提示されていない。評価制度は U が独自に策定・導入したものであり、P 社の
人事制度を移転したものではないが、他の中国 P 社系列企業の人事制度を参考にした（U）
ものである。尚、所属する課によって賃金に格差がある。さまざまな能力・知識、時勢に
あった判断力が必要とされ、新たな課題や価値を見いだせる営業課は結果として高くなる
（U）のである。労働者の職務や個々の業績により、基本給が異なる賃金管理を実施して
いる。 
ボーナスは春節の際に基本給の 1 ヶ月を一律支給している。夏期は査定をして平均 2 ヶ
月を支給している。最低が 1 ヶ月、最高が 4 ヶ月と大幅な格差がある。昇給額もふくめた
賃金は、労働者の労働に応じた分配（成果に対する配分）を実施した結果、格差のある賃
金体系となっている。中国の優秀な人材にとって、「日本企業に典型的な年功序列は人気が
ない、成果主義や実力主義がなじむ」330のである。職能給331を基本にし、個人の能力・業
績を昇給やボーナスで反映しながら、労働者の雇用の確保と安定をはかろうとしていた。 
雇用契約期間は初回 3 年、2 回目も 3 年で次回から永久固定（終身）となる。終身契約
の予定者には P 社系列の別企業から異動した女子労働者の 3 人（内 2 名は課長）がいる。
尚、PF 社は対象者全員を自動的に終身にする方針はないが、労働者の多くは終身332を望
んでいる（U）。職務経験を積み重ね、一定の階層に到達した女子労働者の多くは、雇用の
安定と賃金の確保の為に終身雇用を求めている実態にある。収入や社会的地位は中位以上
の階層に属するが、家事や子育てなどの家事労働も一定負担しながら、能力と業績が厳し
                                                   
330 吉田寿［2004］40 ページを参照されたい。 
331 日本型賃金で職能等級制を基準に社員一人ひとりの職務遂行能力を評価し絶対額を 
決めていこうという賃金体系とされる（眞崎龍次［1996］177 ページ参照）。欧米にも 
職能給化の動きがあり、従来日本的とされていたが、職務を中心とした欧米的な賃金制 
度にも能力基準を加味する動きもある（奥林康司［2008］正亀芳造 171 ページ参照）。 
近年の日本では職能給が強化されている。年功的要素を削減ないし排除し、能力主義の 
徹底を図る方向で強化している（同上書 169～170 ページ参照）。 
332 定年年齢は 55 才。 
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く評価される労働者でもあった。 
女子労働者にとって必要な出産休暇は、4 ヶ月（120 日）が保障されている333。所轄の
役所（上海市人力資源・保障庁）からは労働者の出産にともなう代替要員としての人員配
置を指導されている（U）。しかし、代替要員となる労働者や、派遣労働者は雇用していな
い334。「余裕のある人員体制は敷かない。多忙となるが、業務に支障が出ないように指導
している。」（U）としており、労働者への仕事管理の厳しさがうかがえる。 
よく知られているように、中国では一般的には営業関連の仕事は男性が中心であり、ス
タッフ職や経理などの専門職は女性が多い。PF 社に営業課はあるが、グループ企業や銀
行との折衝、新規業務の企画などの専門職に類する職務を担う。一般的な営業の業務とは
異なりノルマなどはない。PF 社では営業課も含め、グループ内業務のため、外部の企業
との接触も少なく、強い折衝力が必要とされない（U）のであり、男子を優先的に採用す
る必要はない。結果、専門的知識を有する能力の高い女子のみが採用されることにもつな
がった。 
女子労働者は全員上海人である。労働者間のコミュニケーションが取りやすいこともあ
り、上海人となっている335。女子労働者は親と同居したり、親の住居近くに居を構えたり、
などしている。結婚・出産後、親がその子供の世話をすることになるが、高齢者の親と同
居する家庭では、家事および子育てを担う家事労働者を派遣会社と契約し、自宅にて雇用
している。また、上海市には、北京市と同様に保育所も整備されている。働きながら子育
てが可能な環境にあった。尚、現時点では住居の移動をともなう、グループ企業傘下の他
の企業への転勤はない。継続して仕事ができる雇用慣行があった。但し、中国 P 社系列内
から転勤した労働者はいるが、労働契約に則り、本人の同意を前提としていた336。 
 
（３）コアー人材の育成 
小組織のため、会社組織は簡素である（図―12）。日本人幹部二人が組織を統括してい
る。業務課はグループ企業の決算などの会計的な仕事や財務のサポート機能や自社の人事
                                                   
333 90 日が義務付けられているが（労働法第 62 条）、PF 社では 30 日多く設定されてい 
る。ホワイトカラーの労働市場では、出産休暇は 120 日が多いと思われる。日系商社の 
ホワイトカラー職場でも 120 日であった。（日系上海 M 商社 K 人事部長インタビュー 
［2010 年 3 月 25 日］於：上海）。 
334 日本の大企業では産休や育児休暇制度はあるが、「人減らし政策を堅持して、53%も 
の企業で育休の代替要員を置いていない」（熊沢誠［2010］54 ページ参照）のである。 
在中日系企業である PF 社も同様であった。 
335 上海人ばかりとなっている理由は、「標準語と言われる北京語が通用しないとされる 
言葉の問題、生活様式（生活習慣）や文化の違い」（U）とされる。 
336 日本の職場では「日本的能力主義の特徴とする、職場外の生活のニーズをあまり気に 
せずに残業や転勤のできるような＜生活態度としての能力＞の要請がかぶさってくる」 
（熊沢誠［2010］75 ページ参照）のである。大企業の職場では、形式的には中国のよ 
うに本人の同意を前提としているが、実態は同意を前提とする転勤は少ないと思われる。 
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関連業務を担っている。統合リスク管理課は政府動向に対する対策、リスク管理、法律関
連を担当する。営業課はグル―プ企業の資金面でのサポート業務を行っており、金融関連
企業の経験者を配置している。労働者の職務は専門化しており、職務の変更をともなう組
織間のローテーションなどはない。 
図―12 PF 社組織図     出所：PF 社入手資料より筆者作成 
 
業務課課長 A は 1997 年に旧 PD 社337で一般社員として採用され、2007 年の PF 社設立
にともない異動し、2010 年に課長職に就任した既婚の女子労働者である。営業課課長 C
は 2005年にAと同様の旧PD社で一般社員として採用され、2007年にPF社に異動した。
2012 年度より課長職に昇格した既婚の女子労働者である。統合リスク管理課課長 B は
2009 年に PF 社で係長（一般職位）として採用され、2012 年に管理職位である課長に昇
格した既婚の女子労働者である。いずれも、一般職位として採用され、一定の経験と実績
を積み重ね、能力と業績を評価された内部からの昇進者である。尚、A 及び C は北京にあ
る旧 PD 社からの転勤者ではあるが、上海人である。同じ P 社系列内からの課長職への昇
進であり、PF 社は内部昇進を重要視していると理解される。尚、養老保険の移転問題338は、
同系列企業内で解決している。 
前節で述べた PD 社と同様に職能資格制度を導入している。一般職は 4 段階（G1～G4）、
管理職 6 段階（M1～M3、S1～S3）に分類されている。尚、3 名の課長の職能資格等級は
不明である。今後も内部昇進を進め、部長職位も外部からの採用者でない課長職位からの
昇進者にする予定（U）とされる。特徴的なのは一般職位よりも管理職位に等級階梯を多
くしていることである。今後の業務の拡大をみすえ、管理職位への昇進スピードをあげ、
                                                   
337 前節で述べたケース・スタディの企業。 
338 北京市から上海市への行政区変更に伴う年金積立期間（15 年同じ行政区で在住者に適 
用）の問題は PD 社と同様に、金銭で補填解決している。 
総経理（日本人）
副総経理（日本人）
業務課 4名
A課長（37歳）
・会計決算、税務
・総務・人事・ＩＴ
統合リスク管理課 3名
B課長(33歳）
・信用リスク管理
・コンプライアンス管理
営業課4名
Ｃ課長(31歳）
・グループ会社、銀行対応
・新規業務企画
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優秀な人材を確保する。管理職位の職能資格等級に昇格した後も、能力と実績により資格
等級が上昇し、賃金も上昇する構造である。管理職も副部長・部長などの職位を配置し、
コアー人材の育成をはかろうとしていた。 
 内部昇進に一定の役割を担う企業内研修は、中国 P 社全体で階層別に実施されており、
PF 社もそれに順じて参加している。尚、階層の中身は不明であるが、職能資格等級別や
職位別に実施されていると思われる。P 社系列に勤務する多くの中国人労働者は、研修制
度を歓迎している模様であり、PF 社の女子労働者も労働条件の重要な要素として重視し
ている（U）。PF 社の労働者は、年に 2 回程度は OFF－JT 研修に参加していた。新人は
必ず、企業理念や社会貢献活動を教える研修に参加する。 
 金融業界に関連する企業では、その特殊性・専門性が求められる職場が多い。他企業で
のキャリアを重ねて、階梯を上昇する傾向が強い（U）のである。優秀な人材は企業への
定着性が低いとされる。しかし、PF 社は、P 社系列企業をふくむ内部労働市場で有能な人
材を育成しようとしている。職場は日本人幹部の 2 名をのぞき、女子のみである。現在は
日本人男子幹部との待遇格差が大きい（U）が、女子中国人管理職の幹部への登用も視野
に入れた職能資格制度が人事制度の中枢にあった。PF 社の人事管理は、女子の特殊性を
意識したものではない。職能資格制度を基礎に、女子労働者の能力に応じた配置を行って
いる。賃金は成果給ではなく、能力・業績を反映した賃金体系である職能給を適用してい
た。上司の評価の結果として、女子労働者が受け取る賃金は、他の女子労働者と比較し、
格差のある賃金であった。尚、労働者が少人数のため、企業工会や従業員代表大会も組織
されず339、日本人幹部が女子労働者を統括していた。 
 PF 社の女子労働者の働く職場は上海の地にあり、固定化されている。労働者がグルー
プ傘下の他の企業から移籍したために、住居の移動を伴う転勤はあったが、出身地への里
帰りであった。子供を扶養する女子労働者や既婚の女子労働者にとって、転勤を理由とす
る離職はない。 
 労働市場において、中位以上の階層に属するであろう女子労働者は、女子の特殊性を意
識することのない職場環境で働いていた。職場内の階層も日本人幹部を除き、内部昇進制
を基本として、能力に応じて階梯を上昇する構造であった。正規社員のみの職場であり、
派遣労働者も雇用されてない。職場は重層化していない階層構造であった。 
しかし、終身雇用契約の時期がくる女子労働者の全員が雇用継続される保障はなかった。
                                                   
339 工会法では、少人数（25 人以下）でも工会は設立出来るとされる（工会法第 10 条）。 
従業員数が 100 人以上の企業単位は、従業員代表大会を開催しなければならない（従業 
員代表大会条例第 3 条）としている。そして、労働条件などは従業員代表大会で審議し、 
可決しなければならない（従業員代表大会条例第 10 条）のである。尚、工会は従業員 
代表大会の作業機構（従業員代表大会条例第 5 条）である。従って、PF 社のような少 
人数の企業には、従業員代表大会の設置義務はないが、工会設置義務があると考えられ 
る。しかし、現在のところ上海総工会から強い設置要請はない模様である。 
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企業の能力評価を基準として取捨選択され、雇用機会が奪われてゆく女子労働者は、競争
主義社会の中で、「能力不足により止むを得ない」と考え、職場から去り、労働条件が低く
ても新たな雇用機会を得ようとするのか、これまでの経験をキャリアアップの機会として
とらえ、階梯を上昇するために、さらなる努力により、競争社会で働き続けようとするの
か、などは中国ホワイトカラー労働市場の需給動向や女子労働者の生活様式とも関連する
課題である。 
 
３． 小括  
 
中国のホワイトカラー職場の労働市場は、流動化しており、競争的である。PD 社や PF
社は、雇用の安定と人材育成に向けての雇用システムを適応していた。小池は労働力のタ
イプとして、「企業内で、関連の深い仕事群を、やさしい仕事からしだいにむつかしい仕事
へと昇進していく。それで技能を高める」340内部昇進制タイプがあるとする。PD 社や PF
社は、女子が多く占める労働者に対して、企業内の研修制度、職能資格制度の導入などの
内部昇進システムにより、「従業員性」を醸成し、人材の定着と育成を図っていた341。 
専門職が働く PF 社では、労働者の能力を反映した格差のある職能給賃金制を採用し、
コアー人材を育成しようとしていた。雇用労働者は新卒採用ではなく、中途採用である。
しかし、採用時から管理職に登用することはなく、一般職として採用した労働者に階梯を
上昇させようとする内部昇進制を進めていた。PD 社は管理職コースと専門職コースに分
けた職能資格制度を適用し、一定の経験を積んだ労働者を選抜し、昇進の速度を上げ、コ
アー人材を育てようとしている。中国労働市場に適応した日系企業の雇用システムであっ
た。多くの女子労働者は長期に勤務し、企業内部で技能を身につけ、内部昇進が可能とな
った。いずれの職場においても、職能資格制度や研修制度が導入され、内部昇進が可能と
なる雇用システムが男女の差異なく、適用されていた。 
本研究の第Ⅰ章でも少し触れたが、同じアジアの韓国の金融業界の銀行では、新人事制
度が導入され、能力主義管理が推進されていた。しかし、女子労働者は職群別管理制度の
もとで、下位職で活用され、底辺部に位置づけられていた。中国のホワイトカラー職場で
ある PD 社では、女子労働者のみが底辺部に位置づけられることはなかった。男子と同様
に階梯を上昇するような雇用システムが適用されていた。PF 社の専門職職場は、男子が
採用されることはなく、女子のみの職場であった。縁辺的な労働現場において、女子が多
                                                   
340 小池和男［1999］310 ページを参照されたい。 
341 金は「日系大企業の多くは、外部労働市場からも労働者を雇用するが、内部で育成し、 
昇進させる人材育成方式である。結果、日系企業の昇進スピードが遅くなる。中国企業 
では外部労働市場から雇用し、一定の職位に就かせてから、経験をさせる方式である」 
（金明花［2010］34～35 ページを参照されたい）。 
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数を占める職場は多い。例えば、低い賃金、不安定雇用の家事労働では、女子出稼ぎ労働
者が主役であった。家事労働者は農村出身であり、学歴は低い。PD 社や PF 社の高学歴
の女子労働者との待遇格差は歴然としてあった。中国の職場で女子が多く働く職場は、縁
辺的労働だけではなかった。ホワイトカラーの専門職職場は女子労働力が中心であり、男
子と同様に評価・処遇されていた。 
ここまで見てきたように、PD 社や PF 社では、女子労働力の特殊性を見出すことはな
かった。高学歴で、有能な人材が求められる職場、特に専門職の職場では、男子よりも女
子が多数雇用され、男女が均等に評価される雇用システムが適用されていた。職場の階層
は、日本人幹部層をのぞき、労働者の能力により、内部から階梯を上昇するような構造が
形成されている。様々な雇用形態が折り重なるような重層的な階層構造ではなかった。育
児・出産休暇中の女子労働力を補う少数の臨時的な派遣労働者をのぞき、下位階層の位置
に固定するような女子労働者も存在しない。しかし、PD 社や PF 社と同じ P 社系列内の
労働市場を内部労働市場342と規定するなら、PCE 社で見られたように、縁辺的な階層に属
する労働者と接点を持つブルーカラー労働者が多く存在する。内部労働市場では製造職場
の多数を占める一般職のブルーカラー労働者は、下位の階層に位置する。P 社系列内のホ
ワイトカラー職場で働く彼女らは、縁辺的労働と接点持つ多数の下位の労働者階層に支え
られていたといえる。また、都市部の外部労働市場においては、縁辺的労働を担う、女子
を中心とする出稼ぎ労働者である家事労働者が、主に既婚女子労働者の家庭で雇用され、
ホワイトカラー女子労働者の‘労働‘を流動的な下位の階層から一定、支えていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
342 労働市場には制度的な枠組みが存在する。内部労働市場は一企業、あるいは一企業の 
一組織、または、職業ないし同業社団体において規定される。内部労働市場の構成員は、 
外部労働者と明確に区別され、外部労働市場の労働者には入手不可能な権利および特権 
を得ることになる。（P.B.ﾄﾞｰﾘﾝｼﾞｬｰ、 M.J.ﾋﾟｵﾚ 白木監訳［2007］2 ページを参照され 
たい）。 
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終章 総括 
 
本研究は課題に関する問題関心をもとに、アジアの女子労働研究史の検討から、本研究
の学術的意義を明らかにしつつ分析視角を設定した。そして、分析対象の調査にもとづき、
ケース・スタディし、研究課題を考察してきた。ケース・スタディとして最初に選んだの
は、日本の総合エレクトロニクスメーカー傘下の系列企業である自動車オーディオシステ
ムを製造する職場である。つぎに、日本の総合家電企業系列の職場を分析した。最初の分
析対象企業と同種の製品を製造する大企業である。さらに、その総合家電企業系列の傘下
企業を統括する役割を担う、大都市中心部にある二つのホワイトカラー職場をケース・ス
タディした。いずれの職場も多数の女子労働者が働いていた。本章では、これまでの分析
結果を総括する。最初に、研究史、ケース・スタディの分析結果などを要約する。そして、
序章で述べた問題意識と関連させつつ要約を踏まえ結論を示す。最後に若干の課題を述べ
結びとする。 
 
１．要約 
 
（１）研究史の考察と分析視角 
 第Ⅰ章では、在中日系企業における女子労働の特質と変化のあり方を雇用システムと関
連させつつ考察しようとする課題のもとに、アジアの女子労働に関連する先行研究をサー
ベイした。研究史では、「出稼型労働」論に代表される「縁辺的労働」論や「ジェンダー」
論などの問題領域を重視した研究が多い。本研究の課題と接点や共通項はあるが、そこで
開発された方法論だけでは解けない。そのため、日本における「熟練論」を検討した。ア
ジアの女子労働は経済発展過程における原動力であることが理解された。市場経済化以降
の中国労働市場では、他のアジア諸国と同様に、ジェンダー格差が少なからず存在してお
り、その要因分析の必要性が認識させられた。また、中国研究史では、労働市場からのマ
クロ分析が多く、個別職場の実態調査からの分析が不足していることを示した。こうして、
アジアの女子労働研究史を通じて、分析視角を設定した。 
 第一は、「縁辺的労働」と接点を持ちつつ、熟練職場の女子労働のあり方を分析すること
である。具体的には、比較的に労働環境の整った熟練職場の女子労働を、個別職場の労働
調査にもとづくケース・スタディにより考察する。製造職場の女子労働者の多くは、出稼
ぎ労働者が担う「縁辺的労働」と接点を持つ労働者である。彼女らは一般的に短期間で離
職する傾向にあるが、男子と同様に長期雇用も一定保障され、昇進の道も開かれた労働者
であるのか。また、長期に働こうとする女子労働者には母性保護も保障され、育児を補助
するような制度が適用されているのか、などが問題となる。尚、都市部やその周辺では、
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縁辺的労働を担う出稼ぎ女子家事労働者、育児を手助けする家族などの存在が見いだされ
た。都市部やその周辺の企業で働く女子労働者に、男子と同様に働き続けられる環境が一
定あることは認識された。 
 第二は、日系企業で働く熟練職場の女子本工労働者に、本工労働者の特質を浮き彫りに
する‘ものさし‘として使用する「従業員性」を見いだせるのかを分析することである。
ケース・スタディの職場に、「従業員性」を養成しようとするような雇用システムが適用さ
れ、「従業員性」が認識されるような雇用関係が形成されているのかを問題にしなければな
らない。労働者を長期的に雇用し、内部で技能を養成しようとしていることと関連する。
例えば、職能資格制度にもとづく内部昇進制により、企業内部でしか通用しない技能を身
につけ、階梯を上昇しつつ、「従業員性」を養成するような雇用システムがが適用されてい
るのかである。女子労働者に適用される雇用関係を律する雇用システムの具体的内容を検
討しなければならない。 
 第三は、職場の階層秩序と結びつく階層構造から女子労働を分析することである。職場
の階層構造から、女子労働者の存在事由や存在形態を明らかにすることが可能となる。序
章の問題関心でも述べたように、職場の階層構造は労使関係や労働市場の影響を受けるの
であり、中国固有の雇用関係を認識することが必要となる。女子労働者がどのような階層
に属しているのか、すべての階層に存在するのか、などを明らかにすることにより、本研
究の課題をより把握しやすくする。 
 本研究では問題意識や設定された分析視角から、大企業傘下の在中日系企業の四つの熟
練職場をケース・スタディし、研究課題を考察した。 
 
（２）変容過程の熟練職場と女子労働力の編成 
 第Ⅱ章では、「世界の工場」である中国に進出した「労働集約型」企業である FTM 社を
ケース・スタディした。製造職場は、分割方式のセル生産が導入され、多数の多能工が必
要とされるような複雑な組立工程を採用していなかった。そのような作業方式のもとで働
く女子労働者に、どのような雇用システムを適用してきたのか、中国の経済成長、中国労
働市場の変容、日本経済の低迷などにどのように対応しつつあるのか、その結果、女子労
働力編成がどのように変容しつつあるのか、などを検討した。分析結果はつぎの通りであ
る。 
FTM 社は自動車オーディオ機器やカーナビゲーションの組立・製造を主業務として、
主に日本市場向けの製品を製造していた。労働者保護の労働契約法発効により、製造職場
は、本工労働者（約 60%）と派遣労働者（約 40%）の雇用形態となった。いずれの雇用形
態においても女子が多数を占めていた。本工労働者の雇用契約の期間は初回が 1 年であり、
派遣労働者の契約期間 2 年よりも短かった。短期間で離職する縁辺的労働と接点をもつ、
女子出稼ぎ労働者が多数を占めていた。入社した本工労働者は、派遣労働者と同様に短期
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間の研修後、職場に配置される。半熟練労働力を主力とする、品質よりも生産高を優先す
るような熟練職場であった。長期雇用により、多能工を養成しようとする体系的な研修制
度はなかった。そこで働く女子本工労働者は労働に応じた分配原則にもとづき、男女「同
一労働・同一賃金」が適用されていた。そして、非正規の派遣労働者にも「同一労働・同
一賃金」が適用され、本工労働者と労働条件での差異はあまりみられなかった。つまり、
奨励金制度やボーナス、定期昇給、福利制度（寮設備・帰省手当）などが何れの労働者に
も適用された。工会も組織され、ほとんどの労働者が加入していた。労働環境は一定整備
されていた。しかし、製造職場の多くを占める女子労働者は、男子と同様に、階梯を上昇
するような内部昇進制は適応されていなかった。製造職場（ブルーカラー）から事務職場
（ホワイトカラー）への移動もなく、管理職は管理職として採用されており、内部からの
昇進は見られなかった。女子が多数を占める製造職場であったが、管理職は全員が外部か
ら採用された男子であった。階層間が分断された階層構造が形成されていた。 
以上のように、FTM 社は労働者に対して、「従業員性」を求めるような雇用システムを
適用していなかった。しかし、近年の中国経済の持続的成長と内陸部の経済発展戦略など
により、沿海部の労働市場の流動化が進行していた。FTM 社のある地域労働市場（無錫
市）も例外ではなかった。離職率も高まり、労働力の供給不足がきたしつつあった。同時
に、日本のマーケットの低迷の影響を受け、日本本社の業績も悪化していた。FTM 社は
これら内外の変化に対応すべく、企業の発展戦略の転換をはかろうとしていた。転換の要
は、中国現地に適応した製品開発と技術形成であった。そのためには、技術者の育成と労
働者の技能の養成が必要となった。こうして、従来のような短期雇用に適用した雇用シス
テムではなく、長期雇用につながる雇用システムを導入することになった。比較的高い技
能を持つ労働者を養成するための人事制度が必要とされた。主には、職能資格制度にもと
づく内部昇進制の導入である。企業の戦略転換により、多くを占める女子労働者のキャリ
ア形成につながるような労働力編成が必須となった。現在はその変容過程にある。 
 
（３）熟練職場と女子労働者の本工化 
 第Ⅲ章では、中国経済の発展とともに、比較的に高度な熟練を必要とする職場に変容し
た企業をケース・スタディした。企業創設時は高度な熟練を必要としない不熟練労働力を
主力とする職場を形成していたが、熟練の養成が必要となり、労働者も徐々に本工化され
た。本工化された女子労働者が多く働く熟練職場にどのような雇用関係を律する雇用シス
テムが形成され、そこで働く女子労働者の存在形態にどう影響したのか、その結果、熟練
職場にどのような階層構造が形成されたのか、などを分析した。分析結果はつぎの通りで
ある。 
 自動車オーディオ機器や自動車電装関連製品の組立・製造を主業務とする PCE 社は、
中国自動車マーケットの成長と拡大に対応し、改革を前提として、新たな経営者を日本本
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社から派遣した。当初の改革の焦点は、これまでの生産方式をベルトコンベアー生産から
セル生産に変更することであった。作業方式も変容し、労働者も熟練を必須とする多能工
化をうながされることになった。作業方式の変容にともない、技能を持つ技術学校出身の
女子が多くを占める労働者の雇用形態も、徐々に本工化された。このような変革の過程に
おいて、労働者保護の労働契約法が発効された。一部の臨時的な労働者を除き、多数を占
める女子を含む労働者は全面的に本工化された。職場では女子労働者の雇用の安定と技能
の養成、コアー人材育成のために男女同様の雇用システムが適用された。雇用システムは、
女子が多くを占める熟練職場に適応したものであった。具体的には、地域労働市場・企業
業績・個人評価を反映した賃金・ボーナス、職場のチームワークを重視した格差の少ない、
評価結果も公開される奨励金制度、研修制度、労働者の福利と定着化に貢献する住宅積立
金制度、女子労働者への母性保護制度の適用、などであった。そして、人事制度の中枢に
職能資格制度を導入した。「従業員性」を求めつつ企業内部から、熟練の養成と技能の向上
をはかり、内部昇進が可能となる雇用システムであった。技能を持つ女子本工労働者の離
職者対策に結びついた。女子本工労働者の雇用の安定につながり、多数を占める女子本工
労働者が幹部層を除き存在し、管理職の半数を女子が占めることになった。 
職場は、最低賃金で雇用された一定の期間で入れ替わる「試用工」の要素を持つ技術学
校の実習生、補充要員としての派遣労働者、短期間で離職してゆく若い流動的な本工労働
者、継続雇用を求め熟練を磨こうとする若い労働者、などで構成される多数を占める下位
階層、熟練を養成された労働者や階梯上昇をめざそうとする監督職の労働者などの中位階
層、内部から昇進した管理職、高学歴のキャリアを積んだ管理職の上位階層、日本人幹部
を中心とする最上位階層、など重層的な階層構造が形成された。こうして、縁辺的労働と
接点を持つ多数の流動的な労働者が占める下位階層が、基底から重層的階層構造を支える
ことになった。 
技能を持つ女子本工労働者は、男子本工労働者とほぼ同様に存在し、階梯を上昇する機
会が保障されることになった。PCE 社は FTM 社と同種類の製品を組立て製造する業務を
担っていたが、「労働集約型」企業の FTM 社とは異なる労働力編成の熟練職場を形成して
いた。 
 
（４）ホワイトカラー職場と女子正規労働者の育成 
 第Ⅳ章では、第Ⅲ章で取りあげた PCE 社と同系列の中国の統括会社であり、大都市中
心部にあるホワイトカラー職場である二つの職場を分析した。最初は、中国事業の全体を
統括する専門職が多く働く PD 社をケース・スタディした。女子が半数以上を占めている。
女子正規労働者は高学歴であり、専門職の職場に多くが配置されていた。ホワイトカラー
職場の労働者は流動的であり、キャリア形成のために離職する労働者が多く、PD 社も例
外ではなかった。流動的な労働者の定着化と人材の育成を求め、新人事制度が導入された。
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新人事制度は、中国人である女子人事課長が策定・推進したものであった。その骨格は、
労働者保護の新労働契約法を視野に入れ、専門職を中心とする熟練職場に適応した制度で
あった。様々な職務を経験し、階梯を上昇するようなゼネラル職の管理職をめざすコース
と、専門的能力を養成し、階梯の上昇とともに、より高度な職務に就く専門職コースに分
類された。その中枢には、職能資格制度があった。人材の育成に貢献するとされる研修制
度も付加された。導入された人事制度は、専門職で多くを占める女子正規労働者の離職率
に歯止めをかけた。長期雇用により「従業員性」が養成され、人材の育成につながった。
中国現地のホワイトカラー労働市場に適応した制度であり、今日でも継続されている。尚、
継続的に働こうとする女子労働者にとって、「重し」となっている住居移転をともなう転勤
問題は、労働契約に則り、本人の同意のもとに実施されている。日本人幹部も柔軟に対応
していた。 
 つぎにケース・スタディしたのは、中国のグループ会社向けの資金・為替・決済取引や
関連サービスなどを行う独立金融会社である小組織の財務統括企業 PF 社である。日本人
幹部を除き、全員が専門職を担う女子正規労働者である。中国人の男子労働者は雇用され
ていない。いずれも高学歴であり、日本語が堪能な労働者で占められていた。採用の際、
女子を意識したのではなく、結果として女子が採用されたとされる。全員、新卒から入社
した労働者ではない。中国の金融関連の労働市場に適応した結果である。課長 3 人は課長
職として雇用されたのではなく、職位と職能資格等級にもとづく、内部からの昇進者であ
った。賃金やボーナスは、個人の成果が多くを占める格差のある能力重視の職能給制によ
る賃金体系にもとづいていた。職場では恒常的な残業はないが、ゆとりのある人員体制で
はない。産休中の女子労働者に対して、代替要員（派遣労働者）などは雇用されていない。
女子労働者にとっては厳しい管理体制と思われるが、長期雇用により、内部でコアー人材
を育成しようとしていた。職場研修は、系列の人材開発統括会社により、職位と職能資格
等級に応じて実施されていた。いずれの職場も職能資格制度にもとづく内部昇進制が適用
され、「従業員性」を求めつつ、労働者の定着とコアー人材の育成をはかろうとしていた。
雇用・分配条件は業績・能力評価に応じたものであり、労働者間に格差をもたらすが、男
女同様に適用されている。厳しい雇用管理にもとづく評価システムであったが、恒常的な
残業もなく、母性が保護される規定が適用されていた。 
職場の階層構造は階層間・男女間の分断はない。流動的・縁辺的な下部構造も形成され
ていない。しかし、P 社系列内部の労働市場においては、彼女らは中位以上の階層に属し
ている。製造職場で働く多数の下位階層のブルーカラー労働者が、ホワイトカラーの熟練
職場で働く女子正規労働者を支える階層構造が形成されていた。 
女子既婚労働者の家庭では、家事や育児を担う出稼ぎ女子労働者が多数を占める縁辺的
家事労働者を一定、雇用していた。社会階層では下位に属する女子出稼ぎ労働者は、中位
以上の階層に属する都市部の女子労働者の生活様式を下位から支えていた。子供（孫）の
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世話をする同居の親の存在や保育所設備などもあり、都市部のホワイトカラー職場で働く
女子労働者には、継続的労働が可能となるような社会政策343が反映した雇用環境があった。 
 
２．結論 
 
 本研究の課題である在中日系企業の女子労働の特質と変化のあり方を明らかにするにあ
たって、第一に、雇用システムと関連しつつ考察した。製造職場では作業方式が雇用シス
テムと関連することを示した。比較的に技能を必要とする作業方式の職場では、労働者が
多能工化され、熟練が養成された。そのためには、長期雇用制、内部昇進制、研修制度、
賃金制度、福利制度などが組み合わされた雇用システムが必要とされた。本研究では、大
企業の熟練職場で培われた従業員意識の強い労働者の性格を「従業員性」と表現し、在中
日系企業の本工（正規）労働者の特質を浮き彫りにする‘ものさし‘として使用した。比
較的に高い技能が必要とされる熟練職場の本工労働者には、「従業員性」が養成されるよう
な雇用システムが適用されていた。比較的に技能が必要とされない半熟練労働力が主力の
「労働集約型」企業の職場では、「従業員性」が養成されるような雇用システムを導入して
いなかった。しかし、中国経済の安定成長、労働市場の変容、日本市場の低迷などによる
環境変化に適応するため、本工労働者の熟練形成を見据え、「従業員性」を養成すべく、新
たな雇用システムを導入しようとしていた。都市部の流動的なホワイトカラーの熟練職場
では、正規労働者の雇用確保とコアー人材育成のために、内部昇進制が適応され、「従業員
性」を養成するような雇用システムが適用されていたことを示した。 
いずれの在中日系企業の熟練職場においても、労働力の確保と労働者の熟練形成、コア
ー人材育成のために、「従業員性」を養成する雇用システムが適用され、或いは、適用され
つつあるという結論を導きだした。 
第二に、在中日系企業が女子労働者に男子と同様の雇用システムを適用していた要因を
示した。ケース・スタディの在中日系企業では、いずれの職場も女子労働者が多数雇用さ
れていたことと関連する。「労働集約型」企業においては、女子を中心とする多数の出稼ぎ
労働者が雇用されていた。本工・派遣労働者ともに、「労働に応じた分配」原則をもとに「同
一労働・同一賃金」が適用されていた。男・女「同一労働・同一賃金」も、「労働に応じた
分配」原則のもとに適用されていた。企業の戦略転換により、熟練の養成を見据えて、新
たに導入されつつある人事制度においても、これらの原則が継続、運用されているとされ
                                                   
343 通例、社会政策は「社会問題」に対する国家の政策である（大河内一男［1960］4 ペ
ージ参照）。「社会問題」の中で、労働者問題という形において登場する社会問題こそ、 
最も基本的であり、またその問題の解決如何が他の一切の社会問題の解決を決定するか 
らである（同掲書 6 ページ参照）。中国の社会政策と労働（者）問題とは密接に関連し 
ていると理解される。 
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る。 
比較的技能が必要とされる熟練職場においても、多数の女子労働者が雇用されていた。
技術学校出身の一定の能力を有する、キャリア形成に意欲をもつ女子本工労働者であった。
企業は彼女らの労働力の確保と能力を生かすべく、技能形成と労働意欲の維持・向上のた
めの雇用システムを適用した。長期雇用により、企業内部で技能が養成され、昇進・昇格
が可能となった。こうして、女子本工労働者には男子と同様の雇用システムが適用され、
離職率の低下につながった。 
ホワイトカラー職場においても、女子正規労働者に男子と同様の雇用システムが適用さ
れた。流動的なホワイトカラー労働市場において、彼女らはコアー人材を育成しようとす
る内部昇進制などに促され、キャリアを形成しようとしていたことを明らかにした。専門
職が多数働くホワイトカラー職場では、男子よりも女子が多数を占め、有能な女子正規労
働者がその中心を担っていた。 
ケース・スタディした在中日系企業は、大企業の系列企業である。日本における職場の
「ジェンダー格差」の存在は、女子労働力率の M 字型カーブに象徴されるように、明らか
になっている。日本の大企業はその「ジェンダー格差」の構造を形成する一端を担ってい
るとされる。しかし、日本大企業傘下にある在中日系企業が中国現地での生産活動や経済
活動を主体となって展開するには、中国労働市場における固有の雇用関係に適用・適応す
ることが必要条件であったことが導きだされた。結果、多数の女子労働者が働く熟練職場
では、男女同様の雇用システムが適用・運用されることになったのである。職場における
母性保護は、労働契約法をはじめ法律や制度にもとづき規定・運用されていることも示し
た。 
第三に、多数の女子労働者が働く熟練職場は、「縁辺的労働」と接点を持つ職場である
ことを明らかにした。女子半熟練労働力を主力とする製造職場においては、女子出稼ぎ労
働者が多数を占めていた。女子本工労働者の労働条件は労働契約法などの諸規定により、
一定の水準は確保されていた。しかし、中国労働市場の影響を受け、一定の期間を過ぎれ
ば、離職する流動的な労働者が多かった。職場は製造現場の労働者とホワイトカラー労働
者、管理職と一般職などの階層が分断され、階梯を上昇するような階層構造ではなかった。
不熟練の「縁辺的労働」と接点をもつ女子労働者が下位階層に多数編成される構造が形成
されていた。 
比較的に技能を有する女子本工労働者が多数を占める製造職場には、女子本工労働者が
長期雇用により階層の上昇が可能となる雇用システムが適用されていた。彼女らを支えて
いたのは、離職率の高い流動的な若年本工労働者、企業内最低賃金を強いられていた実習
生、期間の定めのある派遣労働者、などから編成された「縁辺的労働」と接点を持つ下位
階層であった。こうして、職場内では、日本人幹部の最上位階層、中国人管理職の上位階
層、階梯を上昇しようとする中位階層、流動的な下位階層などから構成される重層的な階
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層構造が形成された。女子本工労働者は最上位階層を除き、各階層を貫き編成されている
ことを示した。 
ホワイトカラー職場の女子正規労働者は、職場内において「縁辺的労働」を担う階層と
の接点は少ない。労働市場において、中位以上の階層に属する能力の高い労働者であった。
しかし、同系列内の労働市場においては、多数を占める製造職場の「縁辺的労働」と接点
をもつ下位階層に編成されたブルーカラー労働者が、ホワイトカラーの女子正規労働者を
支える構造が形成されていた。生活様式においては、親との同居が困難な既婚女子労働者
は、女子出稼ぎ労働者で占める家事労働者に一定、依拠していた。縁辺的労働を担う低位
の階層に支えられていることを示した。 
いずれの熟練職場の女子労働者も「縁辺的労働」と接点を持つ労働者とつながっていた。
熟練職場におけるこれらの事実は、職場の階層構造を分析することから発見されたもので
ある。彼女らは「縁辺的労働」と接点を持つ下位階層の多数の労働者に支えられ、編成さ
れていたという結論が導き出された。 
これまで考察してきたように、女子本工（正規）労働者には「縁辺的労働」や「ジェン
ダー格差」の構造は見いだせなかった。本研究に登場した女子本工（正規）労働者は、男
女ほぼ均等待遇の比較的に雇用・分配条件の良い労働者であることが示された。序章で述
べたように、これまでの女子労働研究史の多くは、「縁辺的労働」や「ジェンダー格差」を
取り扱った研究が多く、女子労働問題の全体像を把握するには限界があった。本研究は女
子熟練労働を焦点としたものである。ケース・スタディであるため、導き出された結論を
全面展開して、一般化するには限界がある。しかし、一般化への道程であるとともに、少
なからず、女子労働研究の類型化につながると考える。 
 
３．若干の課題 
 
 本研究は在中日系企業のケース・スタディを通じて、女子労働の特質と変化のあり方を
考察し、前章で述べた結論を明らかにした。最後に若干の課題を示し、本研究の結びとす
る。 第一は、「中国における生活空間は理念的には、社会主義的な論理によって形成され
ており、男女の位置づけに関する『伝統的価値観』は否定され、男女平等化政策が推進さ
れた」344ことと関連する。本研究で取りあげた在中日系企業の職場は、男女同様の雇用シ
ステムが適用され、労働力編成されていた。男女平等化政策の理念が実現されていると判
断される職場であった。しかし、近年の労働環境は、女性と男性が同等の状況にあるとは
必づしもいいがたく、職場における男女間の格差は広がる可能性がある345。一般に、「組織
の効率性やマネジメント上の利益は、労働組織内の秩序におけるジェンダー平等へと向か
                                                   
344 西村雄一郎［2003］105 ページを参照されたい。 
345 前掲書［2003］105 ページおよび 109 ページを参照されたい。 
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う変革とは距離がある場合が少なくないし、また相互に矛盾し合う場合もある」346とされ
る。中国では市場経済化の進行により、企業間競争が激化し、労働市場が変容することが
予測される。理念にもとづき、男女平等化政策が推進されている社会主義国家中国ではあ
るが、市場経済下においては競争原理が優先され、実態が理念から遠のく可能性はある。
女子労働者は、一般的には男子よりも家事を多く担い、１人っ子政策とはいえ、結婚すれ
ば出産をともなう。職場では必然とされる産休や育児休暇などの女子保護規定が、企業の
効率性の阻害要因とされ、結婚しない、結婚しても子供をもたない女子労働者が歓迎され
るような雇用慣行が職場に浸透することも考えられる。そうであるなら、男女平等化政策
の理念を降ろすことにつながる。企業内の労使関係の一端を担う企業工会は、職場の男女
平等化政策に一定の役割を果たしていると考えられる。女子が多い職場は、工会委員会傘
下に女性委員会の設立が認められている347。これまでの労使関係の実態から、工会の主体
的活動に限界はあると考えられる。しかし、女子労働者の権利を保護する役割を果たすこ
とは少なからず、可能と思われる。企業工会及び女性で構成される女性委員会が、労使協
議会や職場活動などにより、日常的に職場点検を行い、女子労働者の「母性保護」の役割
を担うことが、より必要となるであろう。女子労働力の特殊性を保護するシステムが一層
定着化し、職場内での女性の権利の維持および拡大に寄与することが期待される。中国の
女子労働研究にとって、労使関係における企業工会および企業工会の女性委員会が果たす
役割は、今後の研究課題の一つとして残される。 
 第二は、ケース・スタディのいずれの職場にも見られたように、人事制度の中枢に職能
資格制度が適用されていた問題である。熊沢はペイ・エクイティ348原則を職能資格制度の
運用に適用すべき349と主張する。適用されていた職能資格制度は、労働者に対して、男女
の差異なく評価し、運用されていた。そして、フレキシビリティが強調されるような評価350
                                                   
346 木本喜美子［2004］202 ページを参照されたい。 
347 女性従業員が多いところでは、工会女性委員会を設立して工会委員会の指導の下に活 
動を行うことができる。尚、女性の少ない企業では工会委員会の中に女性委員を設ける 
ことができる（2001 年公布施行工会法第 10 条）とある。 
348 「同じ仕事をしている人には性別を問わず同じ賃金が支払われるべきである」とする 
意味で、ヨーロッパではコンパラブルワースと表現される（熊沢誠［2010］205 ページ 
参照）。 
349 具体的には①職能資格制度のグレードごとに、複数のアイテムを職務系統別に確定す 
る。②アイテムごとの評価点の平均を職務評価点とする。③男女労働者に系統別に当該 
グレードのアイテムの一定比率はできるように能力を高める機会を保証し、一定比率達 
成後は上位グレードのアイテムに挑戦できる権利を保証する。これはグレードに対する 
支払いという慣行を認め、かつ能力開発・キャリア展開における差別克服という問題意 
識をこめている（熊沢誠［2010］209 ページ参照）と説明されている。また、熊沢が言 
う、その職務評価点について、遠藤はジェンダーバイアスや差別がないようにシステム 
設計し、実施すれば、同一価値労働同一賃金の考え方となるとし、具体的な職務評価の 
手法を提示している（遠藤公嗣編著［2013］を参照されたい）。 
350 その人の能力、成績、性格を多面的に見る、どれほどフレキシブルに働けるかを基準 
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方法ではなかった351。在中日系企業において、フレキシブルなあいまいな労働352が増加し、
慣行化することにより、ほぼ男女均等に運用されていた職能資格制度が変容するのか、職
能資格制度とその運用は、今後も注視していかなければならない課題である。 
第三は、中国の女子労働研究を今後も継続し、堀り下げようとする視角から、中国、日
本との比較研究は重要な課題と思われる。他の先進国と比較し、日本の企業社会の構造的
欠陥は、女子労働の縁辺化とジェンダー格差の拡大とされる。一方、中国では GDP が日本
を抜き世界第二位に躍進したとはいえ、1人当たりのGDPは日本の約10分の1に過ぎない。
いわば、未だ経済発展の途上ともいえる。しかし、ケース・スタディの在中日系企業の職
場では、日本のように女子のみが下位階層に位置する階層構造は形成されていなかった。
日本では女子労働者や労働組合が裁判もふくめ、様々な場で女子差別の解消を求めて運動
を展開している353。労働市場では、「女子労働者の二人に一人は非正規雇用であり、その非
正規の雇用形態である派遣労働における女子の割合は、56.5%と男子よりも多い。そして、
正社員比率は男子が 72.5%、女子が 43%と大幅な格差がある。」354とされ、女子の非正規化
の流れは止まらない。1985 年に男女雇用機会均等法（以下、均等法）が制定され、国連の
女性差別撤廃条約を批准してから四半世紀が経過した。しかし、1997 年の改正均等法の「女
子のみ保護」撤廃は、長時間労働の「男性並みに働けるか」を基準として女性労働者が選
別され、男性労働者が、『日本型雇用』という企業への『無制限な拘束性』と仕事中心の長
時間労働を『仕事と家庭責任の両立』が可能な人間的な働き方へと変えていく貴重なチャ
ンスを逸したことを意味している355のであった。 
中国では憲法 48 条や婦女権益保障法 24 条などの法律において、男・女「同一労働・同
一賃金」が規定されている。本研究で取りあげたケース・スタディの職場においては、お
おむね男女均等待遇であることが明らかにされた。男女均等待遇を中国現地に適応してい
る日系企業が、日本における女子労働者の雇用実態をどのようにとらえているのかは定か
ではない。中国の女子労働に関する調査研究は、現代日本の女子労働者の存在形態と比較
分析する視角からも重要と思われる。今後も、在中日系企業を中心として、調査研究を進
めなければならない。 
 
                                                                                                                                                     
とした「人」への評価になりがちである（前掲書 208 ページを参照されたい）。 
351 ケース・スタディ企業の評価方法についての詳細な実態の把握は困難であったが、賃 
金、ボーナス、奨励金などの評価は本人の勤務実績や成績を基礎にしたものとされ、評 
価が公開されているケースもある。労働者の職務も決められており、企業もフレキシビ 
リティを大きくは強調していない。 
352 職務範囲が明確でなく、他の職務を担う労働者と仕事が重なるような仕事の仕方。 
353 女性労働問題研究会編［2011］座談会 55～71 ページを参照されたい。 
354 岩間暁子［2011］82～84 ページを参照されたい。 
355 久場嬉子［2011］11～12 ページを参照されたい。 
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